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謝辞
本論文は、事業承継の本質とその円滑化のための課題を探求した五本の小論文を取りま
とめ 1、学位請求論文（博士）として、東北大学大学院経済学研究科に提出するものである。
本論文をつつがなく完成することができたのは、博士課程前期から通算して四年間にわた
ってご指導くださった藤本雅彦先生をはじめとする、数多くの方々のご支援の賜物である。
なによりも、まず、皆様に対して、心よりあつく御礼申し上げたい。  
 藤本先生への感謝の念は筆舌に尽くしがたい。的確な資料を絶妙のタイミングで提供し
て下さることによって、筆者のブレイクスルーは円滑に進んだように思う。とりわけ、研
究計画を練っている最中では、文献を深追いするあまり分析麻痺に陥っているところを、
幾度となく助けていただいた。また、論文構成と文章表現に関しては、読者の脳裏にパー
ンと入り込んでくるシンプルさを追求するよう、とりわけ、読者が適切に批判することが
できるようにと、結論をひとことで言い切るよう、繰り返し、根気よく、ご指導いただい
たことも忘れられない。さらに、TA や RA、地域イノベーション研究センターでのアシスタ
ント業務を通じては、講義資料の作り方から実際の講義のコツ、共同研究の進め方といっ
た、大学教員としての実務の一端に触れさせていただいた。権奇哲先生と福嶋路先生には、
本論文の副査を引き受けていただくだけでなく、大学院での特別講義や地域イノベーショ
ン研究センターにおける調査研究を通じて、本当にお世話になった。権先生からは、研究
者としての倫理観を、福嶋先生からは、藤本先生とは違った切り口からの文章表現と研究
対象の選び方について、ご指導いただいた。本論文の研究計画を立案するにあたって、大
滝精一先生と本学の先輩である橋浦隆一氏には、示唆に溢れる的確なご助言をいただいた。
大滝先生は、大学院での特別講義を通じて、事業承継の本質を検討する糸口を与えてくだ
さり、橋浦氏からは、事業承継の円滑化のための課題について、現役の経営者のお立場か
ら、数多くのご意見を頂戴するだけでなく、実証研究のための調査対象となる企業を紹介
していただいた。  
実証研究にご協力いただいた企業の経営者の皆様には、アンケートの質問にお答えいた
だくだけでなく、数時間に及ぶインタビューや事後的な質問にも快く応じていただいた。
ファミリーやオーナーシップといった家や会社の内情に迫る機微的な質問にもかかわらず、
親切、かつ、丁寧に、お付き合いくださった皆様の誠心に対しては、本論文を無事に完成
させた事実をもって、改めて感謝の意をお伝えしたい。  
なによりも、筆者のパートナーに感謝したい。四十歳という働き盛りで研究生活に専念
することを決意した筆者を見守り続けてくれたおかげで、なんとかやり遂げることができ
た。そして、我々にとってかけがえのない存在であり、いち早く天に召された一人息子に、
                                                   
1小論文は以下の五本である。（ 1）採択済のもの。堀越昌和 (2013b)「老舗企業の事業承継」
東北大学経済学会「研究年報経済学」第 73 巻（第 4 号）に掲載予定.（2）東北大学経済学
会に投稿し現在審査中のもの。①堀越昌和 (未刊行)「事業承継のプロセスにおける先代経
営者の関与」、②同「事業承継の本質と課題に関する予備的考察：第一篇」、③同「事業承
継の本質と課題に関する予備的考察：第ニ篇」、④同「事業承継の本質と課題に関する予備
的考察：第三篇」  
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本論文を捧げる。東日本大震災を経験し、追い打ちをかけられるように君を喪った筆者は、
我々に対する君のこのうえなく深い愛情と誠実なる生きざま、そして、旺盛なる好奇心と
卓抜した勇気を思い出すことによって、生き抜くことの大切さを学び、絶望の淵からかろ
うじて立ち直ることができた。  
“道徳的資質の発達の問題は、もっと興味深い。その基礎は社会的本能のなかにあるが、
この社会的本能ということばには、家族の絆という意味も含まれている。この本能は複雑
きわまりないもので、動物の場合には、ある一定の行動をするような特別の方向づけを与
えるものである。しかしこの本能の重要な要素は、愛であり、同情というまた別の感情な
のである”（Darwin,1909,邦訳書,549 頁） 
 『種の起源（The Descent of Man）』をあらわしたダーウィンは、この言葉を用いて、他
の動物と区別するあらゆる差異のなかの最たるものが、人間は、自分の過去の行為そのも
のとその動機を反省し、あることを是とし、あることを非とすることのできる道徳的存在
であり、その基礎をなす社会的本能の最も重要な要素が「愛」であると説いている。  
“愛とは、自分という存在の価値認識と成長意欲から生まれるものであり、相手がただ
存在してくれていることへの感謝ゆえに決断し、永続的な意志と洗練された能力によって
実行しようと努力する、相手の幸福を願い成長を支援する行為である”（飯田 ,2000,297 頁） 
このようにして、謝辞を書き連ねていくにつれ、いまさらながらに、皆様からの深い愛
情に包まれてきたことが実感される。社会の先達として、師として、先輩として、真理を
探究する仲間として、家族として、それぞれの関係性に違いはあれども、筆者は、限りな
く力強いサポートを得ることができた。これにまさる幸いはない。  
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序章 本論文の目的と構成 
 営利組織の生産活動は、調達した貨幣（ G）をもって労動力や原材料、機械装置等の生産
手段を購入し（G－W）、それらによって商品を生産し（W…W’）、できあがった商品の販売
を通じて投下した貨幣を回収するというものである（ W'－G）。その際、回収される貨幣は、
初期において投下した貨幣よりも増殖していなければならない（ G＋g）。つまり、企業は G
－W…W'－G’（＝G＋g）というこの一連の活動を通常一年の単位で区切って行っていくが、
回収された貨幣が当初よりも目減りしていけば、その生産活動はいずれ行き詰まる。これ
は資本主義経済の大前提であり、こうした事態に陥らないために組織は戦略を立て人材育
成を手掛けていくのである。ところが、生産活動の成果とは何らかかわりのないところで、
組織の存続が危ぶまれることがある。その契機となるのが、後継者の不在であり、つまる
ところ、事業承継の巧拙の問題である。本論文では、こうした組織存続にとって不可欠な
取り組みである事業承継の問題を取り扱う。以下では、その背景と目的を叙述し（1）、そ
の上で、本論文の構成を提示する（2）。 
 
1．本論文の背景と目的  
本論文の目的は、わが国では専ら中小企業に固有の問題といわれる事業承継について、
その本質と円滑化のための課題を明らかにすることである。その背景は、大別すると二つ
ある。一つは、わが国の中小企業に関する事業承継の研究蓄積の少なさとその偏りにある。
「事業承継」という言葉を辞書（経済・ビジネス基本用語 4000 語辞典）で引くと、“経営
者が、事業運営（会社経営）を後継者に引き継ぐこと。実際には
・ ・ ・ ・
、事業以外に会社の株式
や財産なども、引き継がれることになる 2”と説明されている。つまり、事業承継とは、外
形的に見ると、単なる経営者の交代であるが、実際には、後継者に対して、会社それ自体
の支配権を包括的に委譲する、組織の主体的行為であることを意味する。また、欧米の文
献では通常、事業承継を Succession と表記するが、「下に譲る」という、その語源からし
ても分かるように、極めて多義的な意味合いとして用いられている。そもそも、築き上げ
た地位と権限そして資産を、どのような形で下の世代へと引き継いでいくのかは、古今東
西に関わらず、功成り名を遂げた者あるいはそれを相続した者にとって重要な関心事であ
った。誰に何を引き継いでいくのかは、その地位と権限そして資産の多寡には関わりなく、
種の保存を目的とした家やファミリーそのものの生理として認識されるからではないだろ
うか。事実、遥か荘園領主制の時代はもとより、会社における代表者の地位や財産の相続
が法制度を通じた公式手続きとして定められた現代に至ってなお、世代交代の営みには、
こうした公式手続きだけでなく、私有財産の集中的移転や権威の制度化といった私的手続
きが用いられてきた。このため、わが国の中小企業に関してこそ、その数は少なく、いま
だ開拓途上の分野であるものの、家や会社といった共同体における世代を超えた支配原理
の探究との関わりの中で、事業承継に関しては、様々な研究分野から、数多くの有益な示
唆が与えられてきた。とりわけ、欧米におけるファミリービジネスの研究では、創業者一
族による会社支配の継続性を保つための戦略的な取り組みとして重視され、1980 年代から
                                                   
2ルビは筆者  
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とくに、事業承継のプロセスモデルの考察や構造メカニズムの構築に向けた努力が行われ
てきた。他方、わが国における中小企業の事業承継に関する議論は、専ら規模小体である
がゆえに生ずる問題性に端を発しており、政策サイドにおいては開廃業の経済社会的な趨
勢と直接的に結びつく組織存続の問題としての議論が闊達に行われ、税理士や弁護士とい
った実務家からは実質的には所有と経営の双方を支配するオーナー経営者に率いられた個
人企業というコンテクストから生じる相続問題から発展する形でその解決策が頻繁に処方
されてきた。前者の問題意識は、わが国の経済社会の活力を支える中小企業の存続であり、
後者のそれは、法制度の視点から事業承継を円滑に導いていくというもので、結果として、
第三者への事業売却や親族外承継がその解決の方策として指摘されることも多い。一方、
経営学の対象として本格的な議論が行われるようになったのは、2001 年版の『中小企業白
書』において、事業承継が「第二創業」の機会としてクローズアップされてからのことで
ある 3。それ以降、「事業承継の 2012 年問題」といわれる今日に至るまでの間に、アンケー
ト調査の結果を用いた統計的手法に基づく実証研究を主体として、事業承継とその後のパ
フォーマンスを規定する要因が析出されてきた。ところが、法制度的な議論はもとより、
経営学の対象としても、欧米におけるファミリービジネスの研究で行われているような、
事業承継のプロセスモデルの考察や構造メカニズムの構築に関する実証研究は殆ど行われ
ていない。そこで、中小企業の問題性から生じる課題を捨象し、事業承継とその後のパフ
ォーマンスを規定する要因の析出にとどまらず、既に経営学一般の対象となっている経営
戦略や人的資源管理などと同じく、組織の主体的行為として認識し、事業承継の本質や円
滑化のための課題について、経営学的に考察していく必要があるのではないだろうか 4。そ
の際、まず、事業承継という営為が有する本質的な特徴を明らかにし、その上で、円滑化
のための課題、もしくは、事業承継とその後のパフォーマンスを規定する要因について、
考察していくことが不可欠ではないだろうか 5。これが、本論文の第一の背景である。  
                                                   
3同様の指摘として、例えば、亀井（2013,68-74 頁）。  
4ここでいう「経営学的」とは、いわゆる「争続」に象徴される経済社会問題ではなく、純
粋に組織が直面する経営課題として、事業承継を捉えていくというほどの意味である。  
5「事業承継」という言葉を用いる以上、その言葉の意味合いを議論していくことは不可欠
であろう。事業承継の目的や方法が判然としなければ、その成果を測定すること自体が明
確な基準を欠くことになるからである。例えば、経営戦略に関しては、次のような定義が
なされている。“長期の基本目標を定めたうえで、その目標を実現するために行動を起こし
たり、経営資源を配分したりすること”（ Chandler ,1962,邦訳書,17 頁）、“市場の中の組
織としての活動の長期的な基本設計図”（伊丹 ,2003,2 頁）、“戦略は単独で機能するマネジ
メント・プロセスではない。それは、高レベルのミッション・ステートメントから最前線
およびバックオフィスの従業員によって行われる作業まで会社を貫く「論理の連続」の 1
ステップである”（ Kaplan and Norton,2004,邦訳書,64 頁）、“ちょうど家を建築する際の
設計図に似ている”（佐々木 ,2006,5 頁）。また、人的資源管理についても、“人的資源管理
とは、使用者は従業員のもっているさまざまな能力から最大限の利益を獲得し、また従業
員はそれぞれの仕事に従事するなかで、物的報酬にとどまらず、精神的報酬をも得ること
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いま一つには、研究対象の選び方と研究方法における工夫の必要性がある。わが国にお
ける中小企業の殆どは特定少数のファミリーの人間に支配される同族会社であり、実質的
には所有と経営が一体となっているといわれる。つまり、事業承継には、オーナーシップ
（所有）とビジネス（経営）及びファミリー（一族）という三つの要素が深く関係してく
る。そこで、大企業であれば、株主総会を通じたトップ・マネジメントの交代であるが、
中小企業にとっては、経営者の世代交代を企図する場合、複数の要素のそれぞれを調整し
つつ、後継者を確保し、事業を承継していかなければならない。こうした構造的な複雑さ
ゆえに、事業承継は、中小企業に固有の問題として認識されるのである。そして、こうし
た機会が数十年に一度のサイクルでしか巡ってこないとなれば、なおさらノウハウの蓄積
は困難であろう。そこで、「餅は餅屋」というように、円滑な事業承継を実現するためのノ
ウハウを知りたければ、その道のベテランに学ぶことは有効ではないだろうか。つまり、
組織としてのベテランとは、いくたびかの世代交代を通じて組織として存続し続けている、
いわゆる老舗企業であり、個人としてのベテランとは、既に事業を承継して先代となった
経営者であろう。ところが、これまでの研究対象を見ると、実際には自らが事業を承継す
る立場になったことがないトップ・マネジメントが、後継者として事業を承継した時の経
験をベースに、その時に苦労したことや先代となった経営者の関与のあり方の巧拙が論じ
られるにとどまる。また、老舗企業の事業承継に関しては、実証研究そのものが殆ど存在
しない。そこで、まず、老舗企業の現代における事業承継の実態を解明し、その上で、既
に事業を承継して先代となった経営者とトップ・マネジメントを手掛ける後継者の双方の
視点を通じて事業承継を捉えなおすことによって、その本質と円滑化のための課題を明ら
かにしていく必要があるのではないだろうか。これが、本論文における第二の背景である。
以上を踏まえ、本論文の目的を達成するために、欧米のファミリービジネス研究が構築し
た事業承継のプロセスやメカニズムに関する理論的枠組みを踏まえつつ、事業承継の経験
数で勝る老舗企業を対象とした実証研究に取り組んでいく。  
 
2．本論文の構成 
 本論文は、全 9 章で構成され、理論研究（第 1 章、第 2 章及び第 3 章）及び実証研究（第
5 章、第 6 章及び第 7 章）に大別される（図表 0）。 
序章では、本論文の背景と目的及び構成を叙述する。 
第 1 章では、わが国の中小企業で事業承継が問題とされる背景や円滑化のための課題を
大づかみすることを目的とする。この目的を達成するために、経営承継円滑化法の立法主
旨や中小白書における事業承継に関する政策サイドからの問題提起といった、法制度的な
                                                                                                                                                                        
を可能にするような方法で、その企業の全従業員、つまり、人的資源を活用することを目
的とする”（Graham,1983,邦訳書,5 頁）、あるいは、“企業が経営目的を達成するために、
働く人々（人的資源）を管理するための一連の活動”（上林 ,2010,4 頁）との定義がなされ
ている。これを見ると、文言こそ論者によって様々であるが、経営戦略とは、組織の長期
的な活動をデザインすることであり、また、人的資源管理は、組織の目標を達成するため
に、経営諸資源の一つである人的資源の活用策を模索する活動であることが分かる。  
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議論を中心にレビューする。  
第 2 章では、事業承継に関する学術的な議論をレビューする。まず、前章での議論の延
長にある、わが国における中小企業の事業承継に関する先行研究をレビューする。次いで、
事業承継に関しては、理論面だけでなく実証面においても遥かに多くの蓄積がある、欧米
のファミリービジネスにおける先行研究のレビューを通じて、事業承継のプロセスやメカ
ニズムに関する概念モデルについての理解を深める。  
第 3 章では、 Weber と Barnard が提示した権威の理論を用いて、組織の成員の命令受容
の要件という視点から、所有と経営が未分化な組織における世代を超えた会社支配の正当
性を巡る問題を考察する。  
第 4 章では、これまでの議論を踏まえて、事業承継の概念モデルを提示しつつ、本論文
の目的となる事業承継の本質と円滑化のための課題に関する二つの仮説を導出し、その上
で、これらの仮説を検証するための分析枠組みを構築する。  
第 5 章では、実証研究 1 に関する内容を叙述する。事業承継のプロセスをシステムとコ
ミュニケーションの両面から統合的にアプローチしていくことによって、老舗企業におけ
る事業承継の実態とその現代的なメカニズムを解明する。 
第 6 章では、実証研究 2 に関する内容を叙述する。事業承継における経営者と後継者の
コミュニケーションから生じる問題を両者の視点から捉え、円滑な事業承継を実現するた
めの経営者の関与のあり方について再考する。 
第 7 章では、二つの実証研究での発見事実を総合的に考察することによって、本論文が
提示した二つの仮説について、その妥当性を検証する。その上で、老舗企業が有する円滑
な事業承継を実現するためのノウハウについて、その一般適用性を検討する。  
終章では、本論文の結論と学術的貢献を叙述し、今後の課題を提示する。  
（図表 0）本論文の構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
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第 1 章 事業承継を巡る課題 
 そもそも、「素寒貧から築いた身代は三代にしてもとに戻る 6」、あるいは、「唐様で貸し
家と書く三代目 7」との警句もあるように、円滑な事業承継の困難さは、洋の東西を問わず、
古くから、経験的に言い伝えられてきた。ところが、今日、「事業承継の 2012 年問題」と
も言われるように、わが国では、第二次世界大戦後、特に、高度成長期からバブル期にか
けての大量創業世代が、高齢化に伴い、一斉に引退時期を迎えつつあることもあって、後
継者の選択や育成、次世代に向けた組織体制の構築といった、円滑な事業承継の実現に向
けた準備が、喫緊の経営課題としてクローズアップされている。なかでも、わが国の企業
の大半を占める中小企業では、そのほとんどが同族会社であることに加え、株式会社や有
限会社といった会社組織の形態を取っているものの、実質的にはオーナー経営者によって
運営される個人企業と目されることから 8、事業承継は、単なる経営者の交代にとどまらず、
オーナーシップやファミリーの問題が絡み、それぞれの利害調整の必要性が、経営課題と
しての困難の度合いを増幅させている。それでは、わが国において、事業承継が問題とさ
れる背景はどのようなもので、それぞれの企業は、具体的にどのような経営課題を抱えて
いるのだろうか。法制度的な議論を中心として、これらを明らかにしていくことが、本章
の目的である。  
 
1.1 事業承継が問題とされる背景 
国税庁（2012）の『会社標本調査結果』を見ると、1951 年に 228,718 社であったわが国
の会社数は、2010 年には 2,580,354 社となっている（図表 1-1）。わが国の会社は、第二次
世界大戦後、飛躍的にその数を増していることが分かる。  
（図表 1-1）法人数の推移  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（国税庁（2012）を参照して筆者作成）  
続いて、図表 1-2 を見ると、会社設立登記件数は、バブル期に突出して多いものの、高
                                                   
6Landes（1969）  
7谷脇（2004）  
8例えば、吉野・渡辺（ 2006）を参照  
縦 軸 ： 法人 数 、 横 軸 ： 西 暦 （ 下二 桁 ）  
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度成長期に増え始めてから今日に至るまで、相応の水準で行われていることが分かる。  
（図表 1-2）会社設立登記件数の推移  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中小企業庁（2012b)を参照して筆者作成）  
また、図表 1-3 を見ると、調査開始から 1991～1996 年までの期間では、開業率が廃業率
を上回っているが、それ以降では、廃業率が開業率を上回っている。  
（図表 1-3）会社の開業率・廃業率の推移（非一次産業）  
 
 
 
 
 
 
 
 
（中小企業庁（2012b)より、付属統計資料 4 表を転載）  
 こうした会社の大半は、同族会社であり 91011、中小企業でもある 12。つまり、ほとんどの
                                                   
9国税庁によると、わが国の会社のおよそ 96％は同族会社である。同族会社とは、3 人以下
の株主並びにその親族等によって、株式の 50％超が所有されている法人をさす（法人税法
第二条十及び法人税法施行令第四条）。なお、「親族」とは、六親等内の血族、配偶者及び
三親等内の姻族（民法第七百二十五条）をさす。  
10例えば、経営者にとって、兄弟姉妹の子供は三親等であるが、従兄妹の子供は五親等に
過ぎず、「親族」とは、極めて広範囲の関係性を含むことに留意する必要がある。「親族」
の法律問題に関しては、例えば、中川（1992）、山川（2009）、長谷川（2010）を参照  
11本論文では、「同族」の範囲が法律で規定されていることに鑑み、とくに断りのない限り、
「親族」等の表記を「ファミリー」で統一する。  
12中小企業庁（ 2012b）によると、わが国の会社のおよそ 99％は中小企業である。中小企
業基本法第二条の定義に基づく中小企業とは、原則として、以下の基準に当てはまる会社
縦 軸 :件 数 、横 軸 :西 暦（ 下二 桁 ） 
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会社がファミリーの特定少数に支配されている上に 13、多くの会社が、大企業と比較して、
財務体質に脆弱性を抱えていることになる。例えば、中小企業庁（ 2012b）が取りまとめた
『法人企業の主要財務・損益状況と財務指標』を見ると、全産業（非一次産業）ベースの
2010 年の企業規模別の中央値は、売上高が中小企業 4 億 5 千 6 百万円に対して大企業 249
億 9 千 5 百万円、総資産で中小企業 5 億 8 千 9 百万円、大企業 209 億 7 百万円となってい
る。また、収益からの既往債務の返済能力を示す債務償還年数は、中小企業 12.3 年に対し
て大企業 4.0 年となっており、多くの中小企業が、組織運営に必要な債務を返済するため
の充分な収益性の欠如、あるいは、相応の収益性は確保しているが負債過多の状態にある
ことが分かる。こうした債務に対しては、約 8 割の中小企業の経営者が個人保証を提供し
ている（中小企業庁,2006）。さらに、金融機関等に対して経営者の個人資産を担保提供し
ている割合は、大企業の 11.7%に対して、中規模企業で 33.0%、小規模企業では 37.6%にな
り、また、中小企業の経営者が保有する個人資産の約三分の二は事業用資産で占められて
いるという（中小企業庁,2007）。こうした事実から見えてくることは、戦後、わが国の会
社設立は活発に行われ飛躍的にその数を増やしたが、その大半は、ファミリーの特定少数
に支配される同族会社であり、既往債務の返済に長期を要し財務体質に脆弱性を抱える中
小企業であるということである。このため、事業承継は、ビジネスのマターにとどまるこ
となく、ファミリーやオーナーシップに関する利害調整及び個人資産の担保提供や保証債
務等の義務の引継ぎにまで、その対象の範囲を拡張することになる（図表 1-4）。 
（図表 1-4）事業承継における調整対象  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
                                                                                                                                                                        
及び個人をさす。製造業及びその他の業種：資本金 3 億円以下の会社又は従業員数が 300
人以下の会社及び個人、卸売業：資本金 1 億円以下の会社又は従業員数が 100 人以下の会
社及び個人、小売業：資本金 5 千万円以下の会社又は従業員数 50 人以下の会社及び個人、
サービス業：資本金 5 千万円以下の会社又は従業員数 100 人以下の会社及び個人  
13ただし、同族会社であることは、創業者と会社を支配するファミリーとの血縁関係を保
障するものではないことに注意を要する。  
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 ところで、中小企業庁（1996）は、中小企業における創業者の年齢構成は 1980 年代前半
までは 29 才未満や 30 才代前半が多かったがその割合は徐々に減少し、1985 年以降になる
と 40 才代前半が最も多くなっており、創業年齢の高年齢化が進んでいることを指摘してい
る。帝国データバンク（2012）によると、経営者の平均年齢は 2011 年で 59 歳 9 ヵ月とな
り、31 年連続で上昇しているという。そして、大企業の経営者の平均年齢は 63 歳付近で
一定に推移していることから、こうした長期間に渡る経営者の平均年齢の上昇は、中小企
業の経営者の高齢化に因るものであることを指摘している。また、中小企業庁（ 2006）に
よると、中小企業の経営者が引退を希望する平均年齢は 64.5 歳であるという。図表 1-5
は、中小企業庁（2006）が、アンケート調査をもとに 55 歳以上の経営者の事業承継に対す
る検討内容をとりまとめたものである 14。これを見ると、55 歳以上の経営者の大半が「事
業を何らかの形で他者に引き継ぎたい」と考えているが、「後継者を既に決めている」のは
47%であり半数に満たない。後継者が決定している中小企業において、後継者と経営者の関
係を見ると、子息・子女が 71.3%、娘婿、配偶者、兄弟姉妹及びその他の親族で 12.6%とな
り、ファミリーでの事業承継が 8 割以上を占めている。他方、後継者が未確定であると答
えた経営者の約 25%が、後継者が最終的に決まらなかった場合には「事業売却による事業
承継を検討」すると考えており 15、約 10％が「廃業を検討」すると考えている 1617。ところ
が、中小企業庁（2011）は、近年は、景気後退の影響もあって M&A の件数が減少している
上 18、そもそも中小企業の多くは、M&A の相手先（事業の引継先）を見つけることが難しい
と考えており、企業間のマッチングが最大の課題となっていることを指摘している 19。 
こうした事実から見えてくることは、経営者の平均年齢が引退を希望する平均年齢へと
近づく中で、その地位や権限を後継者に委譲する時期が確実に訪れつつあるということで
ある。また、後継者が未確定の中小企業のおよそ四分の一の経営者が、 M&A による事業承
継を選択肢として視野に入れているが、実際には、中小企業にとって M&A の障壁は高く、
                                                   
14三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（株）が行った『「事業承継」「職業能力承継」アン
ケート調査』。2005 年 12 月、業歴が 10 年以上、従業員数 10 名以上の法人を中心とした非
上場企業 15,000 社を対象に実施したアンケート調査（回収率 13.2%）で、事業承継に関す
るアンケートとしてはこれまでで最大規模の一つである。  
15後継者が未確定の割合は、「候補者はいるものの後継者を決めてはいない」（ 34.3%）と「適
当な候補者がいない」（15.1%）の合計。ただし、中小企業庁（2006）では、候補者が未確
定の理由については言及していない。  
16「候補者はいるものの後継者を決めてはいない」（34.3%）と「適当な候補者がいない」
（15.1%）の合計（ 49.4%）に対する「事業売却による事業承継を検討」（ 12.8%）の割合  
17「候補者はいるものの後継者を決めてはいない」（ 34.3%）と「適当な候補者がいない」
（15.1%）の合計（49.4%）に対する「廃業を検討」（ 4.8%）の割合  
18非上場企業間事業引継ぎ件数は 2006 年の 752 件をピークに年々減少し、 2010 年は 458
件となっている。  
19（株）三菱総合研究所が実施した『事業の引継ぎに関する調査』の結果による。2009 年
12 月に中小企業 15,000 社を対象に実施したアンケート調査（回収率 14.7%） 
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第三者に事業を売却することが出来ずに廃業に追い込まれるリスクが懸念される。結局の
ところ、事業を何らかの形で他者に引き継ぎたいのであれば、事業承継の相手が誰であれ、
経営者との関係がどのようであれ、後継者確保の問題に直面せざるを得ないということで
ある 20。 
（図表 1-5） 55 歳以上の経営者の事業承継に対する検討内容  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中小企業庁（2006）より、第 3-2-1 図を転載）  
これまでの記述を踏まえ、本節をまとめると、事業承継が問題とされる背景は、戦後、
飛躍的にその数を増やしたわが国の会社の多くには、事業承継を円滑に実現するためのノ
ウハウが充分に蓄積されていないことにあると思われる。ノウハウが充分に蓄積されてい
ない理由は、こうした会社の大半を占めている中小企業は、オーナーシップとビジネス及
びファミリーといった主要素の関係性の複雑さという構造的な問題を抱えていることもあ
るが、それ以上に、次世代を担う後継者を確保するという最重要課題に対する経営者の姿
勢や態度にあると言えるのではないだろうか 21。つまり、経営者の高齢化や廃業等といっ
たリスクは確かに顕在化しつつあるが、その背景を踏まえると、事業承継の複雑性が問題
となるから後継者が確保できないというよりは、（ステーク・ホールダーを納得させる）後
継者が確保できないから事業承継の複雑性が問題となるのである。  
 
1.2 事業承継の円滑化に向けた法制度の整備  
 ここ数年、わが国の中小企業の事業承継を巡る法律環境が大きく変化した。平成 21 年 3
月 1 日に中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（以下、「経営承継円滑化法」
                                                   
20そもそも、中小規模の組織でこそ優れたトップ・マネジメントが必要とされているが、
規模と人材の非対称性の問題からそれを得ることが困難であることは、これまでに数多く
指摘されてきた。例えば、清水（1986）、小林（小林・瀧澤編,1996）、田中（1996）を参照  
21Drucker（1974,邦訳書,842-851 頁）は、将来のトップ・マネジメントを準備することが
経営者の最も重要な仕事の一つであることを指摘している。  
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という。）の民法の特例に関する規定の部分、平成 21 年 4 月 1 日には新事業承継税制によ
る非上場株式等にかかる相続税・贈与税の納税猶予制度が施行され、株式等の経営資源の
分散の抑制策、オーナー経営者の交代により対外信用力が一時的に低下した際の金融支援
措置等が整った。本節では、これらの法制度を概観しつつ、事業承継の円滑化に向けた課
題認識の方向性を探ってゆく。  
事業承継の選択肢は、通常、親族内承継（子息・子女等の一族に対する承継）、親族外承
継（従業員等への承継や外部からの招聘）及び、M&A（第三者への事業売却）という三つの
タイプがあるが、いずれを選択するにしても、長期間に渡る周到な準備と実践が求められ
る。その主な理由は、親族内承継及び親族外承継の場合は後継者の確保に、 M&A を志向す
るにしても企業価値向上に、それぞれ取り組む必要があるからである 22。ところが、前節
で明らかにしたように、そもそも中小企業にとって M&A は障壁が高い。そこで、現実的に
は、後継者を確保した上で、オーナーシップとビジネス及びファミリーといった主要素の
関係性の複雑さという、構造的な問題に取り組んでいくことになる。そして、こうした構
造的な問題に対して、法制度的な解決の糸口を提供するために制定された経営承継円滑化
法や新事業承継税制は、民法の遺留分に関する特例、相続税・贈与税の納税猶予及び、金
融支援措置という三つの骨子で構成される（図表 1-6）。 
（図表 1-6）経営承継円滑化法及び新事業承継税制の骨子  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中小企業庁（2012a）等 23を参照して筆者作成）  
                                                   
22このほか、例えば、新谷（2010）は、こうした方法は好ましくないと断りつつも、“自社
株式の評価額が極めて高く、これが相続税との関係で事業承継の障害となる場合には、評
価額を下げる必要があることは否定できない”（ 213 頁）ことを指摘しているが、そもそも、
自社株式の評価額を下げることは企業価値を下落させることを意味しており、こうした方
法は、M&A の実現を困難にするばかりでなく、対外信用力の低下を招き、後継者の事業承
継とその後のパフォーマンスに悪影響を及ぼすことが懸念される。  
23事業承継協議会（2006）、水上・堂野（2008）、新谷（2010）、東京弁護士会弁護士研修セ
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まず、民法の遺留分の特例のうち 24、除外合意は、後継者が前オーナー経営者から取得
した株式等がある場合に、これらの全部又は一部を遺留分算定基礎財産に算入しないとい
う推定相続人の合意を認め 25、株式等が事業に関わっていない他の相続人に分散するリス
クを未然に防止することを可能にした。他方、固定合意は、遺留分を算定する際、後継者
が取得した株式等の全部又は一部の価額を合意時の価格とすることを認めることにより、
後継者の経営努力による自社株式の価値の上昇分を遺留分の算定に反映させないことを可
能にした。これもまた、事業に関わりのない他の相続人の遺留分が増加することによって、
後継者の経営意欲が減退してしまうリスクを抑止するための措置として認識される。適用
対象は原則として個人経営を除いた中小企業となるが、均分相続の原則に対する配慮から、
適用要件及び手続きが厳密に定められている。つまり、後継者は、オーナー経営者の配偶
者と子供又は親に限定される上、オーナー経営者から株式等を贈与された結果、既に会社
の議決権の過半数を有し、代表者として経営に従事していることが必要となる。なお、手
続面も、関係者全員の合意の上、経済産業大臣の確認を経て、家庭裁判所の許可を得る必
要がある。さらに、これらの認定を申請した後継者が経営者を退任した場合や事業の全部
を廃止又は譲渡した時には、認定が取り消されることがある。次いで、相続税・贈与税の
納税猶予もまた、課税の公平性の観点から、適用要件及び手続きが厳密に定められている。
この措置は、後継者が相続等によって取得した自社株に対する相続税・贈与税の納税を、
発行済議決権株式総数の三分の二を上限として猶予するものである。適用対象は原則とし
て個人経営を除いた中小企業のうち同族会社に限定される。相続人である後継者は、相続
等により株式を取得して会社の代表者となって経営にあたること、後継者と同族関係者と
合計して会社の発行済株式総数の過半数を保有し、自らは筆頭株主の地位にあることが必
要とされる。さらに、後継者は、納税猶予の対象となった株式を供託により担保提供する
ことが必要となる上、それらの株式を継続して保有し、 5 年間は会社の代表者の地位にと
どまり、雇用の維持に努めるなど経営に専念しなければならない。そして、対象となる株
式を死亡の時まで保有し続けた場合など一定の条件の下で猶予税額が免除されるが、事業
継続要件を満たさなくなったと認定された時には納税猶予が打ち切られ、猶予税額に利子
税を加算して申告期限から遡って支払わなければならない上、株式を第三者に譲渡した際
は譲渡部分に対応する猶予税額を納付する必要が生じる 26。最後に、金融支援措置は、事
                                                                                                                                                                        
ンター運営委員会（2010）、牧口・齋藤（2011）。また、2013 年度の法改正に関しては、財
務省（2013）、中小企業庁（2013a、2013b）、内閣府（2013） 
24遺留分とは、民法が兄弟姉妹以外の相続人に保証している一定割合のことをいう（民法
第千二十八条）。  
25推定相続人とは、被相続人の配偶者、子供及び兄弟姉妹等をさす（民法第五編第二章）。 
26先述したように、相続税・贈与税の納税猶予は、制度発足以降の約 4 年間での利用が 500
件程度と低調であったことを受け、2013 年度の法改正に伴い、以下のように、主な適用要
件が緩和された。①制度利用の前に必要であった経済産業大臣の事前確認の廃止（ 2013 年
4 月 1 日施行）、②経営者の親族に限定されていた後継者の要件を親族外承継にまで拡充
（2015 年 1 月施行予定）、③雇用の 8 割以上を 5 年間毎年維持する必要があったものを、5
- 14 - 
 
業承継の際に発生する資金需要に対して政策金融機関が融資や保証を行うもので、資金使
途は、他の相続人からの株式や事業用資産の買い取り、相続税等の納税資金、一時的に信
用状態が低下した場合の運転資金等が認められている。適用対象は原則として個人経営を
含む中小企業であり、経済産業大臣の認定を受ける必要がある。この措置により、事業承
継に伴う一時的な資金不足を解消すると共に、後継者への所有の集中的承継を実現するこ
とが可能となる他、従業員等による株式等の買い取り資金の調達を可能とすることで、後
継者選択の余地を拡大することが可能となった。こうして見ると、事業承継の円滑化に向
けた一連の法制度は、所有と経営の一体性の保持を前提として、後継者に対してオーナー
経営者としての地位と権限を全面的に移転することを意図していることが分かる。また、
具体的な措置が均分相続の原則や課税の公平性に踏み込んだ内容となっていることから、
事業承継とは、その複雑性が問題となるばかりでなく、ファミリーやオーナーシップに関
する利害調整及び個人資産の担保提供や保証債務等の義務をも引継対象に含む極めて機微
に溢れる営為であることが分かる。一方で、こうした措置の適用要件を見ると、既にトッ
プ・マネジメントを手掛ける経営者や借入によって自社の株式等を取得して事業を承継す
る従業員等である上、彼らには、事業を承継した後も M&A によって事業を売却したり廃業
という事態に陥ったりすることなく、組織を存続させていくことが求められている。その
意味において、事業承継が複雑かつ機微に溢れる営為であることは暗黙の必然性となるが、
円滑な事業承継に向けて、それ以上に重視されることは、経営者としての重責を担うとい
う自覚と覚悟を有する後継者の確保であると言うことができる。そして、事業に関わって
いない相続人の影響力を排除し、後継者の自覚と覚悟を損なわないという意味合いからも、
こうした法制度の意義は認められるのではないだろうか。  
 
1.3 事業承継を巡る課題 
 1964 年に初めて刊行された『中小企業白書』は、政府が国会に提出する中小企業の動向
及び政府が中小企業に関して講じた施策並びにこれから講じようとする施策に関する年次
報告書として位置付けられている。こうした位置付けから、大規模なアンケート調査を用
いて、わが国における中小企業の事業承継を巡る課題を最もよく明らかにしているのが『中
小企業白書』である。そこで、本節では、『中小企業白書』の記述を中心に、事業承継を巡
る課題を探っていく。  
 
1.3.1 「第二創業」としての事業承継  
 『中小企業白書』の中で、事業承継の問題が初めて言及されたのは 1979 年版であるが、
事業承継を経済社会的な問題として取り上げ、経営承継円滑化法等の法制度の整備に至る
道筋をつけたのは 2001 年版である。事業承継を「第二創業」の機会と捉えたこの白書にお
いて、中小企業庁（2001）は、親族内承継にとどまらず幅広い選択肢を検討しつつ早期に
後継者を確保（選択と育成）し、後継者による新規事業創出や新たな経営組織の構築等を
通じて経営資源の維持・再生に努めていくことが、事業承継の最重要課題であることを指
                                                                                                                                                                        
年間の平均で 8 割以上であればよいとした（ 2015 年 1 月施行予定） 
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摘している。続いて、2004 年版の『中小企業白書』を見ると、中小企業庁（ 2004）は、経
営者と後継者の関係性の変化を取り上げ、経営者の子供であるという理由で事業を承継す
ることがなくなりつつあり、その結果、後継者の確保に長期間を要することになり、経営
者の高齢化が進展していることが考えられると指摘している 272829。こうした指摘の根拠と
なった調査結果は 30、まず、長期的に見て親族内承継の割合が低下していることが挙げら
れる。具体的には、後継者の経営者との関係が、「子息・子女」と「その他の親族」の合計
を見ると、事業承継を行った時期が 20 年以上前となる中小企業の場合 93.6%と大半を占め
ていたのに対して、同じく 0 年～4 年前では 62.0%となっている。このうち、「子息・子女」
のみで見ると、同じく 20 年以上前には約 8 割を占めていたものが、0～4 年前になると約 4
割と半減している。次いで、「子息・子女」への承継の場合、事業を承継した理由が「家業
                                                   
272013 年版の『中小企業白書』（中小企業庁 ,2013c）でも（株）野村総合研究所が実施し
た『中小企業の事業承継に関するアンケート調査』（2012 年 11 月 27 日～ 12 月 11 日、配
布数 30,000 社、有効回答数 6,398 社、有効回答率 21.3%）の結果を踏まえ、同様の指摘を
行っている。  
28別の調査では、中小企業の事業承継は今もなお親族内承継が主流であることが明らかに
されている。例えば、中小企業基盤整備機構（ 2011）、みずほ総合研究所（2012）を参照。
このように、アンケート調査を通じては、親族内承継から親族外承継へと明白にシフトし
ているとは必ずしも言い切れない。村上（1977）は、“税務統計資料（昭和 50 年分）によ
ると、わが国において現在活動している法人数は 1,211,036 で、そのうち同族会社の数は
なんと 1,171,576 その割合は 96.7%という大きなものとなっている。この割合は、昭和 25
年頃からさしたる変化もなく推移してきている”ことを指摘しているが、その後の国税庁
の統計を見ても、平成元年（ 1989）では、同族会社は、稼働中の法人 1,962,026 社の 98.1%
を、平成 23 年(2011)でも、2,569,404 社のうち 96.9%を占めている。また、帝国データバ
ンク（2011）の調査を見ると、全国 1,232,372 社の 1 年間の社長交代率は、1978 年から 2011
年の調査期間のうち、最も低い 2011 年でも、2.46%（約 3 万人）となっている。こうした
一連の統計を素直に読めば、承継タイプにかかわらず、数十年前から今日に至るまで、わ
が国の中小企業の大半は、ファミリーの特定少数に支配される同族会社で占められており、
従って、円滑な事業承継を実現するためには、ファミリー、オーナーシップ及びビジネス
というシステムの三つの主要素の関係性に配慮する必要があるということになろう。  
292008 年版の『中小企業白書』では、（株）東京商工リサーチが行った『資金調達に関す
る実態調査』（ 2007 年 11 月）の結果から、過半数の中小企業が最も重視するステーク・ホ
ールダーは経営者であると認識している。こうした事実は、多くの中小企業で未だ所有と
経営が未分化であること示す一つの目安となろう。  
30（株）東京商工リサーチが行った『後継者教育に関する実態調査』。この調査は業歴が
10 年以上の中小企業 15,000 社を対象に実施。15,000 社の内訳は 1997 年 1 月～2001 年 12
月の期間に代表者の変更があった企業 9,000 社、代表者が創業者の企業 1,000 社、代表者
が 2 代目以上で 1996 年 1 月以降に代表者の変更をしていない企業 5,000 社で、有効回答は
2,804 社、回収率は 18.7%であった。  
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だから」と答えている後継者が、20 年以上前から直近に至るまで約 7 割を占め、彼らの多
くが、事業を承継する 10 年以上前から後継者に決まっており、経営者になるために何らか
の準備を行った上で、 50 歳までの比較的若い年齢で経営者となっている。これに対して、
親族外承継の場合、約 6 割が後継者となることが決まってから 1 年未満で事業を承継して
いる上、およそ三分の一が経営者となるための特別なことはしないまま、50 歳以降の比較
的高い年齢で経営者となっている。つまり、長期的に見ると、「子息・子女」を中心とした
親族内承継の割合は低下しているが、このタイプの承継の場合、長子や長男などの特定の
候補者を経営者に選ぶ暗黙の必然性は高く、後継者の早期選択・長期育成・早期バトンタ
ッチが行われているということである。この場合、経営者はいわゆる自分の目が黒いうち
にバトンタッチを行うことになるが、その際、後継者に対する関与のあり方が問題となる。
図表 1-7 は、後継者へのアドバイスの頻度と承継後の従業員数成長率の関係を示したもの
であるが、これを見ると、従業員成長率が最も低調であったのが後継者へのアドバイスが
「全くなかった」（▲ 5.5）であり、続いて「常にあった」（▲ 1.9）、「ひんぱんにあった」
（▲0.2）となっている。そこで、後継者が経営者に就任した後の経営に関するアドバイス
は、過剰でも過少でもなく、「時々あった」（ 2.5）もしくは「まれにしかなかった」（ 2.7）
というように、適度な関与であることが、事業承継を円滑に進める要因の一つになってい
ることが分かる。  
（図表 1-7）後継者へのアドバイスの頻度と承継後の従業員数成長率の関係  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中小企業庁（2004）より、第 2-3-49 図を転載）  
一方、後継者に決めてから事業を承継するまでの期間と承継後の従業員数成長率の関係
を見ると、「子息・子女」では「 6～9 年」（14.6）、「親族以外」では「1～2 年」（17.3）の
準備期間を経て経営者になる場合が、従業員数成長率が突出して高くなっている（図表
1-8）。他方、従業員数成長率が最も低いのは、「子息・子女」では準備期間が「 0 年」（▲
6.6）、「親族以外」では「20 年以上」（▲12.7）となっている。つまり、「子息・子女」を
後継者とする場合、事業承継までに相応の準備期間を経ることが、事業承継後のパフォー
マンスに有意に正となり得ること、また、「親族以外」に事業を承継する場合では、トップ・
マネジメントとして即戦力となり得る人材を後継者にしていることが、円滑な事業承継に
結び付いており、かえって、事業承継に要する準備期間が長期に及ぶと、事業承継後のパ
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フォーマンスに負の影響が生じていることが分かる 31。 
（図表 1-8）承継の準備期間と承継後の従業員数成長率  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中小企業庁（2004）より、第 2-3-53 図を転載）  
 中小企業庁（2005）は、2005 年版の『中小企業白書』において、後継者の事業承継意思
について、次のような調査結果を提示している 32。「承継者は決まっておらず、自分は承継
するつもりはない」と考えている就業者は約半数の 49.5%と最も割合が多く、「自分が承継
することが決まっている」（ 8.3%）と「承継者は決まっていないが、自分が承継してもいい
と思っている」（9.7%）と事業承継に前向きな回答は 18%にとどまった。承継するつもりが
ない理由について見ると、「親の事業に将来性・魅力がないから」（ 45.8%）が最も割合が高
く、次いで「自分には経営していく能力・資質がないから」（36.0%）となっている。つま
り、事業承継意欲を減退させている理由の多くは、職業選択に関する子供の志向性や価値
観に基づくよりも、親の事業そのものに対する誘因の不足と経営者としての能力開発の機
会の欠如にあると言うことができる。そこで、経営者は、自身の立場を引き継ぐことを自
分の子供に強制することはできず、後継者となることを主体的に方向づけるようお膳立て
し、その上で、経営者としての重責を担う自覚と覚悟を植え付けていくことが課題となる
のではないだろうか。  
2007 年版の『中小企業白書』では、先述したように、企業規模が小さいほど、資金調達
を金融機関からの借入に頼りがちになり、その際、当該債務に対して、経営者が債務保証
したり、個人資産を担保提供したりする割合が高くなること、中小企業の経営者が保有す
                                                   
312006 年版の『中小企業白書』を見ると、経営者の年齢が 55 歳以上の中小企業では、現
在の候補者に決定しなかった場合は、 56.1%が社外招聘を検討すると考えている。同じく、
候補者が決まっていない中小企業では、 53.8%が社内で候補者を育成する、 39.2%が社外招
聘を検討すると考えている。  
32（株）ニッセイ基礎研究所が 2004 年 12 月に実施した『働く人の就業実態・就業意識に
関する調査』で、親が事業を行っている 20 歳～59 歳の民間企業の就業者 15,120 名を対象
とし有効回答 6,310 名、回収率 41.7%であった。  
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る個人資産の約三分の二が事業用資産で占められていることを明らかにしている 33。その
上で、組織形態が株式会社の経営者の 17.9%には、5 千万円以上の相続税負担が発生すると
試算している。これらの結果を踏まえ、中小企業庁（ 2007）は、親族内承継の場合、生前
贈与や遺言等の活用によってある程度の事前の対策を講じることは可能であるが、これら
を活用することができない親族外承継の場合は、資金力不足から株式等の買い取りが進ま
ず、承継後の組織の運営により多くの課題が生じる可能性があることを指摘している。事
業承継のタイプがいずれにしても、相続の結果、個人所有の事業用資産が事業に関わりの
ない相続人に所有される事態になれば、ビジネスへの何らかの影響が生じることは不可避
であろう。  
本項をまとめると、事業承継が複雑で機微に溢れる営為であることは、『中小企業白書』
の記述からも指摘することができるが、こうしたシステムとしての問題が一朝一夕に解決
することが困難であるからこそ、経営者がいかにして後継者を選択し育成していくのかが
問われるといえよう。そこで、後継者の選択と育成を円滑に進めていくために、後継者と
のコミュニケーションを通じたパイプラインの構築が不可欠となるのではないだろうか。
また、後継者との間でこうしたパイプラインを構築するにあたって、経営者には、強制力
を発揮するのではなく、候補となる人材に後継者となることを主体的に方向づけるようお
膳立てし、経営者としての重責を担う自覚と覚悟を植え付けていくことが求められる。さ
らに、後継者に事業をバトンタッチした後も、経営者には彼らの主体性を尊重する態度と
姿勢が重視され、その関与のあり方は過剰でもなく過少でもなく適度であること、つまり、
後継者による新規事業創出や新たな経営組織の構築等を通じて経営資源の維持・再生を導
き出すような思慮深い関与のあり方を実践することが経営者には望まれるのである。  
 
1.3.2 経営者と後継者の事業承継パイプライン構築に向けた実践的課題  
 前項において、経営者と後継者のコミュニケーションを通じたパイプランを構築するこ
とが、円滑な事業承継を実現するためには不可欠であることを指摘した。それでは、こう
した事業承継のパイプラインの構築に向けて、経営者は、どのような取り組みを行ってお
り、逆に、後継者は、どのような点に苦労したと考えているのであろうか。また、経営者
と後継者の関係によって、課題認識に違いは見られるのであろうか。本項では、二つのア
ンケート調査の結果から 34、経営者と後継者の事業承継パイプライン構築に向けた実践的
課題を探っていく。  
                                                   
33中小企業基盤整備機構の調査によると、経営者の自社株式の保有割合及び経営者一族名
義の主要事業用不動産の割合は共に、企業規模が大きくなるほど低下している。具体的に
は、経営者の自社株式の保有割合は平均で 66.4%、従業員規模が 4 人以下では 72.7%、同じ
く 100人以上で 52.5%であった。経営者一族名義の主要事業用不動産の割合は平均で 30.5%、
従業員規模 4 人以下で 35.6%、100 人以上で 10.0%であった。調査は 2011 年 1 月から 2 月
にかけて 10,000 社に対して行われ有効回答数 2,852（有効回収率 28.5%）であった。  
34後継者が苦労した内容や経営者との関係による課題認識の相違を質問項目としたアンケ
ート調査は殆ど存在しない。  
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2004 年版の『中小企業白書』において、中小企業庁（2004）は、『後継者教育に関する
実態調査』を踏まえ 35、後継者が承継後に苦労した内容を取りまとめている。これを見る
と、「リーダーシップの発揮」（ 38.1%）や「従業員との信頼関係形成」（ 37.9%）に苦労した
と考えている後継者が多いが、「先代経営者の影響力の排除」（ 14.8%）について苦労したと
考えている後継者は多くない。また、これらについて、事業承継のタイプ別に調査を行っ
ているが、「リーダーシップの発揮」では、他社での就業経験を経た中途入社の場合、承継
タイプに関わりなく苦労することが多く、社内経験がないまま経営者に就任した場合、親
族外承継と比べて子息・子女は苦労することが多い。続いて、「従業員との信頼関係形成」
では、子息・子女の場合、他社での就業経験を経て中途で入社すると苦労することが多く、
親族外承継では生え抜きと中途入社に比べて、社内経験がないまま経営者に就任した場合
に特に苦労することが多い。「先代経営者の影響力の排除」に関しては、生え抜きの場合、
子息・子女のほうが親族外承継よりも苦労することが多く、中途入社の場合はその逆の結
果となっている。なお、事業承継の準備について見ると、経営者が「役員への打診」、「従
業員への打診」、「取引先への事前説明」、「金融機関への事前説明」、「役員の交代」、「従業
員の世代交代」、「承継時期の公表」、「後継者へ権限の一部を委譲」及び「後継者に自社株
を取得させる」といった取り組みを行った時のほうが、それらを行わなかった場合よりも、
経営者の交代が円滑に進むという結果となっている 36。 
 次いで、中小企業基盤整備機構が行った『事業承継実態調査』の結果を見ると、「先代経
営者から事業を引き継ぐにあたり苦労した点はありましたか」という質問に対して、従業
員規模、承継時の年齢、世代別に関わらず、「経営力の発揮」（ 35.8%）を挙げている経営者
が多く、続いて「金融機関からの借入」及び「取引先との関係の維持」（共に 24.7%）の順
になっている。一方、「株式の買い取り」（ 10.2%）、「親族間の相続問題」（ 6.9%）もしくは
「事業用不動産の買い取り」（ 2.9%）といった、ファミリーやオーナーシップに関しては、
それほど苦労していない。経営者として事業承継する立場として、「円滑に事業を承継する
には、どのような取り組みが重要だとお考えですか」という質問に対しては、「後継者と社
内で一緒に仕事をする」（ 47.6%）が最も多く、以下「後継者に権限を少しずつ委譲する」
（45.0%）、「後継者に財務・法務等の経営に必要な知識の習得」（ 42.1%）、「後継者に将来経
営者となるためのアドバイスを行う」（ 40.3%）の順になっている。ところが、「そのうち、
最も重視している取り組みを 1 つだけ選んでください」という質問に対しては、「事業の将
来性、魅力を維持する」（ 11.6%）が最も多く、以下「後継者に財務・法務等の経営に必要
な知識の習得」（ 8.1%）、「後継者と社内で一緒に仕事をする」及び「後継者を社外で修業さ
せる」（共に 7.8%）と続いている。逆に、「事業承継にあたって問題となりそうなことは何
でしょうか」という質問に対しては、「後継者を教育すること」（ 46.2%）が最も多く、以下
「取引先との関係を維持すること」（ 37.5%）、「金融機関との関係を維持すること」（ 24.1%）、
「一般従業員から支持・理解を得ること」（ 24.0%）の順となっている。また、「そのうち、
                                                   
35（株）東京商工リサーチが行った『後継者教育に関する実態調査』（前掲）  
36このほか、事業承継の準備に関する調査としては、例えば、中小企業庁（2006）、みずほ
総合研究所（ 2008） 
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最も大きな問題を 1 つだけ選んでください」という質問に対しては、「後継者を教育するこ
と」（ 19.9%）、「取引先との関係を維持すること」（ 12.7%）、「後継者の候補を確保すること」
（8.2%）という回答が多い。  
 本項をまとめると、事業承継の際の後継者に対する経営者の取り組みは、経営者となる
ためのアドバイスや社内での協働及び権限の一部委譲等の教育、社内外への周知、役員の
交代や従業員の世代交代といった次世代に向けた組織体制の整備及び、自社株式の委譲で
あることが分かる。一方、後継者が事業承継で苦労したことは、従業員との信頼関係形成
や取引先との関係維持及び金融機関からの借入といったトップ・マネジメントとしてのリ
ーダーシップや経営力の発揮であることが分かる。また、承継タイプの違いによる苦労の
内容は異なるが、中途入社や社内経験がないまま経営者に就任した場合、概してリーダー
シップの発揮に苦慮することが多く、（先代）経営者の影響力については、生え抜きの子息・
子女のほうが、また、中途入社の親族外承継のほうが、より苦労が多いことが分かる。つ
まり、経営者が取り組む権限の一部委譲や社内外への周知あるいは組織体制の整備といっ
た公式的手続きは確かに重要であるが、後継者にとって真に必要とされる準備とは、経験
を通じてトップ・マネジメントしての実践知を身につけていくことであると考えられる 37。
そのために、経営者には、リーダーを育むリーダーとして、社内外に対して影響力を行使
していることを印象付けない思慮深さを発揮していくことが求められるといえよう 38。 
 
1.4 小括 
 これまでの議論を通じて、わが国で事業承継が問題とされる背景には、戦後、飛躍的に
その数を増やしたわが国の会社の大半を占める中小企業には、事業承継のノウハウが充分
に蓄積されていないことにあることが明らかにされた。その理由は、一つには、事業承継
が複雑で機微に溢れる営為であり、こうしたシステムとしての問題を一朝一夕に解決する
ことが困難であることもあるが、次世代を担うという自覚と覚悟を有する後継者を選択し
育成していくことに対する経営者の姿勢と態度という属人的なところに、より大きな理由
を求めることができる。そこで、経営者と後継者の事業承継パイプラインを構築していく
ことが円滑な事業承継を実現するためには不可欠となるが、その際、両者はそれぞれ異な
る実践的課題に取り組んでいかなければならない。つまり、経営者には、候補となる人材
に後継者となることの主体的方向づけや後継者に対する思慮深い関与といった姿勢と態度
が、実践面においては、リーダーを育むリーダーとして後継者と協働しつつ、複雑で機微
に溢れるシステムという構造的な問題に対処していくことが求められる。一方、後継者に
は、こうしたシステムの問題から生じる課題を背負い、経営者としての重責を担っていく
という自覚と覚悟の上に、社内外での様々な経験を通じて経営者としての実践知を獲得し
ていくことが要求されるのである。そして、円滑な事業承継の実現に向けた経営者と後継
者の姿勢と態度に裏打ちされたたゆまぬ実践があってこそ、独占排他的ともいえる事業承
継に対するステーク・ホールダーの納得を得ることができるのではないだろうか。以上を
                                                   
37「実践知」に関しては、野中・紺野（2012）を参照  
38「リーダーを育むリーダー」に関しては、金井・守島（2009）を参照 
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踏まえ、本章をまとめると、図表 1-9 の通りとなる。  
（図表 1-9）わが国における事業承継を巡る課題と解決の方向性  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
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第 2 章 事業承継に関する学術的な議論  
 第 1 章では、わが国では専ら中小企業に固有の問題とされる事業承継について、法制度
的な議論を中心として、それが問題とされる背景と課題を明らかにしてきた。その結果、
わが国における事業承継を巡る課題とその解決の方向性として、経営者の後継者のコミュ
ニケーション（事業承継パイプラインの構築）を通じて、事業承継の機微に溢れる複雑性
に対処しつつ、経営者の地位と権限そして資産の後継者への集中的移転に対するステー
ク・ホールダーの納得性を高めていくことの必要性が示唆された。本章では、事業承継の
本質と円滑化のための課題を明らかにしていくための準備として、このことに関する学術
的な検討状況を精査する。まず、前章での議論の延長にある、わが国における中小企業の
事業承継に関する先行研究をレビューする（2.1）。次いで、事業承継に関しては、理論面
だけでなく実証面においても遥かに多くの蓄積がある、欧米のファミリービジネスにおけ
る先行研究のレビューを通じて、事業承継のプロセスやメカニズムに関する概念モデルに
ついて検討する（2.2）。 
 
2.1 わが国における中小企業の事業承継に関する学術的な議論 
これまでに見てきたように、経済社会的な問題意識の高まりもあって、法制度的には闊
達な議論が行われているが、他方、その巧拙が組織存続に直接的に影響するといわれてい
るにもかかわらず、わが国における中小企業の事業承継に関する学術的な議論は、おどろ
くほど不活発である。加えて、議論の主体は、中小企業基盤整備機構や政策金融機関とい
った公的機関や民間金融機関であり、その研究方法を見ても、アンケート調査の結果を用
いた統計的手法に基づく実証研究が大半となっている。こうした事情を踏まえ、以下では、
いくつかの定量的な研究をレビューしていく。  
戸田（2006）は、中小企業基盤整備機構が 2002 年 11 月にわが国を代表する製造業の集
積地である東京都大田区と大阪府東大阪市の合計 9,500 社を対象にアンケート調査を行い、
1,547 社から有効回答を得てその結果をまとめた『事業承継に関する実態調査』（ 2003 年 3
月）の研究会委員の一人として、これらの調査結果から得られた事業承継に関する政策へ
のいくつかのインプリケーションを述べている。まず、現行の承継税制が事業承継に不都
合であることが指摘されていることから法政令の改革が必要な面は少なくないが、事業承
継に対する経営者の意識と対応を見ていくと、実は政策対応よりも必要かつ重要であると
思われることである。次いで、事業承継を迫られている企業の中で二極化が進もうとして
いることが見受けられることである。具体的には、現経営者が既に高齢でここ数年の間に
事業承継が行われる必要があるが、業績低迷等の理由で自分の代で廃業を予定する企業が
約 3 割あり、後継者難を抱えている企業が約 1 割あることが明らかにされた。また、事業
承継のありように与えた要因として影響の大きい順から列挙すると、組織形態、規模、経
営者年齢、創業年、業績、技術等の有無、業種、地域となっている。この中で、組織形態、
規模、業績及び、技術等の有無は承継する経営権や財産権に対する影響が大きく、経営者
年齢と創業年は経営者の承継意識に直接働きかけることを指摘している。  
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 安田（2006）は、事業承継とその後のパフォーマンスの違いについて、事業承継時企業
年齢や事業承継時企業規模等の説明変数と 1,194 社のサンプルを用いて分析している。そ
の結果、いずれにおいても承継発生からの経過期間が長いほどパフォーマンスが好転する
という意味で承継には調整期間が必要であるが、先代他界による子息等承継もしくは先代
が高齢経営者である場合では準備期間のない場合が他の承継に比べて多いことを明らかに
している。承継経営者の教育にかかる係数が有意に正であることからも、事業承継は第二
創業とはいわれるものの、（第一）創業の類似物として論じることはできないことを指摘し
ている。また、高教育は子息等承継ではパフォーマンスに有意に影響しない一方、第三者
承継ではパフォーマンスにプラスの影響を与えること、子息等承継のパフォーマンスは先
代の退任理由が他界、高齢化等の場合、悪化することを明らかにしている。他社への勤務
経験の有無の影響は有意ではなかったが、他社への勤務経験といっても、武者修行的な意
味合いや大企業からの人事的押し付けといったケースの違いによって事情が異なることが
理由として考えられるという。加えて、子息等承継及び第三者承継の承継後のパフォーマ
ンスの有意な差はなかったことも明かにしているが、この点に関しては、次のように指摘
している。  
 “子息等だという理由だけで第三者に比べ経営者としての能力が劣った者を後継者に選
ぶという愚を犯していないと解釈することができる。経営者は傍からみるよりも冷静に承
継をみているのである”（ 178 頁） 
 井上（2008）は、国民生活金融公庫総合研究所が 2007 年 8 月に実施した『小企業の事業
承継問題に関するアンケート』の結果をもとに 39、小企業の事業承継問題について考察し
ている。井上は、経営者が 50 歳以上の小企業を、後継者の決定状況と将来の廃業意向の有
無によって三つに分類し、その内訳は承継決定企業 38.6%、承継未定企業 33.3%及び廃業予
定企業 24.6%であるが、それぞれの企業の特徴について廃業予定企業は承継決定企業や承
継未定企業と比べて規模が小さく業績も良くない企業が多いこと、承継未定企業の従業者
規模や業績等は承継決定企業と遜色なく、両者の大きな違いは男の子供の多寡であること
の二つに集約されることを指摘している。また、承継決定企業が承継時に直面する問題は
それほど大きくない一方で、承継未定企業は、従業員への承継や第三者への売却といった
親族への承継以外の選択肢を広げているが、なかなか適当な後継者や売却先をみつけるこ
とができないという。  
村上・古泉（2010）は、2009 年 7 月に日本政策金融公庫の融資先 24,569 社（回収率 38.2%）
に対して実施された『中小企業の事業承継に関するアンケート』の結果及び 2007 年 4 月か
ら 2010 年 1 月にかけて 76 社に対して行われたヒアリング調査の結果を踏まえて、事業承
継を契機とした小企業の経営革新の取り組みの方向性等について考察している。アンケー
トの結果からは小企業では事業を承継した後継者の約 9 割が経営革新に取り組んでいるが、
経営革新への取り組みの有無を左右する要因は、事業承継直前の業績や後継者の年齢及び
                                                   
39『小企業の事業承継問題に関するアンケート』は 2007 年 8 月に国民生活金融公庫が 2007
年 2 月から同年 3 月にかけて融資した企業のうち業歴が 5 年以上で経営者の年齢が 50 歳以
上の企業 10,352 社に対して実施された。回収数 3,819 件（回収率 36.9％）  
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他社での勤務経験の有無、先代経営者の承継後の経営への関与状況等であることを明らか
にした。このうち、後継者の年齢に関しては、若いときに事業を承継したほうが、経営革
新に取り組む確率が高いということになることを明らかにしている。他社での勤務経験の
有無の影響に関しては、経営者が他社で勤務した経験は、経営革新への取組状況に対して
有意に正の係数をとることを明らかにしている。また、先代経営者の関与については、先
代経営者が承継後の経営に関与しすぎると後継者は経営革新に取り組みにくくなるが、一
方で、先代経営者は経営にまったく関与しなかった場合に比べると、経営には関与しなか
ったが求めればアドバイスをしてくれたり、最終判断は現経営者に任せたが先代経営者も
積極的に意見を述べたりするほうが係数の値はやや大きく、従って、先代経営者がまった
く口出ししないよりは、必要に応じてバックアップするほうが後継者は経営革新に取り組
みやすい可能性があることを指摘している。経営革新の内容としては、新たな顧客層の開
拓や取引先の選別及び新商品の開発であり、いずれの取り組みも後継者が主体となって実
行しているケースが多く見受けられたこと、経営革新に取り組む上で課題となるのは、資
金調達や取引先の確保や従業員の理解を得ることであるが、こうした課題を克服するため
には、後継者が率先して行動したり従業員のモチベーションを高めたりすることが有効で
あることを指摘している。その上で、不況が続く中、業績が低迷する小企業を引き継がざ
るをえなかった後継者は少なくないが、そうした後継者には相当な覚悟が求められ、事業
承継を契機とした経営革新への第一歩は後継者自身の意識改革にあることを指摘している。 
 最後に、みずほ総合研究所（2008,2012）が行った二つの調査研究結果を見てみよう。ま
ず、みずほ総合研究所（2008）は、2007 年 10 月に一定の基準を満たす非上場の当社会員
企業 6,000 社に対するアンケート調査結果を踏まえ 40、オーナー企業の経営の継続性に関
する要素として内部ガバナンス、事業承継及び環境適応力の三点に着目して分析と考察を
行っている。このうち、事業承継との関連について見ると、オーナー企業の約 7 割は先代
経営者が一線を退いた後も何らかの経営関与をしてきたが、その関与は必要に応じた頻
度・内容にとどめていることが多く、先代の関与が全くなかった企業のパフォーマンスは
相対的に高いことを明らかにしている。また、今後の事業承継について、親族関係者に継
いでほしいと望むオーナー経営者と実力本位で後継者を選ぶというケースはほぼ同じ割合
であり、過去に事業承継の経験を有する二代目以降の経営者は、後継者選択のタイミング
が早く、事業承継を計画的に進めようとする意向が強いことを明らかにしている。続いて、
みずほ総合研究所（2012）は、2012 年 3 月に会員企業 5,000 社を対象として実施したアン
ケート調査の結果を踏まえ 41、三つのインプリケーションを述べている。それは、一つは、
規模の小さな企業ほど資産承継への早期の取り組みが必要であること、二つめは、先代に
よる「院政」はマイナスに働く可能性が高いことを指摘している。最後に、経営面の承継
準備に関しては、総じて事前の想定に沿った結果を得ることができなかったと断りつつ、
とりわけ、後継者の社内経験については、ジョブローテーションを通じて後継者を育成す
                                                   
40『企業経営の継続的発展に関するアンケート調査』（有効回答社数 1,702 社、有効回答率
28.4%）  
41『事業承継に関するアンケート調査』（有効回答社数 961 社、有効回答率 19.2%） 
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るよりも、後継者には経営幹部としての役割を継続的に努めさせるほうが良いことを指摘
している。いわば、「門前の小僧、習わぬ経を読む」ということである。具体的には、先代
の補佐役、経営企画以外の重要なセクションでの勤務は事業承継の円滑化と有意な相関を
示しているが、ルーティン的な業務や子会社・グループ会社での勤務に関しては有意な相
関を確認することができず、この結果を踏まえ、次のように言及している。  
“「後継者には社内の各部署の仕事を一通り経験させることが重要」といった見方・考え
方が一般的なようにも思われるが、以上の分析結果を素直に解釈するならば、「後継者には、
経営トップを補佐する仕事を継続的に経験させ、トップの経営手法や経営哲学などを間近
で勉強させることが、事業承継の成功につながりやすい”（ 22 頁） 
以上、わが国の中小企業の事業承継に関するいくつかの定量的な研究をレビューしてき
た。これらの研究からは、事業承継とその後のパフォーマンスに影響を与える要因の複雑
さを改めて実感させることになるが、こうした中にも、事業承継の本質やその円滑化のた
めの課題を探索するにあたって、いくつかの有益な示唆を得ることができる。まず、井上
の指摘にもあるように、廃業予定企業とそれ以外の企業では規模や業績等の影響は大きい
ものの、承継決定企業と承継未定企業の間ではこれらに顕著な違いは見られない。そこで、
組織に関する要因－組織形態、規模、業績及び技術の有無等－は、そもそも組織存続の可
否との関連で語られるものであり、事業承継の問題とは切り離して論じられる必要がある
と考えられる。次いで、可能な限り早い段階で後継者を選択し育成していくことが不可欠
であるが、一方で、後継者の育成に定石がないと考えられる。他社での勤務経験や社内で
の職務経験それ自体にバリエーションが豊富であることもあって、事業承継とその後のパ
フォーマンスにどの程度貢献し得るのかという点について実証することは困難と言わざる
を得ない。そこで、後継者には経営幹部としての役割を継続的に努めさせるようにするな
どして、経営者としての重責を担って意思決定するには、どれほどの自覚と覚悟が必要で
あるのかという姿勢と態度を主体的に決定づけて学習することが求められる。つまり、経
営者には、こうした後継者が自ら主体的に決定づけて学習することを促すだけでなく、そ
の関与のあり方にも注意を払う必要があるということである。  
最後に、これらの研究について、いくつかの問題点を指摘しておこう。一つは、研究の
対象と方法のミスマッチである。このことは、安田が、実際にはゼロから始める創業と比
較して先代経営者が存在する事業承継は、分析のフレームワークが遥かに複雑であり、パ
フォーマンスに違いをもたらす要因を特定することは容易ではないことを指摘しているよ
うに 42、究極的には事業承継が円滑に進められたのかどうかは、その後のパフォーマンス
によって事後的に評価されることになるかも知れないが、その反面、機微に溢れるシステ
ムとしての複雑性を有するがゆえに、その巧拙の主因を析出することは、極めて困難であ
るというディレンマが生じることになる。いま一つは、事業承継の基本的枠組みに関する
議論の希薄さである。そもそも、複雑な現象を研究の対象とする場合、“個々の原因と結果
との結合関係を考察するためには、攪乱原因のない理想的な状態を想定して推論しなけれ
ばならない”（17 頁）という、佐々木（2010）の指摘にもあるように、事業承継という組
                                                   
42同様の指摘として、山野井（2006）  
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織の主体的行為の巧拙を論じるためには、そのプロセスやメカニズムに関する概念モデル
を踏まえて、演繹的に事業承継の本質の理解や課題の把握に努めていくことも重要であろ
う。そのためにも、組織形態、規模の大小、業績の良否あるいは男の子供の多寡といった、
雑多な変数を網羅的に取り入れるという立場をいったん離れ、経営戦略、人的資源管理あ
るいはガバナンスといった個々の取り組みと並列的に、つまり、一つの主体的行為として
事業承継を捉えていく必要があるのではないだろうか 43。 
 
2.2 欧米におけるファミリービジネスの事業承継に関する議論 
ファミリービジネスの定義及びファミリーの範囲は厳密には定められていないが、後藤
（2005）及び Miller and Le Breton-Miller（2005）が取りまとめたところによると、「最
低限、創業者一族が所有と経営の双方もしくはいずれかを支配している会社」と定義され
る。同じ系図に連なるという限定された集団としての創業者一族によって支配されるファ
ミリービジネスは、Berle and Means や Chandler が提唱した経営者企業－創業者一族は所
有権を殆ど有さない専門経営者に経営権を委譲しており、場合によっては企業の支配権さ
えも失っている－とは対極に位置する組織であるともいえよう。このため、ファミリービ
ジネス研究の主題は、ファミリーによる世代を超えた会社支配の原理を見出すところにあ
り、創業者とそのファミリーによる会社支配の継続性を保つための戦略的取組みとして事
業承継は極めて重視されている。  
Chittoor and Das（2007）によると、ファミリービジネスに関する事業承継の先行研究
のタイプは、事業承継とその後のパフォーマンスに影響を与える要因分析と事業承継のプ
ロセスに関する概念モデルの構築に大別される（図表 2-1）。 
（図表 2-1）ファミリービジネスの事業承継に関する研究のタイプ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Chittoor and Das を参照して筆者作成）  
                                                   
43Rodrigo Basco and MJ Pérez Rodríguez（2011）は、ファミリービジネス戦略の立場か
ら同様の視点を提供している。  
- 27 - 
 
このうち、事業承継のプロセスに関する概念モデルを見ると、システムを構成する主要
素の関係性（リレーションシップモデル）と、経営者と後継者の一対一の関係性（事業承
継ステージモデルとリレーレースモデル）が重視されていることが分かる。それぞれ、前
者はシステム論からのアプローチとして、後者はコミュニケーション論からのアプローチ
として捉えることができる。以下では、この二つのアプローチを用いた実証研究に絞って
レビューしていくこととする。  
 
2.2.1 システム論からのアプローチ 
システム論からのアプローチでは、まず、Gersick、Davis、Hampton and Lansberg（1997）
の三次元発展型モデルを見ていこう（図表 2-2）。Gersick et al.は、緻密な理論と豊富な
事例に基づいて、ファミリービジネスのメカニズムを、三つのサブシステムの時系列発展
モデル（三次元発展型モデル）を用いて説明している。三つのサブシステムとは、オーナ
ーシップ、ファミリー及びビジネスを指すが、それぞれが発展軸を持っており、それぞれ
が相互に影響しあいながらも独自に発展していく。第一に、オーナーシップの軸は、単独
オーナー支配、兄弟共同所有及び従兄弟集団所有という三つの段階を、世代を経るごとに
発展していく。具体的には、株式を完全に所有している単独オーナーから、彼の子供の世
代へと移行する際に株式が分散し、さらに、単独オーナーの孫の世代へと移行する際に株
式がさらに分散していくものである。第二に、ファミリーの軸は、ある一つの世代の発展
の軌跡を四つの段階に区分したものである。具体的には、第一の段階が、若い夫婦によっ
て経営が営まれている時期であるヤングビジネスファミリーの段階である。それが、子供
が就業時期に差し掛かると子供の経営参加の段階へと発展する。これが第二の段階である。
その後、ファミリーの幅広い年齢層と共同経営を営む子供等との共同経営の段階を経て（第
三の段階）、関係者全員の関心が事業承継に向けられる世代交代の段階に至る（第四の段階）。
ところで、第四の段階は、ファミリーの軸の最後の段階ではあるが、次の世代からすると、
新しい段階の起点となる。そこで、円滑な事業承継の実現に向けた戦略的な取り組みが必
要とされるのである。最後に、ビジネスの軸は、創業期、拡張期／組織形成期及び成熟期
という三つの段階を辿る組織の発展段階を示す軸である。とりわけ、企業としての市場に
おける評価が定まり製品開発も停滞している成熟期をリニューアルないしリサイクルを通
じて抜け出すことが、組織が存続し続けるためには重視される。 Gersick et al.は、ファ
ミリービジネスのメカニズムを動態的に捉え、時の経過に伴って発展していくファミリー
ビジネスの態様とそれぞれの発展段階で生じる様々な実践的な課題という従来の静態的な
メカニズムとは異なる分析の視点を提供した 44。 
                                                   
44静態的なメカニズムの代表的な概念モデルとして、「ファミリーとビジネスという二つの
サブシステムとそれらの相互作用を含む複合システム」（ Beckhard and Dyer,1983）もしく
は「ビジネス、オーナーシップ及びファミリーというそれぞれ独立しているが一部でオー
バーラップしている三つのサブシステムとしてのファミリービジネス（スリーサークルモ
デル）」（Tagiuri and Davis,1982）があるが、いずれのモデルも、ファミリー、オーナー
シップ及びビジネスという三つの主要素の関係性に基づいて、事業承継のプロセスが進行
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（図表 2-2）三次元発展型モデル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Gersick et al.を参照して筆者作成）  
ところで、Gersick et al.によると、事業承継計画は、世代交代を円滑に進めるための
戦略的な取り組みの一つであるが、 Sharma、Chrisman and Chua（2003）は、未だ統一した
理論は形成されていないと断りつつ、事業承継計画には、事業承継を実行する三つの意図
と四つの具体的な取り組みが含まれていることを指摘している（図表 2-3）。  
三つの意図とは、望ましい状況－ファミリーでビジネスを続けたいという現任者の欲求、
社会的な規範－ファミリーのビジネスに対する関与及び、準備－信頼に値する後継者の性
向である。これに対して、四つの具体的な取り組みとは、後継者の選択と育成、事業承継
後の経営戦略の立案、引退した現任者（経営者）の役割の定義及び、主要なステーク・ホ
ールダーとの意思決定の共有である。こうした仮説に基づいて、Sharma et al.は、118 社
のファミリー企業の経営者に対するアンケート調査の結果から、事業承継計画を円滑に進
行させるために現任者がなすべきことを明らかにした。主要な結論は、次の二点である。
まず、現任者は、信頼に値する後継者の存在が、事業承継に必要なもの全てであるかのよ
うに考えることを避けなければならないということである。次いで、後継者の選択と育成
のプロセスにおいて、現任者やファミリーの誠実な関与がなされないのであれば、次世代
に対するリーダーシップの委譲のための計画を立てるよりも、ビジネスを売却することを
計画したほうが良いかも知れないということである。  
                                                                                                                                                                        
していく。  
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子供等との
共同経営
世代交代
拡張期/
組織形成期
単独オーナー
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成熟期
兄弟
共同所有
従兄弟
集団所有
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（図表2-3）ファミリー企業における事業承継の実行意図と事業承継計画行動  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Sharma et al.を参照して筆者作成）  
 
2.2.2 コミュニケーション論からのアプローチ  
Handler（1994）は、創業者企業から家族企業へと移行したファミリービジネスにおける
32人の次期経営者に対するインタビューを通じて、先任者（創業者）との間の相互の役割
の調整という視点から事業承継のプロセスを明らかにした。このプロセスは四つの段階に
分かれ、それぞれの段階で先任者と次期経営者の相互が担う役割を調整しながら事業承継
が進行していく（図表 2-4）。 
（図表2-4）事業承継のプロセス：先任者と次期経営者の間の相互の役割の調整  
 
 
 
 
 
 
 
 
（Handlerを参照して筆者作成）  
プロセスの各段階におけるそれぞれの役割を見ていくと、第一の段階では、先任者は組
織運営における全ての役割を担い、次期経営者は何の役割も担わない。第二の段階に進む
と、統治者である先任者を補助する役割を次期経営者は担う。第三の段階において、先任
者は監督もくしは代表者で、次期経営者は管理者である。そして、第四の段階では、先任
者はそれまでの役割を解かれるか引退して顧問となり、次期経営者はリーダーとなり最終
的な意思決定者となる。このプロセスの進行役は、先任者である。ところが、彼は、往々
先任者
第一の段階 第二の段階 第三の段階 第四の段階
監督者/
代表者
リーダー/
最終意思決定者
次期経営者
顧問全権担当
役割なし
統治者
補助者 管理者
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にしてこのプロセスの進行を妨げる。つまり、先任経営者は、次期経営者の能力の向上に
従ってそれぞれの段階から次の段階へと進むことを許可する役割を担っているが、彼は自
らが組織をコントロールし続けることを主張し続けるという。具体的には、先任者は次期
経営者の能力をなかなか認めようとせず、彼自身は統治者もしくは代表者の段階から進も
うとしない。このため、次期経営者は、長期間にわたって補助者もしくは管理者の段階に
留め置かれることになる。こうした創業者企業から家族企業に移行するプロセスにおける
創業者の影響力の大きさは、経営戦略や経営組織の学説においても指摘されてきたが 45、
Handlerは先任者と次期経営者の間の相互の役割の調整のプロセスとして捉え、事業承継の
プロセスモデルとして体系化した。  
Cater and Justis（2009）は、二代目以降の経営者に率いられる 6社の事例を通じて、小
規模ファミリービジネスにおける次期経営者のフォロワーからリーダーへの発展モデルを
提示した（図表2-5）。このモデルは、四つのステージで構成される。  
（図表2-5）小規模ファミリービジネスにおける  
次期経営者のフォロワーからリーダーへの発展モデル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Cater and Justisを参照して筆者作成）  
このモデルにおける第一の段階では、現任者はリーダーであり、次期経営者は学習者で
ある。第二の段階では、現任者は統治者であり、次期経営者は補助者である。第三の段階
になると、現任者は監督者、次期経営者は管理者の役割を担う。そして、第四の段階では、
現任者は顧問となり、次期経営者はリーダーとなって事業承継が完遂される。このプロセ
スでは、現任者と次期経営者の関係性が重視される。具体的には、ポジティブな親子関係、
長期間に渡る教育及び、協働が重視される。また、次期経営者にとって重要な実践的課題
は、ステージが進むにつれて学習から実践へと深化していく。具体的には、第一と第二の
ステージでは知識の獲得が重視され、第三と第四のステージで管理者もしくは建設者とし
                                                   
45創業者の影響力の大きさについては、経営戦略や経営組織の学説においても重視されて
いる。例えば、Schein（1985）、Mintzberg（1989）を参照  
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承継ステージ3
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次期経営者-管理者
承継ステージ4
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次期経営者-リーダー
承継ステージ1
現任者-リーダー
次期経営者-学習者
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ての役割を担いリスクテイクの性向と共に獲得した知識を実践していくことが重視される。
このように、 Cater and Justisは、現任者と次期経営者との間のコミュニケーションのあ
り方として、事業承継のプロセスの進行を阻害する要因ではなく、それを促進する要因を
具体的に列挙している。その上で、それぞれのステージで次期経営者が果たしていくべき
重要な実践的課題を提示している。  
 以上、欧米のファミリービジネスに関する実証研究を通じて構築された、いくつかの事
業承継のプロセスモデルを概観した。こうしたプロセスモデルからは、わが国における中
小企業の事業承継を検討するヒントを得ることが可能であると思われるが、それぞれのモ
デルの骨子をとりまとめると、次のようになる。まず、わが国の中小企業の大半はファミ
リーの特定少数が株式の過半数を所有する同族会社であり、経営者が筆頭株主である場合
も少なからず存在し、実質的には所有と経営が未分化な組織と言われる。そこで、こうし
た組織の事業承継を検討する際、オーナーシップ、ファミリー及びビジネスという三つの
要素は、最低限、考慮されなければならない。次いで、それぞれの要素が相互に影響しあ
いながら進行していく事業承継は、時の経過に伴う、組織の発展もしくは変容のプロセス
そのものである。こうしたプロセスモデルの構築は、事業承継の基本的枠組みを把握する
上で重視されるものの、それらの関係性の複雑さのゆえに、それぞれの要素の影響の程度
を統計的に解析し、事業承継の巧拙を論じることは、極めて困難であると言わざるを得な
い。そこで、それぞれの要素を構成するものの中で重視される要因を取り上げ、こうした
要因が事業承継のプロセスの進行に及ぼす影響を明らかにしていくという質的な方法を通
じて、プロセスモデルの概念妥当性を検証していくことが適当ではないだろうか。第三に、
事業承継プロセスで最も重視される要因は、経営者（先代経営者）であろう。彼は、強力
なオーナーシップを有する一人であり、ファミリーの有力メンバーとして、事業承継に主
導的な役割を果たすからである。つまり、彼は、ビジネス、オーナーシップ及びファミリ
ーという三つの主要素における主要なステーク・ホールダーとして認識され、それゆえに、
ファミリーの利害調整にはじまり、後継者（経営者）の選択と育成、地位と権限そして資
産の委譲及び、後継者による経営上の取り組みに至るプロセスにおいて、経営者がどのよ
うに関与していくのかが円滑な事業承継の実現のためには、重視されるのである。  
最後に、これらの研究について、いくつかの問題点を指摘しておこう。一つは、事業承
継のプロセスについて、システムとコミュニケーションに分けて個別に論じるのではなく、
システムの制約を受けつつ営まれるコミュニケーションとして位置付け、統合的にアプロ
ーチしていくことの必要性である。経営者と後継者のコミュニケーションが、オーナーシ
ップ、ファミリー及びビジネスというシステムを構成する三つの主要素の影響を受けてい
ることを踏まえれば、このことは、むしろ当然であろう。一つは、経営者と後継者のコミ
ュニケーションの問題を考慮に入れなければならない。つまり、欧米のファミリービジネ
スにおける実証研究では、専ら後継者の視点から、経営者と後継者の二者間の関係性が事
業承継の阻害要因もしくは促進要因になるのかが判別されており、経営者がどのように意
図して後継者に対して関与しているのかが考慮されていない。ところが、こうした一対一
のコミュニケーションで問題となるのは、メッセージの受信者（後継者）の意味解釈によ
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っては、発信者が伝えたい内容が誤って伝達されてしまったり、逆に、メッセージの発信
者（経営者）が伝える内容を制限したりすることによって、コミュニケーションギャップ
が生じることである 46。そこで、両者の間に生じる意識のギャップの問題を考慮しつつ、
後継者が、経営者をはじめとする周囲の信頼を獲得し、トップ・マネジメントとしての意
思決定を手掛けていくまでのプロセスについて、双方の視点からコミュニケーションを捉
えなおすことによって、経営者の関与のあり方を再考していくことが必要となろう。いま
一つは、会社支配の正当性を巡る問題に関する議論の希薄さである。創業者一族による継
続的支配は、家族会議や相続対策もしくは取締役会の構成といった、形式的な手続きを通
じて、外形的には実現することは可能であろう。ところが、リーダーの命令を成員が受容
するという実質的な要件については、世代を超えて組織を存続せしめるにあたって、決定
的に重視されるといえよう。そこで、経営者の地位と権限そして資産の後継者への集中的
移転に対するステーク・ホールダーの納得性を高めていく要件を考察していくことが、事
業承継の本質と課題を把握していくにあたっては、不可欠と思われる。 
 
2.3 小括 
 経営学の対象としての事業承継の課題は、個別主体としての組織をいかに存続させるか
にあるといえる。中小企業の問題性から生じる問題認識の主客転倒は、事業承継の議論に
限らずしばしば見受けられるが、そもそも、事業承継が進まないから組織を存続できない
のではなく、組織として存続できないから事業承継が進まないのである 47。経済社会的趨
勢が、組織としての主体的行為に影響を及ぼすことは暗黙の必然としつつ、経営戦略や人
的資源管理などと同じ視座に立って、組織の主体的行為として、事業承継を捉えていくこ
とは不可欠であろう。それでは、経営学の対象として、事業承継の本質や課題を明らかに
していくためには、どのような視点が必要なのであろうか。第 1 章での法制度的な議論を
通じて、わが国における事業承継を巡る課題と解決の方向性として、経営者の後継者のコ
ミュニケーション（事業承継パイプラインの構築）を通じて、事業承継の機微に溢れる複
雑性に対処しつつ、経営者の地位と権限そして資産の後継者への集中的移転に対するステ
ーク・ホールダーの納得性を高めていくことの必要性が示唆された。そして、これらに関
する学術的な議論の成果であるが、まず、機微に溢れるシステムとしての複雑性ゆえに、
組織規模や業績といった要因をもって事業承継の巧拙を論じることの限界が示唆され、そ
れらの成果を活かしつつ、ほぼ手つかずといって差し支えない、わが国の中小企業に関す
る事業承継のプロセスモデルの構築に向けた取り組みの必要性が明らかにされた。第二に、
事業承継のプロセスモデルの構築にあたっては、システムとコミュニケーションの双方の
視点からアプローチしていくこと、その際、前者については、システムの構成要素として、
                                                   
46このことに関して、松田（2009, 結章）は、遺伝子の伝承メタファーを用いて説明して
いる。  
47その意味において、個別主体の失敗の帰結としての廃業は、企業再生や経営再建もしく
は企業整理の問題として、事業承継とは別に論じられるべきである。開業率の低下の問題
に至っては、個別主体の事業承継の巧拙とは、全く因果関係を見出すことはできない。  
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オーナーシップ、ファミリー及びビジネスという三つについては、最低限、考慮しなけれ
ばならないことが明らかにされた。また、後者に関しては、事業承継パイプラインの構築
を通じた両者のコミュニケーションは不可欠であるが、なかでも、後継者に対する経営者
の関与のあり方が、事業承継とその後のパフォーマンスにも影響を与える要因として極め
て重視されること、その際、経営者と後継者のコミュニケーションについては、双方の視
点を通じて、事業承継のプロセスを捉え直し、その巧拙や課題について論じていくことの
重要性が明らかにされた。第三に、結局のところ、事業承継とその後のパフォーマンスを
規定するのは、新たなリーダーとなった後継者であり、彼の命令を組織の成員が受容し、
また、ステーク・ホールダーの高い納得性を得られるかどうかが、円滑な事業承継を実現
するためには決定的に重要であることが明らかにされた。そこで、次章では、組織の成員
の命令受容の要件という視点から、世代を超えた会社支配の正当性を巡る問題について、
考察していくこととする。  
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第 3 章 会社支配の正当性に関する議論  
わが国の会社を規律する会社法によると、会社を代表する経営者は、株主によって選任
された取締役で構成された取締役会での決議を通じて選定される 48。個人経営を除く大半
の会社を公式的に支配しているのは株主であり、経営者は株主の信任を受けることによっ
て初めてトップ・マネジメントとして業務を執行することができるのである 49。ところが、
わが国の中小企業の大半はファミリーの特定少数が株式の過半数を所有する同族会社であ
り、経営者が筆頭株主である場合も少なくない。中小企業で会社組織の形態を取っている
ものの多くが、実質的にはオーナー経営者によって運営される個人企業と目される所以で
ある。そこで、事業承継の際、会社支配の正当性を巡って幾つかの問題が生じることにな
る。それは大別すると、一つは、私有財産の集中的移転を通じた権威の制度化に関する問
題であり（3.1）、いま一つは、このような私的手続きを通じて制度化された権威の実効性
の問題である (3.2)。こうした問題については、欧米のファミリービジネスにせよ、わが国
の中小企業にせよ、創業者一族による合議やオーナー経営者の一存による実質的な私的手
続きを通じて、事業承継が進められるにもかかわらず、全くといっていいほど議論されて
いない。そこで、本章では、こうした問題について、Weber と Barnard が提示した権威の
理論を用いて、所有と経営が未分化な組織における、世代を超えた会社支配の正当性を保
つための要件を考察する。  
 
3.1 権威の制度化に関する議論 
 本節では、Weber の代表的著作の一つ『経済と社会（Wirtschaft und Gesellschaft）』（1956）
を参照しつつ、権威の制度化に関する理論的な考察を行う。Weber（1956a,1956b,1956c）
は、歴史社会学の視点から、正統的支配には、合法的支配（官僚制支配）、伝統的支配及び
カリスマ的支配という三つの純粋類型があること、それらは相互に極めて多様な仕方で結
合しあっていることを見出した（図表 3-1） 50。 
これを見ると、均分相続や株主主権の原則に抵触せず、私有財産の集中的移転を通じて
権威を制度化するためには、日常的な伝統の不可侵性もしくは非日常的で純粋に個人的な
カリスマ性が後継者に承継されるに妥当すると周囲に認知される必要があることが分かる。
そこで、所有と経営が未分化な多くの中小企業にとっては、地位や権限そして資産を経営
者の恣意性によって次世代へと承継するという伝統の不可侵性を維持するためには、彼ら
自身が伝統を順守する必要が生じるのである。以下、このことに関する Weber（1956a）の
                                                   
48会社法（329 条 1 項、349 条 1 項ただし書および同条 4 項、362 条 2 項 3 号及び同条 3 項）  
49法制度的には確かにこの通りであるが、経営学的に見ると、別の見解も提示されている。
具体的には、大企業における経営者支配の確立過程を実証した Berle and Means（1932）
は、会社の規模が拡大するにつれて、所有と経営の分離が不可逆的に進行し、経営者は自
分の後継者の実質的な指名権を確保するに至ることを指摘している。また、Chandler
（1962,1977,1990）は、会社の成長に伴って、経営管理における必要性から、所有と経営
の分離が進行することを指摘している。  
50権威の結合に関しては、角野（2001）に詳しい。  
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指摘を要約する。  
（図表 3-1）正統的支配の三類型と権威の制度化の態様  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Weber を参照して筆者作成）  
第一に、支配者である経営者が無制限に権威を行使することができないことの根拠につ
いてである。伝統的支配の最も純粋な型は家父長制支配であり、家父長制的構造の萌芽は
家共同体内部における家長の権威にある。そして、家長の個人的で権威的な地位は、その
存立が安定的であり日常的性格を持っているという点で没主観的な目的に奉仕する官僚制
支配と共通の性格を持っている。このため、主人である家長の支配は、厳格に伝統によっ
て拘束された領域と自由な恩恵と恣意の領域に分けられるが、家長が伝統を無思慮に破る
ときには、専ら伝統の神聖性のみに基づいている彼自身の支配そのものの正当性を、危殆
に瀕しせしめることになる。つまり、伝統的支配としての家父長制的支配が正当性を保ち
えるのは、命令者自身が形式的に正しい手続きで定められた秩序に従うという合法的支配
と同様、家長自身が昔から存在する日常的な伝統に準拠する場合に限られるのである。  
第二に、こうした家権力に対する制限が歴史的に見て増大しつつあるということ、具体
的には、経営者の配偶者や子供が人格的にも財産法的にも固有の権利を獲得するに至った
ことに加えて、家の資本主義的営利共同体から合理的な経営が分離し、計算と明確な持分
との原則がますます勢力を占めてきたことである。こうして、家長の純個人的なすぐれて
私的な家計需要に焦点を合わせた家産制的管理は、家の営利経済から生まれこれから分離
するに至った資本主義的経営と、対極にあるものとして位置付けられることになるのであ
る（邦訳書,32-162 頁）。 
ところで、実質的には個人企業と目される中小企業のビジネスを、経営者自身が家業で
あると評することがしばしばある。個人経営や会社であっても生業レベルの小規模企業で
あれば、家産をもち家業を営むことによって支える成員は配偶者や子供など極めて限られ
ている。こうした形態の組織では、日常的な伝統の不可侵性を侵さないという限りにおい
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て、家長である経営者が伝統的支配に基づいて家業を裁量し、後継者に対する私有財産の
集中的移転を通じて権威の制度化を図ることは比較的容易であろう。ところが、企業規模
が拡大するにつれ、合理的な管理経営方式の導入の必要性から社業としてビジネスを家計
から分離せしめることがあるが、こうした場合、家長が有していた家権力に対する法制度
的規制がより強く働くことになる。ビジネスが伝統的支配の枠組みを超え合法的支配の恩
恵に浴することになれば、家長が従うべき規範にも変更が加えられるからである。その際、
経営の家父長制的支配から合法的支配への完全なる移行が行われず、組織が合理的な管理
経営方式を取り入れつつもその内部に家業意識を濃密に残置するという中間的な形態を取
ることがある 51。こうした組織の典型は、戦前のわが国の財閥に見ることができるが 52、戦
後にあっては中小企業に見ることができる。ところが、支えるべき成員が拡張するにつれ、
所有と経営の分離を通じた地位への任命による専門経営者の支配が確立した前者と比べて、
後者によく見られるオーナー経営者としての地位や権限の承継が世襲によって行われると
いう非合理性は合理的な管理経営方式と根本的に相いれないものとなるのである。そこで、
非日常的で純粋に個人的なカリスマ性が後継者に承継されるに妥当すると周囲に認知され
る必要が生じることになる。このことに関する Weber（1956a）の指摘は、次のように要約
することができる。 
カリスマとは、呪術的能力、啓示や英雄性、精神や弁舌の力など天与の資質のことをい
い、専ら純粋に指導者個人に対して、彼の個人的・非日常的資質のゆえに服従が捧げられ
るのであって、彼の制定法上の地位や伝統的な権威のゆえに服従が行われるのではない。
このため、これら天与の資質が彼に帰されている間だけ、つまり、彼のカリスマ性が証に
よって実証される間だけ、服従が捧げられるのである。つまり、カリスマ的支配は、特に
非日常的な、純粋に個人的な社会関係である。ところが、カリスマ保持者の脱落が生じて
もカリスマが直ちに消滅することなく、何らかの仕方で存続し、彼の権威が後継者に移転
する時は、支配関係は日常化してゆく傾向を持つのである。その際、誰が家権力の保持者
となるのかは、小家族においてはおのずからして明らかであるし、大家族においては普通
には伝統の一義的な諸規則によって確定されているが、カリスマ的支配における後継者指
定は、承継する後継者にカリスマ性が存在しているということの承認があるに過ぎない（邦
                                                   
51Weber は、こうした家父長制的支配から合法的支配への移行が困難ではあるが不可避で
あると指摘している。これに対して三戸（ 1991a）は、Weber の指摘をやや批判的に検討し
つつ、次のように指摘している。  
“営利活動は、計算可能性の論理の浸透により、家共同体より内部的に変質・脱皮して
いく可能性をもつことが明らかにされると同時に、家権力・伝統主義の克服がいかに困難
であるかがわかった。そして、むしろ、家計と経営との完全なる分離、家父長制的支配の
完全なる終焉をみることが、むしろ特殊といってよいほどであり、それは西欧においての
みプロテスタンティズムによって可能であることを知った。この論述は、むしろ日本のよ
うに、現在にいたるもなお企業において家の論理を残存せしめていることの方が普通でさ
えある”（282 頁）  
52例えば、福島（1967） 
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訳書,32-162 頁）。 
 わが国における経営承継円滑化法は、オーナー経営者としての地位と権限の後継者に対
する全面移転を意図して、均分相続の原則や課税の公平性に踏み込んだ措置となっている
が、こうした措置が法制度化された事実こそ、家権力に対する制限が歴史的に見て増大し
ていることの証左でもあろう。その一方で、合理的な管理経営方式が導入されていようと
も、誰を後継者と見做して、どのような形で地位と権限そして財産を彼に譲り渡すのかに
ついて、オーナー経営者の恣意性の一切を排除することが困難であることも事実であろう。
その意味において、世代交代の際、オーナー経営者の有するカリスマ性が後継者に対する
事業承継の阻害要因となることはしばしば指摘されるが 53、家父長制的支配と合法的支配
の中間形態としての中小企業にとっては、合法的支配への完全なる移行を志向しない限り
において、権威の制度化という目的に従ってカリスマ性を承継していくことは極めて合理
的であると考えられる。そこで、承継されたカリスマ性に基づいて制度化された権威の実
効性が問題となるであろう。つまり、“小企業や中企業にとっての大きな問題は、規模が小
さすぎるためにすぐれた経営担当者を持つことができないことである。したがってトッ
プ・マネジメントに は、大企業に比べて ずっと大きな融通性 と能力が要求される ”
（Drucker,1954,邦訳書・下,62 頁）からである。  
 これまで、 Weber が提示した正統的支配の三類型を踏まえて、中小企業の事業承継を契
機とした私有財産の集中的移転を通じた権威の制度化の問題を検討してきた。そこで、こ
れらの問題の解決の方向性を提示することで、本項のまとめとしたい。まず、家権力に対
する制限が歴史的に拡大している事実を踏まえると、家業が支える成員が増大するにつれ
て、合理的な管理経営方式を取り入れる必要性も増すことになる。一方で、家業意識を濃
密に残していることは中小企業ではしばしばあり、組織内部に合法的支配と伝統的支配が
混在することになる。そこで、合理的な管理経営方式とは根本的に相いれないオーナー経
営者の地位と権限が世襲によって行われるという非合理性は、カリスマ性の日常化を担保
として加えることによって、制度化された権威となり得る。ただし、カリスマ性の承継は、
後継者にカリスマ性が存在していることの成員による承認が条件となる。このため、後継
者には、経営者や家長としての資質や能力を有していることを成員によって承認されなけ
ればならない。つまり、私有財産の集中的移転を容認する条件として、他の相続人の納得
性を高めるだけでなく、経営によって支えるべき成員に対して彼らの社会基盤を保全する
こと、要すれば、トップ・マネジメントしての力量が求められるためである。  
 
3.2 制度化された権威の実効性に関する議論  
 Weber が提示した支配者と服従者の間に経済社会的な準拠規範を通じて社会関係が生じ
るという上位権威説に対して、ある個人が命令者からの命令を受容してはじめて権威は実
存するという権威受容説を提示したのが Barnard である 54。Barnard（1938）は、協働体系
としての組織における伝達と権威の受容メカニズムの理論的解明を試みた。本節における
                                                   
53例えば、Davis（1968）、Schein（1985） 
54小阪（稲村・百田編著 ,2005） 
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結論を一言でいうと、権威には、特定の職位に付随する職位の権威と個人的能力による尊
敬から生じる影響力をもつリーダーシップの権威という二つの種類が存在するが、組織の
存続がリーダーシップの良否に依存するという意味において、制度化された権威の実効性
を担保し得るのはリーダーシップの権威であるということである（図表 3-2）。以下では、
代表的著作『経営者の役割（The Functions of the Executive）』（1938）における、Barnard
の指摘を要約しつつ、その理由を説明していく。  
 一人の人間では彼の生物的制約のゆえに目標の達成が妨げられることがあるが、こうし
た制約を克服する最も有効な方法が協働（ cooperation）である。従って、協働の目的は、
非個人的な目的とする必要があるが、その永続性は、協働の有効性と能率という二つの条
件に依存している。協働の有効性は、協働目的の達成によってテストされ、協働における
能率は、個人的動機の満足に関連し、協働するに足る個人的意思を引き出すことによって
テストされる。また、協働の存続は、環境との関連における協働体系全体に関する過程と
個人間に満足を創造したり分配したりすることに関する過程という、相互に関連し依存す
る二つの過程にかかっている。管理者の諸機能は、これらの過程の有効な適応を確保する
という職能である。ところで、協働体系とは、“少なくとも一つの明確な目的のために二人
以上の人々が協働することによって、特殊の体系的関係にある物的、生物的、個人的、社
会的構成要素の複合体”（邦訳書 ,67 頁）であるが、このうち外的要因を取り除いた協働体
系の一側面が、組織である。組織には、公式組織と非公式組織の二種類が存在し、人々の
意識的に調整された活動や諸力の体系を公式組織という。一方、非公式組織は、無意識的
な社会過程から成り立っているが、態度、理解、慣習及び制度を形成し、公式組織の発生
条件を創造する。つまり、組織には、伝達（ communication）、貢献意欲及び共通目的とい
う三つの要素があるが、人々の非公式な結合関係が、それらの先行条件となるのである。
こうした組織を継続的に活動させる専門業務が管理業務であるが、それは、伝達体系を確
立することから始まる。具体的にはリーダーを含む管理組織に充当されるべき人材の選択
と伝達の体系としての職位の創造である。次いで、人々の組織との協働関係への誘因と彼
らの活動を引き出し、最後に、目的と目標を定型化することである。こうした管理業務を
行っていく際にリーダーに求められる役割が、権威、意思決定及びリーダーシップである。  
 先述したように、権威には二つの種類が存在する。職位の権威は、その人の個人的能力
ではなく、単に職位が高いために、その人の発言が優れていると認められることによって
生じる。一方、リーダーシップの権威は、彼らの知識と理解力とは職位の権威と無関係に
尊敬をかちうるという理由だけで、人は組織において、彼らの言葉に権威を認めることに
よって生じるのである。そして、リーダーシップの権威が職位の権威と組み合わされると、
組織と既に決まった関係をもつ人は一般に権威を認め、はるか無関心圏外にある命令でも
これを受け入れるようになり、このような信頼が生じてくれば、命令への服従それ自体が
一つの誘引にさえなるという。例えば、ある人にとって問題なく受容できる（無関心圏内
にある）命令であれば、それを受容するが、逆に、無関心圏外であれば、仮病を使ったり
して、それを受容しないこともあるだろう。こうした命令を伝達される側にある権威受容
の決定権を事実上覆すことを可能にするものがリーダーシップの権威である。リーダーに
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求められる第二の役割は意思決定であるが、管理的意思決定の真髄は、現在適切でない問
題を決定しないこと、機熟せずして決定しないこと、実行しえない決定をしないこと及び、
他の人がなすべきことを決定しないことに他ならない。リーダーに求められる第三の役割
であるリーダーシップは、管理責任の最高のテストである全体としての創造職能を本質と
する。創造職能を達成するためには、リーダーの見地から個人準則と組織準則とが一致し
ているという確信の要因を必要とし、構成員、公式組織及び非公式組織に確信を与える同
化作用を通じて、貢献者の組織への定着欲求を起こさせる不可欠の要因となる。そして、
貢献者の組織への定着欲求は、他のいかなる誘因も代替することは不可能である。つまり、
協働体系としての組織を構成する一人ひとりは、組織人格と個人人格の狭間で命令受容の
諾否を意識的にも無意識的にも選択しつつ、自らの行動を決定している。このような構成
員を無関心圏外の命令を受容せしめ組織の貢献者たらしめ彼らの定着欲求を起こさせるた
めには、次のように、知識と理解力そして道徳性にも優れたリーダーシップの権威がリー
ダーに不可欠の要素となるのである。  
 “かように、組織の存続はリーダーシップの良否に依存し、その良否はそれの基礎にあ
る道徳性の高さから生ずるのである。最も低級で最も非道徳的な組織においても、高度の
責任が存在するに違いないが、責任が関係する道徳性が低ければ、組織は短命である。道
徳性が低ければリーダーシップが永続せず、その影響力がすみやかに消滅し、これを継ぐ
ものも出てこない”（邦訳書 ,295 頁） 
（図表 3-2）権威の実効性と組織存続の要件  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Barnard を参照して筆者作成）  
Barnard が構築した協働体系としての組織における伝達と権威の受容メカニズムの検討
を通じて見えてきたことは、どのような組織であっても権威を制度化することはできるが、
その実効性を担保するためには、彼の個人的能力と道徳性の高さから生じるリーダーシッ
プが不可欠ということである。つまり、制度化された権威の実効性を確保し、組織の存続
を図っていくことは、新たにリーダーとなった後継者の務めであるが、そのためには、経
営者であることによって生じる職位の権威だけでは充分ではなく、リーダーシップの権威
と組み合わせることによって組織の成員の貢献を最大限にまで引き出すことが必要となる
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からである。こうして、純粋な家父長制的支配の存続可能な領域が歴史的に縮小しつつあ
る中で、会社支配の正当性は、優れたリーダーの継続性を確保していくという経営者の実
践に委ねられることになる。  
 
3.3 小括 
これまでの議論を通じて、所有と経営が未分化な組織において、後継者が獲得した権威
の実効性を確保するためには、経営者としての職位の権威に加えて、リーダーシップの権
威が不可欠であることが示唆された。その理由は、一つは、家父長制的支配と合法的支配
の中間形態としての中小企業にとっては、合法的支配への完全なる移行が志向されない限
りにおいて、経営者であることによって生じる職位の権威だけでは充分ではなく、リーダ
ーシップの権威と組み合わせることによって組織の成員の貢献を最大限にまで引き出すこ
とが必要となるからである。いま一つは、純粋な家父長制的支配の存続可能な領域が歴史
的に縮小しつつある中、世襲という日常の伝統に根差した私有財産の集中的移転は、他の
相続人にとって納得性の高い、つまり、こうした手続きを容認するに足るという、後継者
が優れたリーダーであることの承認が不可欠であるからである。その結果、トップ・マネ
ジメントとしての資質や能力によらず、私的手続きを通じて、後継者の選択がなされるの
であれば、実効性を有する権威は、会社支配の根底をなすものとして重視される。そして、
経営者が、優れたリーダーの継続性を確保していくという実践のなかで、そこのとが求め
られるのは当然であるが、後継者もまた、トップ・マネジメントとしての重責を担ってい
くという自覚と覚悟のみならず、経験を通じた経営者としての実践知を獲得することによ
って、その権威に実効性を確保していかなければならない。  
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第 4 章 本論文の分析枠組み 
本章では、前章までの議論を踏まえて、事業承継のプロセスに関する概念モデルを提示
しつつ、事業承継の本質と円滑化のための課題についての本論文の仮説を導出する（ 4.1）。
次いで、実証研究の対象となる老舗企業の実像を把握し（ 4.2）、その上で、こうした仮説
を検証するための論点を提示する (4.3)。最後に、本論文の分析枠組みを構築する（ 4.4）。 
 
4.1 仮説の導出 
 
4.1.1 本論文の仮説 
 これまでの議論で見えてきたことは、事業承継とは、①オーナーシップ、ファミリー及
びビジネスという三つの主要素の機微に溢れる複雑なシステム、②そのシステムの制約を
受けつつ営まれる経営者と後継者のコミュニケーション及び、③会社支配の根底をなすさ
まざまな権威によって、その本質的な特徴とそれらの連関する内容としての概念を構成し
ているということである（図表 4-1）。 
（図表 4-1）事業承継の概念モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 このうち、システムの主要素については、経営者が主体となって、それぞれの関係性に
配慮しつつ、後継者に対して暫時委譲していくことになるが、それぞれは、実効性を有す
る権威と結び付く。また、権威の実効性を基礎づけるためには、経営者をはじめとするス
テーク・ホールダーの承認が不可欠である。そこで、後継者は、経営者の関与を受けつつ、
主体的な学習と成長を通じて、さまざまな権威を、自らが獲得してゆかなければならない
が、それが最も困難なのが、リーダーシップの権威である。従って、円滑な事業承継を実
現するために最も重視されるのは、経営者と後継者のコミュニケーション、とりわけ、後
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継者に対する経営者の関与のあり方となる。経営者の地位と権限そして資産を、形式的に
承継することが可能であっても、それらを活かして、組織の存続や発展に向けて、その運
営を手掛けていくためには、結局のところ、後継者が、主体的な学習と成長を通じて、経
営者のみならず、組織の成員や他の相続人といったステーク・ホールダーの信頼を獲得し、
さまざまな権威をその一身に集めていくという、実質的な要件が不可欠となる。その際、
実質的にはオーナー経営者によって支配される個人企業と目される多くの中小企業の場合、
後継者が、トップ・マネジメントとしての資質や能力を涵養していくにあたって、彼の学
習と成長に道筋をつけるという意味で、経営者の関与のあり方が重要であり、他方、経営
者にとっても、機微に溢れるシステムの複雑性ゆえに、そもそも人材の母集団が限定され
る中で、後継者の後継意欲や自主的な学習と成長をお膳立てしていくことが必要となるか
らである。中小企業においては、めまぐるしく変化する経営環境に適応するために、トッ
プ・マネジメントの果断な決断と、小回りの利いた経営行動が要請されるが、後継者が、
経営者としての重責を担っていくという自覚と覚悟に乏しく、経験を通じた経営者として
の実践知の獲得にも熱心でないとすれば、彼は、組織の成員の貢献を充分に引き出すこと
ができず、経営に関わりのない相続人の納得も得ることも叶わず、まさしく、事業承継を
契機として、内憂外患によって、組織は衰亡への道を辿ることになりかねないのではない
だろうか。以上を踏まえ、事業承継の本質とは、暫定的ながら、次にように定義すること
ができるだろう。  
 
（事業承継の本質に関する本論文の暫定的仮説）  
 
 経営者が、機微に溢れるシステムの複雑さや実効性を有する権威の問題に対処しつつ、
後継者とのコミュニケーションを通じて、組織存続を果たしうる優れたリーダーの継続性
を確保していく行為  
 
 続いて、事業承継の円滑化のための課題であるが、後継者が、周囲の信頼を獲得し、組
織存続を果たしうる優れたリーダーとなるまでのプロセスについて、経営者が、どのよう
に関与していくのか、ということになるだろう。つまり、経営者は、機微に溢れるシステ
ムの複雑さや実効性を有する権威の問題という構造的な側面と、後継者とのコミュニケー
ションという属人的な側面への対処を求められることになるが、それらはいずれも、次世
代を担うリーダーを創出し、新規事業進出や経営組織の再編といった、組織の存続や発展
に向けた取り組みに還元されるからである。そこで、暫定的ながら、事業承継の円滑化の
ための課題を提示すると、次のようになるだろう。  
 
（事業承継の円滑化のための課題に関する本論文の暫定的仮説）  
 
 後継者が、周囲の信頼を獲得し、組織存続を果たしうる優れたリーダーとなるまでのプ
ロセスに対して、経営者が適切に関与していくこと  
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4.1.2 仮説検証のための基本方針 
 以下では、仮説検証の基本方針として、実証研究の対象と方法について、その概略を叙
述する。まず、研究対象であるが、中小企業の規模の範疇にある老舗企業とする。その理
由は、大別すると二つある。一つは、本論文は、事業承継の本質とその円滑化のための課
題を導出することを目的としているが、これらの成果を還元する対象は、わが国の会社の
大半を占める中小企業を想定している。ところが、中小企業はその異質多元性のゆえに、
組織形態、規模、業種及び地域ごとに経営基盤は千差万別であり、普遍的な概念モデルを
構築することは容易ではない。そこで、本論文では、その多くが中小企業の規模の範疇に
ある老舗企業に着目した。「老舗」と呼ばれる企業とそれ以外の中小企業とを隔てる変数は、
業歴の長短、つまり、創立以来の時間の経過である。逆に言えば、どの企業もそれぞれの
業種や地域に関わりなく、事業承継を繰り返し、組織として存続しつづければ、いつかは
老舗企業と呼ばれることになる。いくたびかの世代交代を経験している老舗企業は、いわ
ば事業承継のベテランとして豊富なノウハウを蓄積しており、それらのノウハウは、今ま
さに事業承継の問題に直面している多くの中小企業にも充分に活用できるのではないだろ
うか、ということにある。いま一つは、老舗企業に関しては、これまでの史的研究や経営
的研究を通じて、家訓や同族機構といった支配原理の存在が指摘されているが、それらを
手掛かりとして、世代を超えた権威の実態を観察することが可能と考えられるが、現代に
おいて老舗企業がどのように事業承継を行っているのかは殆ど明らかにされていない。そ
こで、老舗企業における事業承継の実際を明らかにすることによって、長い年月をかけて
歴史的にしか蓄積し得ない、つまり、業歴の浅い中小企業が活用できないノウハウと、個
別主体の経営行動に起因するノウハウとを峻別することが可能となるのではないだろうか、
ということにある。老舗企業の実像に関しては、次節（ 4.2）で詳述する。  
 続いて、研究方法であるが、わが国の老舗企業を対象として、タイプの異なる二つの質
的な実証研究と二段階での総合考察という四つのステップにより、本論文の目的とする事
業承継の本質と円滑化のための課題を明らかにする。最初のステップとなる実証研究 1 で
は、事業承継のプロセスをシステムとコミュニケーションの両面から統合的にアプローチ
していくことによって、老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムを解明するため
の探索的研究を行う。第二のステップとなる実証研究 2 では、実証研究 1 の成果をより深
掘りし、事業承継のプロセスにおける経営者と後継者のコミュニケーションから生じる問
題を両者の視点から捉えなおし、円滑な事業承継を実現するための経営者の関与のあり方
を再考する批判的研究を行う。続く、第三のステップ（総合考察 1）では、二つの実証研
究の発見事実を統合して、本論文の二つの仮説の妥当性を検証し、必要に応じて所要の修
正を施す。最後のステップとなる総合考察 2 では、二つの実証研究の成果を踏まえ、老舗
企業が有する円滑な事業承継を実現するためのノウハウについて、その一般適用性を検討
する。二つの実証研究に関する論点については、後節（ 4.3）で詳述する。  
 
4.2 老舗企業の実像 
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「老舗」という言葉を辞書（大辞林）で引くと、次のように説明されている。それは、
①代々同じ商売を続けている店。由緒正しい古い店、②長年商売をして得た信用、③先祖
代々の家業を継ぐこと、である。その語源は、元禄時代を代表する作家、井原西鶴（ 1642-1693）
の町人物と呼ばれる作品群 55にあるといわれる。岩淵（1975）によると、西鶴の永代蔵に、
しにせおかれし商売、とあるように、もと先祖の家業を絶やさずに続けることを「しにせ
る」といい、「しにせ」はその連用形であるという。また、杉本（ 1983）は、この「しにせ」
の当て字が「老舗」であり、西鶴の用例をもとに、「老舗」とは、“ただ一時的な金もうけ
ではなく、客を尊重し、客の信用を得て、親よりはじめた－あるいは先祖代々の－家業を
かくあるべし
' ' ' ' ' '
というように経営していくことを意味している”（ 60-66 頁）ことを指摘して
いる。このうち、信用とは、いわゆる暖簾をさし、かくあるべし
’ ’ ’ ’ ’ ’
とは、家訓ないし家憲及
び店則など（以下、引用部分を除き、「家訓」という。）のことをいう。つまり、「老舗」と
いう言葉には、こうしたシンボリックで機能的な側面と、幾世代にもわたって事業を続け
ているという実質的な側面が含まれている。経営学の研究対象としての「老舗」の定義は、
その萌芽期においてこそ語源に忠実たらんとしたものの 56、現在では、専ら幾世代にもわ
たって事業を続けているという実質的な側面に限定されている。これに世代交代の確実性
を担保する必要から、いわゆる「創業○○年」というように、創立以来の事業継続の期間
を設けている。具体的には、創立以来 100 年を経過している組織のことを、「老舗」と定義
することが多い。横澤（2000,2012）は、「老舗」とは 100 年以上も存続し今なお活動して
いる長寿企業と定義している。また、関西国際大学地域研究所 (2004)、後藤（2005）及び、
帝国データバンク史料館・産業調査部（2009）も同様に、創立以来 100 年を経過している
ことを老舗企業の要件としている。IT 業界の老舗あるいは銀座の老舗といった創立以来の
事業継続の期間が 30 年程度であっても、地域や業界の「老舗」としてジャーナリスティッ
クに取り上げられるケースもあるが、こうしたケースでは世代交代が確実に行なわれてい
るとは言い難い。そこで、 100 年という区切りに確たる根拠はないものの「老舗」という
言葉の意味合いからして、やはり相応の業歴は要件とされるだろう。一方、暖簾や家訓と
いったシンボリックで機能的な側面は、「老舗」の要件には含まれていない。それらはむし
ろ、「老舗」の研究を通じて、彼らの多くが持つ特性の一つとして捉えられている。つまり、
こうした側面は「老舗」の特性の一つであるものの、そのための十分な条件とは見做され
ない。さらに、家業に限定していない上、事業内容の不変性にも捉われていない。これら
もまた「老舗」の要件ではなく、むしろ家業から社業への転換や事業内容の変更は、明治
                                                   
55例えば、西鶴織留,西鶴置土産,本朝二十不孝,日本永代蔵（杉本）。このうち、日本永代
蔵は、創業者の成功の要因や後継者育成の困難などを描いており、わが国の経済小説の原
点と評されることもある（長谷川 ,2003）。 
56松本（1977）は、当時において「老舗」はいまだ学術用語として定着していないと断り
つつ、“都市社会において普遍的に存在した商家同族団に関して、その歴史的「原型」（近
世も後半での存在形態）の構成部分であることを第一の要件とし、その後代々家業を継続
し繁昌し顧客の信用、愛顧をうけて今日にいたっている、少なくとも家業創業以来 100 年
を経過した家”（84 頁）と定義している。  
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維新や第二次世界大戦といった経済社会の激変を経験し今日を迎えている彼らの特性の一
つとして捉えられている。語源の解釈との相違点を踏まえつつ、経営学の対象としての「老
舗」の定義をまとめると、次のようになる。  
① 幾世代かを経ていること。具体的には創立後 100 年程度を経過していること  
② 暖簾や家訓を有することは十分条件とは見做さないこと  
③ 家業であることや事業内容の不変性には捉われないこと  
 
4.2.1 老舗企業の実像に関する議論 
 老舗企業に関するこれまでの研究は、歴史社会学や経営史といった史的研究と経営管理
や経営戦略等の経営的研究に分類することができる。財閥や旧商家を対象とした史的研究
は、所有と経営の構造を歴史的に捉え、その支配原理の中に家の尊重と暖簾や家訓の存在
があることを明らかにした。これらの研究では、対象となった財閥や旧商家をして、殊更、
老舗企業とは称していないが、「老舗」の語源を忠実に踏まえているという意味で、老舗企
業の研究の前史として位置づけることができるだろう。中野（ 1964）は、明治維新前後の
中小商家の同族団が、暖簾を対外的な信用のみならず同族結合の象徴として位置づけ、家
制度の存続と繁栄という目標を継続的に実現するためには、娘婿による相続を行なう場合
を交えたりしたことを指摘している。また、福島（ 1967）は、第二次世界大戦前のわが国
の財閥がその中核体に古い家族制度の要素を保存しながらも、家憲による「家」的規制に
基づき、合理的な管理経営方式の採用とその経営管理にあたる有能な人材の活動とによっ
て成立・発展してきたことを指摘している。家憲の強制力は次の通りである。  
“家憲による「家」的規制は、国家法たる民法その他に対して、いわば私的特別法の性
質をもつ。そこに規定されたものは実際上民法等を排除して適用されるわけである。さら
に、「家」について紛争が生じたばあい、それを処理する権限ある機関は、「家」自体の機
関である。すなわち同族会議の機構（たとえば三井同族会、安田保善社）がこれに当る”
（395 頁） 
 さらに、三井や安田といった大財閥は、こうした日本的家族型を特殊に典型化し、ある
ものは家産管理のための法規範的に完璧な整備を与えたにすぎず、中小規模の商工業者の
間でもそれがみられることを指摘している。つまり、規模の大小に関わらず、組織を規律
し一族の間の利害を調整する何らかの仕組みを備えていたが、それらの整備状況や強制力
に違いがあったということである。宮本（1969）の言葉を借りれば、旧商家が持っていた
家訓や店則といったものは、町人達の一つの心構えであって、実際そうした規範の通り行
動したかどうかということは保証の限りではないのである。  
ところで、第二次世界大戦が終結を迎え、財閥は解体され、旧民法下に置かれていた家
制度も廃止された。親族の身分上、財産上の重要な事項を親族の協議で決定するために置
かれていた親族会は廃止され、親族会が有していた後見的、監督的な機能は、専ら国家機
関である家庭裁判所が果たすことになった。家を中心とした所有と経営の法的基盤は失わ
れ、代わって、相続人の権利の平等が法的根拠を得たのである（民法第 900 条 4）。それで
は、第二次世界大戦前に創立した老舗企業において、幾世代もの時を経て培ってきた家的
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な規制とその基盤となる実際上民法等を排除して適用された私的特別法たる家訓は廃止さ
れ 57、その強制力を喪ってしまったのであろうか。また、こうした諸々の規範が組織の不
活性化を促すことも十分に考えられるが、その場合、いかにして逆機能が解消されるので
あろうか 5859。 
史的研究は、綿密な資料調査と事例研究を通じて、旧商家や財閥の支配原理の中に家の
尊重と暖簾や家訓の存在を見出し老舗企業の雛型を提供したが、こうした疑問に応え得る
のは、むしろ経営管理、経営組織及び経営戦略に関する経営的研究であろう。旧商家だけ
でなく幾世代かを経て相応の業歴を有する企業群を「老舗企業」として明確に意識させる
端緒を開いたのは、京都府が開庁 100 年を記念して編纂した『老舗と家訓』（ 1970）であろ
う 60。これを機に、経営的研究は、史的研究の成果を踏まえつつ、まず、家業としての老
舗企業の特質や暖簾や家訓の機能及びその形成過程に関する研究が隆盛を迎え、次いで、
老舗企業論ともいうべき老舗企業の経営行動に焦点をあてた研究へと展開していく。老舗
企業の組織形態や経営実態を捉えようとしたのは、足立（ 1974a,1974b）である。足立によ
ると、老舗企業では家業が重視され、その永続のために人権が無視され、人間が軽視され
たのは当然であったこと、また、経営者の追放規定を設けるなど、家訓によって家業相続
のあり方を厳しく規定していた。経営者はリレーランナーであり、その姿は次のようであ
ったという 61。 
 “現在経営者である自分も、また将来の子孫も、ただ家業存続のための手代であり、と
きの支配役を一時的に引受けているにすぎないのであって、祖先の遺した家業を守護し、
                                                   
57財閥家族の支配力の排除などを目的とした政策の施行と共に財閥の家憲は廃止された
（福島）。  
58なお、日本的経営の成立・確立の歴史的過程を明らかにした三戸（1991b）によれば、“敗
戦－民主化－家法的体系の廃止－民主的諸立法の制定という諸条件にもかかわらず、戦後
五〇年の現在においてもなお日本的経営、企業のイエ化現象をみる”（ 242 頁）ことを指摘
している。ここで、三戸のいう「イエ」とは、家の論理によって立つ経営体をいい、「家の
論理」とは、以下の経営原則の体系をさす。すなわち、①目的：維持繁栄、②成員：家族
（直系と傍系）＋非家族、③構造：家長は家産と家族を統督して家業を営む、④支配：親
子関係…専制と恩情の命令、絶対服従と庇護、⑤組織原則：階統制と能力主義、⑥訓育：
躾と訓育、⑦アイデンティティ：家訓・家憲そして家風、⑧発展形態：本家・分家・別家
的展開、同族団の形成、⑨組織意識：うちとそと、格と分  
59前述の「イエ」に対して、「家」とは一般に次のような意味合いとして用いられている（阪
倉・浅見,1996）。①住居のための建造物、②家族の住居としてその生活を含める、③特に
自分の生活の場としての「わがや」をいう、④家柄や家系をあらわす。  
60タイトルそのままに、京都府下に所在する創立後 100 年を経過する老舗企業 703 社の家
訓を整理・分析したものである。その結果、家訓には、家名尊重、祖先崇拝と信仰、孝道、
養生、正直、精勤、堪忍及び知足という 8 つのエッセンスのいずれか（すべて）が含まれ
ていることが明らかにされた。  
61前川（前川・末包編著,2011）はこれを「駅伝経営」と称している。  
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経営して、後世に、永久に相続せしめなければならない重い責務を帯びているのであると
いった強い自覚の下に、努力しているのが、老舗の経営者の真の姿である”（ 40-41 頁） 
 松本は、前述した『老舗と家訓』に収録された 703 社のうち、京都市内の 473 社を対象
として、「家」と暖簾内に関するアンケート調査を行ない、その結果、老舗企業の経営は小
規模ないし零細規模が多いこと、その一般性は説き得ないにしても、養子相続 6263は老舗企
業の「家」としての性格をもっともよく表わしていることを明らかにした。続いて、小松 
(1987)は、老舗企業の経営実態と暖簾の形成について、全国 26 都市の 242 社の老舗企業に
対してアンケート調査を行ない、その結果について以下のように考察している。まず、構
造的側面を見ると、老舗企業の小規模性と一業種のみに従事する専業企業としての姿が明
らかにされた。また、現業種と創業時の業種との比較を見ると、本業一貫は 93 社（38.5％）
にとどまり、半数以上の老舗企業が業容の拡充や多角化もしくは業種転換を経験している
ことが明らかにされた。次いで、意識と行動の側面を見ると、暖簾を確固としたものとし
て構築しているのは 159 社（68.2％）、経営理念を有する老舗企業は 164 社（ 67.8％）であ
った。また、経営理念については、家訓を承継したタイプが 41 社（164 社のうちの 25.0％）、
現代を意識して作られたタイプが 123 社（同 75.0％）であったが、いずれにしても、それ
らは比較的近年になって制定されたものが多いことが明らかにされた。最後に、人材の問
題を抱えている老舗企業 67 社のうち、後継者問題を抱えているのは 6 件にとどまり、その
内訳は、育成問題、バトンタッチの時期もしくは後継者との考え方の相違であったという。
大阪府立産業開発研究所（1994）は、大阪の卸売企業 415 社に対するアンケート調査の結
果から、「老舗」と呼ばれることのある企業は、それ以外の企業と比べて、倫理・道徳、同
業者の結束、品質の維持及び取引先との長期的な信頼関係を重視していることを明らかに
し、目先の利益に捉われないことが老舗企業の経営行動の特質であることを指摘している。
神田・岩崎（ 1996a）は、90 社に対するアンケート調査と事例研究を通じて、老舗企業の
経営戦略と持続的な競争力の背景の解明を試みた 6465。そこで、“いわゆる老舗企業の三種
の神器である、「商売・屋号の継続性」、「家訓」、「創業者一族支配」は、老舗の存続性と経
済的な成果に対してはそれほど大きな影響を及ぼしてはいない”（ 78 頁）こと、むしろ老
舗企業の経営の智恵は、“家訓といったビジョンの承継を核としながら、技術と取引関係を
継承し変革するとともに、伝統への挑戦を試み、これによって自社のもつ強みを強化しな
がら、弱みを克服してきたところに求められる”（ 79 頁）ことを指摘している。本谷（1997）
は、地方の老舗企業 17 社に対するインタビュー調査を行ない、その結果、老舗企業の存続
の戦略には、まず、地域的独占状態による顧客の固定化、次いで、顧客志向による狭い範
囲での連続した変化、最後に、特定取引の強化による自立性を維持していくところに特徴
                                                   
62アンケート調査からは、三代続く老舗企業で 81 社（38.8％）が 1 件の養子相続を行なっ
ており、四代続く老舗企業では 34 社（20.9％）が 2 件の養子相続を行なっていることが明
らかになった。 
63血縁関係は、出生による場合だけでなく、養子縁組によっても発生する（民法第 727 条）。  
64筆者の知る限り、老舗企業を中堅・中小企業と見立てたはじめての研究である。  
65神田・岩崎（ 1996b）、神田・清水・北出・岩崎・西野・黒川（2000）も参照  
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があることを指摘している。また、老舗企業は、安定した環境への過剰適応
（over-adaptation66）を学習棄却（ unlearning67）によって打破し、環境の一部を操作す
ることによって成長よりも存続を志向する戦略を展開しているという。  
老舗企業に関するこれまでの研究の動向から見えてくることは、老舗企業の多くは小規
模な組織であるが、家や家訓といった支配原理の存在もあり家業意識を濃密に残しつつも、
組織存続を第一義として柔軟で変革力に富む経営行動を志向するという、一見相矛盾する
ものの超克に取り組んでいる。こうして組織の舵取りを担う経営者は、組織存続を果たし
うるという蓋然性によって選ばれるが 6869、彼を養子に迎えるなどして創業者一族による会
社支配の継続性を保っているのである。つまり、老舗企業では、リーダーシップの権威を
伝統的支配に組み入れることによって、職位の権威に基づく合法的支配をも可能にしてい
ることが分かる。こうした、いくたびかの世代交代を通じた権威の変容は、老舗企業が編
み出したそれぞれの時代を生き抜くための知恵の産物であるといえよう。  
 
4.2.2 老舗企業の事業承継に関する議論  
老舗企業の研究では、 100 年を超える長期的な時間軸の中で展開される世代交代が、組
織存続を第一義として優れた後継者を養子に迎えるなどして創業者一族による会社支配の
継続性を保つという重要なイベントとして認識されていることは、これまでに明らかにし
たとおりである。こうした背景から、その多くは中小企業の規模の範疇にある組織である
が、わが国で事業承継が問題とされる現代において小規模な組織であっても円滑に事業承
継を営んでいくノウハウが、老舗企業に蓄積されていることが考えられる。ところが、そ
の良否で組織の命運が定まる重要なテーマと言われているにもかかわらず 70、現代におけ
る老舗企業の事業承継に関する実証研究は殆ど存在しない。数少ない先行研究の一つとし
て、久保田 （2010）は、経営者の育成に定石はないと断りつつ、結果としてよい後継者を
育成しなければ長寿企業にはなれないこと、また、 9 社の事例を通じて、常に次の世代の
ことを考えながら後継者の育成に努めていく必要があることを指摘している。また、久保
田（前川・末包編著,2011）は、事例研究に基づいて、事業承継に対する経営者の考えを紹
介している。それは、事業承継を円滑に行っていくためには、経営者は後継者によって自
分の価値観が否定される覚悟を持っていること、一方、後継者は、多額の資産や負債を承
継しなければならない上、コツコツと忍耐強く、長期的な視点からの経営が求められると
いう理由から、家業として親族に承継させるほうが上手くいくのではないかということで
                                                   
66「過剰適応」に関しては、野中（1985）を参照  
67「学習棄却」に関しては、Hedberg and Jönsson（1989）、Nonaka and Takeuchi（1995）
を参照  
68専ら組織を守護する役割を担うという意味で、老舗企業の経営者は、Barnard（1938）の
いう組織人格が個人人格をはるかに上回ることを要求されているといえよう。  
69Collins and Porras（1994）によれば、優れた経営者の継続性が保たれていることが、
ビジョナリー・カンパニーが他の企業との間に差をもたらす要因となっている。  
70例えば、帝国データバンク史料館・産業調査部  
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ある。このように、現代における老舗企業の事業承継に関する先行研究では、早期教育の
必要性と価値観の調整の重要性が指摘されるにとどまる。そこで、老舗企業が歴史的に蓄
積してきたノウハウを、現代の事業承継の場面においてどのように活かしているのかを明
らかにすることが老舗企業の事業承継に関する実証研究の大きな課題となろう。  
 
4.2.3 小括 
 これまでに見てきたように、老舗企業の事業承継に関する数少ない先行研究からは、後
継者の早期教育の必要性や経営者と後継者の価値観の調整の重要性が指摘されるにとどま
る。一方、老舗企業の特性に関する広範な研究からは、事業承継の実態を把握するための
切り口をいくつか見出すことができる。それは、①家や家訓といった支配原理の存在、②
創業者一族による継続的支配を前提とした後継者の選択、③保守性と革新性があいまった
経営行動である。つまり、老舗企業の事業承継は、会社支配の根底をなす家や家訓といっ
た支配原理の存在のもとで、組織存続を第一義として権威の実効性を確保する役割を担う
経営者というコンテクストの中で捉えていく必要がある。後継者の育成やその際の価値観
の調整といったコミュニケーションに関する具体的な取組みは、こうしたコンテクストを
踏まえて捉えていく必要があると考えられる。 
 
4.3 仮説検証のための論点 
 
4.3.1 老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムを解明するための論点 
 老舗企業の特性として指摘されるものが、家や家訓といった支配原理の存在である。戦
前の財閥に見られるような完璧さを見ることができないにしても、中小規模の老舗企業に
おいても、家は伝統的支配のためのメタファー化された権威であり、規範としての家訓及
び利害調整機関としての同族機構が私的法制度に基づいて整備されていたという（福
島,1967）。このように、支配原理は、会社支配の根底をなす権威それ自体もしくは権威の
実効性を担保する制度的基盤として認識され、ファミリー、オーナーシップ及びビジネス
という三つの主要素の関係性を規定する。つまり、支配原理との関係が近いほど他の要素
に対する影響力が大きく、その順序は、ファミリー、オーナーシップ、ビジネスとなる。
ところが、わが国では戦後の経済社会的な背景が変化したことに加え、合理的な管理経営
方式の導入と相まって、家権力の行使に対する規制が強化され、一方で、家業から社業へ
の転換が進められるようになった。また、小松（ 1987）によると、老舗企業の経営理念の
多くが家訓を承継した内容でなく、現代を意識して作られた内容であるという。こうした
中、老舗企業の特性として位置付けられる家や家訓といった支配原理が現在においてなお、
その実効性を有しているのかという疑問が生じる。そこで、実証研究 1 においては、次の
問いに答えることから始めていく。  
 
① 家や家訓などの支配原理 71は現代においても機能しているのか。  
                                                   
71暖簾は、メタファー化された権威としてだけでなく、多義的な意味合いとして用いられ
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 次いで、組織存続を果たしうるという蓋然性に基づいて後継者を選ぶことは、その基準
において、血統よりもトップ・マネジメントとしての資質と能力を重視していることが暗
黙の前提となる。これまでの議論では、老舗企業にとって養子相続は、創業者一族による
会社支配の継続性を確保するための極めて有力な方法として認識されるばかりでなく、老
舗企業の家としての性格をもっともよく表していることが指摘されている（松本 ,1977）。
こうした通説は、果たして現代においても妥当であるといえるのであろうか。  
 
 ② 後継者の選択にあたって重視されている要因は何か。  
 
 最後に、これまでの議論を通じて、老舗企業の経営者は、組織存続の担い手としてその
あり方が厳しく制限され場合によっては追放規定が設けられていた。経営者は先代と次代
をつなぐリレーランナーであり、個人ではなく一個の機関として認識されているのである
（足立,1974a;足立,1974b）。このような経営者として育成してくために、後継者にはどの
ような教育上の機会が重視され、その過程において、価値観の調整といった経営者とのコ
ミュニケーションはどのように認識されるのであろうか。そして、経営基盤がどのように
して伝承され、後継者の具体的な取組みに結び付けられているのであろうか。  
 
③ 後継者の育成にあたって重視されている機会は何か。また、価値観の調整といった
経営者とのコミュニケーションの問題はどのように認識されているのか。  
④ 経営基盤はどのようにして伝承され、経営行動に結び付けられているのか。  
 
4.3.2 円滑な事業承継を実現するための経営者の関与のあり方を再考するための論点 
 実証研究 2 においては、実証研究 1 で解明された老舗企業における事業承継の現代的な
メカニズムを踏まえつつ、事業承継のプロセスにおける経営者と後継者のコミュニケーシ
ョンから生じる問題を両者の視点から捉え、事業承継とその後のパフォーマンスに重大な
影響を及ぼす経営者の関与のあり方を再考する。これまで見てきたように、老舗企業にお
いて、経営者は、組織存続の手代として、個人的な価値観は重視されず、一個の機関とし
て認識される。他方、伝統の維持と変革という組織運営の基本方針を忠実に履行するため
には、自社の経営基盤を理解し、その上で、時代や環境に適応していくための新たな取り
組みを模索していかなければならない。当然、後継者に対しても、同様の所作が求められ
                                                                                                                                                                        
ることから、本研究の論点からは除外する。つまり、暖簾とは、屋号や社名にとどまらず、
信用や無形財産、あるいは「老舗」それ自体を表すこともあるが、例えば、小松（1986）
によると、暖簾の厳密な定義は、事業上の信用の基礎をなす企業個性の内容までをも包含
するものでなければならないという。また、高瀨（1930）は、会計学の立場から、無形財
産としての暖簾と「老舗」を同視している。この場合、信用の対価としての暖簾の価額が
明らかになることを指摘している。   
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る 72。そこで、経営者は、リーダーを育むリーダーとして、後継者が、周囲の信頼を獲得
し、伝統と革新の担い手たる優れたトップ・マネジメントとなるための学習に道筋をつけ、
彼の成長をお膳立てしていく役割を担うのである。その際、問題となるのは、両者の価値
観というよりも、組織運営に直接的に影響を及ぼす意識のギャップであり、事業承継のプ
ロセスにおいて、それが、いかにして生じ、かつ、解消されていったのか、ということで
ある。より端的に言えば、経営者は、自社の経営基盤をよく伝えているか、他方、後継者
は、自社の経営基盤を充分に理解した上で、組織存続に向けた伝統の維持と変革に取り組
んでいるか、ということである。以上を踏まえ、実証研究 2 の論点を提示する。  
 
事業承継のプロセスにおいて、両者の間に意識のギャップが生じる中で、経営者は、ど
のように後継者の学習と成長をお膳立てし、また、後継者は、周囲の信頼を得て、トップ・
マネジメントとして、組織存続に向けて取り組んでいるのであろうか。  
 
 続いて、これらの論点を明らかにしていくための分析モデルであるが、システムの制約
を受けつつ営まれるという、事業承継におけるコミュニケーションの特徴を踏まえると、
属人的な側面だけでなく、構造的な側面に関しても、考慮していく必要があるだろう。そ
こで、経時的に展開される組織変革のプロセスモデルを参照しつつ、実証研究 1 での成果
を踏まえて独自に設計する。例えば、個人の態度変容から組織変革の理論を構築した Lewin
（1951）による組織変革の三段階プロセスモデルを見ると、変化への推進力と抵抗力が均
衡を保つ状態にあることを準定常的平衡というが、このモデルでは、溶解（既存の水準か
らの解放）、移動（新しい水準への移行）、凍結（新しい水準への固着）という三つのプロ
セスを経て、平衡の水準を変化させて集団標準が新たな平衡点に移動することによって組
織変革が進められる。以下、便宜的ではあるが、これを老舗企業における事業承継のプロ
セスにあてはめてみよう。まず、老舗企業は、保守性と革新性という一見すると相矛盾す
る状態で組織としての平衡を保っている。事業承継は、経営者から後継者に対する地位と
権限そして資産の集中的移転を通じた、こうした平衡点を維持もしくは移動させる主導的
役割を交代するプロセスとして捉えることができる。誰を後継者としてどのように育成し
ていくのかは、事業承継後の組織としての取り組みの基礎を条件づけるからである。その
意味において、既存の水準からの解放を促す。次いで、権利と義務の集中的移転を通じて、
後継者の地位と権限を盤石とする。これによって、新しい水準への移行を促すことになる。
最後に、後継者が、自社の伝統的な経営基盤をどのように理解し時代や取り巻く環境に適
応していくために新たな経営行動として適用していくのかによって、新しい水準への固着
がもたらされる。こうしたプロセスをリードするのが経営者であり、フォロワーである後
継者が事業を承継した後に存分にパフォーマンスを発揮できるようにお膳立てする役割を
                                                   
72資質や能力において、経営者の完全なる複製が求められるということを意味しない。生
物学的に見れば、例えば、創業者の孫であっても、彼は祖父の遺伝子のわずか 1/8 を受け
継ぐに過ぎないのであるから、代を重ねるごとに、当人の資質や能力を規定するにあたっ
て、血統というものが、いかに、あてにならないかということが分かる。  
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担うのである。  
 
4.4 本論文の分析枠組み 
 これまでの議論を踏まえて、本論文の分析枠組みを提示する（図表 4-2）。 
（図表 4-2）本論文の分析枠組み  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
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第 5 章 実証研究 1 
 実証研究 1 では、事業承継のプロセスについて、システムとコミュニケーションの両面
からの統合的なアプローチを通じて、老舗企業における事業承継の実態とその現代的なメ
カニズムを明らかにしていく。  
 
5.1 事例の概要 
事例となった老舗企業は 9 社である。選定にあたっては、次の三つの条件を付した。第
一に、ファミリー、オーナーシップ及びビジネスという三つの主要素の関係性を観察する
ため、親方や職人といった生業レベルの企業を除く必要がある。そこで、当該研究の対象
となる企業は、会社（法人）であることを条件とした。第二に、経営者の交代が行われて
から数年が経過していることである。これは、後継者がトップ・マネジメントとして主体
的な意思決定を担うようになるまでは一定の経過期間を必要とすると考えたことによる。
第三に、規模小体であることを担保するため、中小企業基本法第 2 条の定義に当てはまる
者とした。その上で、新潟県を含む東北地域に所在する老舗企業に対して調査の依頼をし
たところ、図表 5-1 に掲げる 9 社から応諾を得た。従って、当該企業が属する業種や所在
する地域もしくは同族性といった企業属性に関する事前の考慮はなされておらず、ランダ
ムな選定結果である。なお、経営者とは、後継者に対して既に事業を承継した者をいい、
後継者とは、経営者から事業を承継してから数年が経過しトップ・マネジメントとして具
体的な取組みを行っている者をさす。  
（図表 5-1）事例の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 
5.2 調査の方法 
調査の方法は、以下の通りである。まず、老舗企業の後継者に対して事前のアンケート
調査を行なった（巻末資料 1）。アンケート調査の内容は、大別して、①老舗企業の特性に
関すること（創業者一族の支配、家訓及び同族機構の有無等）、②後継者の個人属性に関す
本社所在地 創業年 設立年 資本金 従業員数 主業種 生年 入社年 就任年 何代目
A 新潟県 1816 1961 1,000 20 金属製品製造 1970 1995 2003 7
B 岩手県 1852 1947 9,000 72 金属製品製造 1960 1984 2007 5
C 岩手県 1854 1960 1,000 7* 酒類製造 1956 1979 1994 5
D 新潟県 1855 1954 7,000 255 食料品製造 1964 1992 2006 5
E 山形県 1868 1948 1,000 71 飲食料品卸売 1950 1981 1989 4
F 岩手県 1893 1930 6,350 74 総合印刷 1960 1993 2004 4
G 宮城県 1908 1949 5,000 47 総合印刷 1966 1999 2000 5
H 山形県 1908 1986 1,000 25 食料品製造 1944 1970 1986 3
I 新潟県 1868 1953 6,000 65 旅館 1967 1989 1998 5
*関連会社を含めると従業員数は約300人である。
事例
企業属性 後継者属性
（単位：西暦、万円、人）
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ること（自身の出自や経歴、後継者に選ばれた理由、どのような教育を受けてきたか、経
営者との価値観の相克などコミュニケーションの態様等）及び、③経営基盤及び経営行動
に関すること（経営上の重要な意思決定の態様、経営理念と家訓の一致度、自社の長寿の
源泉等）である。その上で、アンケート調査の結果及び事前に収集した情報をもとに半構
造化面接の方法により後継者に対してインタビュー調査を実施した。インタビュー調査は
2012 年 6 月から 2012 年 12 月にかけて順次、後継者が指定する日時と場所で行われ、その
内容は IC レコーダーで録音された。  
 
5.3 調査結果の分析と考察 
 以下では、本論文の論点に沿って調査結果を叙述し、それに基づいて分析と考察を行う。
なお、文中の“ ”書きの部分がインタビュー調査における後継者の発言を文字テキスト
化したものである。ただし、文中の言葉の一部に関しては、本論文の平仄を合わせるため、
適宜、修正を施している。  
 
5.3.1 家や家訓などの支配原理は現代においても機能しているのか。  
 老舗企業において、家は伝統的支配のためのメタファー化された権威であり、規範とし
ての家訓及び利害調整機関としての同族機構が私法的制度に基づいて整備されていたとい
う。それでは、こうした支配原理は現代においても機能しているのであろうか。まず、ア
ンケート調査の結果を見ると、“親族会等の同族機構を有している（かつて有していた）”
と答えた老舗企業は、1 社（I 社）にとどまった。また、I 社にしても、親族会は、家長で
もある経営者を補佐する機関としての機能を有するのみであり、経営者に対する支配原理
としての役割は果たしていない。  
 
“親族会は不定期に開催している。事案によって、ファミリーの主要なメンバーが集ま
ったり、関係者の間で個別に協議したりしているが、最終的な意思決定は経営者である
自分が行っている”（ I 社）  
 
次いで、家訓が老舗企業の特性の一つとして位置付けられ、現代においても組織の基本
的な指針としての役割や精神的な支柱としての機能を果たしていることは、先行研究の多
くが指摘しているところである。ところが、アンケート調査の結果を見ると、家訓を有す
る老舗企業は、2 社（D 社と E 社）にとどまった 73。また、インタビュー調査の結果による
と、その立法の主旨は、家もしくは家業を対象としたもので、従業員に対する規範として
は見做していない。個人経営や会社であっても生業レベルの小規模企業であれば、こうし
た立法の主旨に基づく家訓であっても組織の規範としての機能を果たしうるであろう。と
ころが、相応の従業員を擁する組織であり、その運営のために合理的な管理経営方式を導
入している D 社と E 社にとっては、その限定された機能のゆえに、家訓が組織の支配原理
                                                   
73参考までに、神田・岩崎（1996a）の調査を見ると、老舗企業の 83％が家訓を有してい
る。他方、今回の調査を見ると、具備率は 22.2％にとどまり、対照的な結果になった。  
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として充分に機能しているとは言い難い。  
 
“家訓及び経営理念の双方共に 3 代目が明文化した。内容は同一であるが、当時は規模
も小さく、家業としての意識が濃密であったため、敢えて区別をつける必要がなかった”
（D 社） 
 
 “創業の当時から口伝で伝わっている家訓を明文化したのが 3 代目である。その内容は、
「保証はするな」、「先祖を敬うこと」、「酒色に溺れないこと」といった子孫にあてた戒
めの内容である。一方、経営理念は私が明文化したが、創業以来の先取の精神を伝える
ことを目的としており、従業員を含む組織全体の規範と見做している”（ E 社） 
 
ビジネスが伝統的支配の枠組みを超えて拡張し合法的支配の恩恵に浴することになると、
ファミリーの系譜に連ならない従業員をも対象とした組織の価値観や行動の指針となる新
たな支配原理が必要とされることになる。その一つが、経営理念である。経営理念は、 C
社を除く 8 社が有する（図表 5-2）。このうち、4 社（A 社、E 社、G 社及び H 社）では、後
継者が事業を承継した後に明文化した。また、 F 社では、事業を承継する前に後継者が起
草したものを経営者が明文化した。さらに、B 社では、3 代目の頃に経営者が社是として明
文化したが、立法の主旨が社内の混乱を収束することを目的としてファミリーの特定の人
物を対象としたもので汎用性がないという理由で、後継者が事業を承継した後に、別途、
経営理念を明文化している。  
（図表 5-2）経営理念と家訓の一致度  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
つまり、9 社が明文化した経営理念を有する割合は 88.8%に達するが、その大半は、後継
者が起草し、もしくは、事業を承継した後に明文化したものであった。彼らが明文化を手
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掛けたのは、家訓ではなく、経営理念であった。それらは、合理的な管理経営方式の導入
の必要性もあるが、バブル崩壊以降の激変するわが国の経済社会にあって、老舗企業とし
ての生き残りをかけて、いま一度、創業の精神を掘り起こし、歴代の経営者の取り組みを
反芻し、自社の存立基盤を明確にする必要があったのである。こうした明文化の真意に切
実なる想いが込められている経営理念であるが、その大半は、後継者のトップ・マネジメ
ントとしての歴史と歩を一にしており、未だ代を継いでいない。このため、これらの経営
理念が、組織の支配原理として承継され続けるに値するかは、後の世代によって、判定さ
れることとなるであろう。  
 
“入社した当時、わが社の経営は危機的な状況にあった。事業を承継した後、最重要の
技術的基盤以外は全て変革したが、その技術を支え、伝えていく支柱として、経営理念
を明文化した。「『人』が『一』枚の銅を『叩』く。この言葉を組み合わせると『命』と
なる」という経営理念のフレーズは、幾世代にもわたって伝えられてきた、わが社のエ
ッセンスを整理統合したものである”（ A 社） 
 
“出版に携わる者として、顧客の情報を適切に管理し、納期を遵守するという本質的な
部分は、何ら変わるところはない。こうした本質的な部分の継続性を保つことを目的と
して経営理念の明文化を行った。その際、社内の文献を調査したところ「商人の一番の
武器は誠実さである」というフレーズをしばしば目にした。そのフレーズと、先代がよ
く口にする言葉や従業員の態度がおおむねマッチする。これが創業者の言葉かどうかは
確認することができなかったが、創業の精神をよく伝えるフレーズではないだろうか”
（G 社） 
 
“創業者は、地元の造酒屋の番頭を務めていたが、灘の造酒屋に奉公していた際に、酒
粕の活用に着目し斯業を創業した。今で言えば見ず知らずの外国に奉公にあがったよう
なもの。そういう厳しい環境に身を置きながらも、ビジネスのチャンスを自分のものと
した。時代と世代が移り変わっても、わが社は、アイディアを絶やさず、新しい製品を
生み、新たな市場を開拓し、常に改善し続けている。こうした創業の精神は、経営理念
として明文化されているだけでなく、企業文化としても根付いている”（ H 社） 
 
経営理念は、その役割と機能において、家と会社を明示的に分離する。ところが、代々、
創業者一族で会社が支配されてきたこともあって、経営理念の明文化を中心とした合理的
な管理経営方式の必要性を痛感し、事実それらを取り入れつつも、後継者の意識は、家業
と社業の狭間で揺れ動いている。  
 
“実際の経営は、社員の意見も幅広く取り入れるなど、社業として行っている。しかし、
所有と経営が分離しておらず、組織も未熟であるので、誰に継がせるかという場面にな
ると、家業としての意識が勝る。経営のトップは、何があっても責任をとる。そういう
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覚悟を委ねるので、事業承継は、これまで、創業者一族の間で行われてきた”（ B 社） 
 
“先々代にあたる 3 代目の頃までは、不安定な商いをしていたので、必ずしも家業を存
続させることがベストの選択とはいえなかった。 4 代目になって会社の規模も大きくな
り、徐々に社業へとシフトしていった。しかし、創業者一族で、代々、事業承継を行っ
てきたのは、やはり、家業という意識が根底にあったことが理由のように思う”（ D 社） 
 
 調査を行った会社の大半（ A、B、C、F、G、H 及び I の各社）は、家訓を有していない。
ところが、家名尊重、祖先崇拝や孝道といった家訓のエッセンスは、後継者の価値観や行
動規範として濃密に埋め込まれている。  
 
 “例えば、朝起きたら仏壇にお参りする。墓参の際には、現当主（経営者）の次に、次
期当主（後継者）の私が拝んでいた。こうした習慣が、過去からの繋がりを大切にする
意識を育み、一方で、序列を自然な形で認識させることによって、ファミリーの和を保
ってきたように思う”（C 社） 
 
家訓や同族機構といった私的法制度の存在を抜きにしても、老舗企業において、家は尊
重され続けている。多くの後継者は自らのルーツに対する自尊感情を有しており、父祖の
築き上げた組織を、次の代へと確実に承継しなければならないという覚悟を持ち合わせて
いる。 
 
 “代々、襲名制を採っている。感覚的ではあるが、その方が、先祖に繋がりやすいので
はないか。家や会社を存続させ続けるためにも、真摯に祖先を崇拝し、供養を欠かさな
いことが大切”（E 社） 
 
 “先代にあたる 4 代目が義父ということもあり、繋がりの深さは当然に意識するし、そ
こに覚悟が生まれる。父祖から預かったものを、次の代に承継していかなければならな
いという覚悟である”（G 社） 
 
“先代が癌を患って現場から呼び戻され、経営に携わるようになった。父が亡くなるま
での 5 年間、2 代目である父と一緒に仕事ができたこと、その傍らで一生懸命に働いて
いる母の姿を目の当たりにしたことが、後継者としての自覚と覚悟を生んだし、ファミ
リーが一致団結する重要な契機にもなった”（ H 社） 
 
 これまでの記述を踏まえて本節をまとめると、次のようになる。まず、中小規模の老舗
企業において、そもそも家訓や同族機構といった私的法制度は殆ど整備されていない。こ
のうち、家訓については、その限定された機能のゆえに、現代において機能しているとは
言い難い。また、同族機構に関しては、家長である経営者の諮問機関的な意味合いが強く、
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経営者でさえ規律するという本来の役割を果たすものとなっていない。次いで、経営理念
であるが、その大半が比較的最近になって後継者によって明文化されたものであり、未だ
代を継いでいない。このため、経営理念が、世代を超えた会社支配の実効性を保つための
規範として認識されると判定するのは時期尚早であろう。最後に、価値観や行動規範に埋
め込まれた緩やかな支配原理として現代においても機能しているものは、「創業者一族によ
る支配」である。つまり、家の資本主義的営利共同体から合理的な経営が分離してもなお、
創業者が築き上げた家業に対する意識は濃密に受け継がれており、組織内部に伝統的支配
と合法的支配の混在するさまを見出すことができる。  
 
5.3.2 後継者の選択にあたって重視されている要因は何か。 
 歴代の経営者は、それぞれの先代と、どのような関係にあったのだろうか。創業者を除
くと、歴代の経営者は 9 社 34 人である。アンケート及びインタビューによる調査の結果を
見ると、先代の養子が 1 人（A 社の 6 代目）、娘婿が 2 人（F 社の 4 代目と G 社の 5 代目）
にとどまる 74。残る 31 人を見ると、先代の兄弟（ A 社の 5 代目）、従兄弟（ G 社の 4 代目）
もしくは配偶者（ I 社の 4 代目）が、それぞれ 1 人であった。つまり、先代の実子が 28 人
であり、全体の約 8 割を占めるという事実から見えてくることは、後継者の選択で最も重
視されている要因が血統であり、より具体的にいえば、自分の子供に他ならない。また、
こうした事実の積み重ねは、周囲の人間に対してだけでなく、本人にも“後継者は自分”
という意識を強くさせる。9 社の後継者の半数（B、D、E 及び H の各社）が、次の経営者に
なることを子供の頃から意識しており、2 人（C 社及び I 社）が、高校や大学の進路を決め
る頃に意識していた。なお、これら 6 人の後継者は先代の実子である。また、残る 3 人に
ついては、先代の娘婿にあたる 2 人（F 社と G 社）が自社に入社した三十代前半の頃に、1
人（A 社）が大学生の頃に兄が急逝したことを契機として、それぞれ次の経営者となるこ
とを意識したという。  
 
“祖父や祖母からは、「お墓はあなたが継ぎなさい」と言われて育ってきたので、次の経
営者は自分であるという意識は子供の頃からあった”（ B 社） 
 
“基本は長男が承継する。周囲の人間からそのように言われてきたという記憶はないが、
次の経営者は自分であるという雰囲気はあった”（ C 社） 
 
“祖父の妹からよく言われてきた。また、子供の頃は、会社と自宅が一緒だったので、
当時の従業員は「後継者はこの子（私）」というふうに感じていたようだ”（ D 社） 
 
“子供の頃から、周囲の人間、とくに、祖母からは、私が次の経営者であることを聞か
                                                   
74松本（1977）の調査では、例えば、三代続く老舗企業では、81 社（38.8%）が 1 件の養
子相続を行なっている。これに対して、今回の調査では、養子相続は 1 件（2.9%）にとど
まる。 
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されてきた”（E 社） 
 
“私は姉二人の末っ子の長男。子供の頃、祖父が亡くなり、 3 代目の経営者となること
を周りから言い聞かされた”（ H 社） 
 
9 人の後継者は全員が、経営者に就任すると同時に、会社の債務に対する連帯保証等の
義務を承継している。つまり、大企業と異なり、間接金融に依存せざるを得ず、個人資産
の担保提供や保証債務といった中小企業ならではの財務体質の問題が、後継者選択の余地
を狭めているということである。  
 
“金融機関との契約書に捺印するための会社の印鑑を、親から子へと譲り渡しながら、
負債を承継しながら、事業を継続していく。わが社のような小さな会社にとって、事業
承継とは、債務を承継していくことでもある”（ B 社） 
 
“所有と経営が一体化していると、個人資産を事業のために担保提供したりして、家の
資産と会社の債務が錯綜し、収拾がつかなくなってしまっている”（ F 社）  
 
“会社の印鑑を先代から引き継ぐことほど重い責任はない”（ I 社） 
 
後継者の多くは、自身が事業を承継した理由は、“創業者の一族であるから”と答えてい
る。事業を承継した年齢は平均 39 歳、就任の最年少は 31 歳（I 社）で、最高齢でも 47 歳
（B 社）であった。このように若くして経営者となったこともあって、就任の理由が“自
身の経営者としての資質や能力にあった”というふうには、大半の後継者が考えていない。
さらに、G 社を除く 8 社では、“他に候補者は存在しなかった”と答えている。インタビュ
ー調査の結果からは、個人資産の担保提供や保証債務といった中小企業ならではの財務体
質の問題が後継者選択の余地を狭めている場合もあるが、むしろ、候補者は早期に一本化
され、経営に携わっていない者や組織の存続に脅威をもたらす者は、経営から排除されて
いる。つまり、老舗企業では、候補者を早期に一本化するという替えがきかなくなるリス
クを負いつつ、候補者に対して早い段階で後継者としての意識を植え付けると共に、事業
承継を巡るファミリー間の利害対立を抑止するメリットを享受しているのである。加えて、
こうした後継者選択のあり方は、候補者に対してトップ・マネジメントに求められる資質
と能力を涵養するための学習と成長の機会を長期間にわたって提供することを可能とする
のである。こうして見ると、後継者選択にあたって、血統を重視することは、彼らの資質
や能力を度外視した情実人事とは必ずしも言い切れまい。むしろ、幾世代にもわたって予
測困難な事態を乗り切って組織としての歴史を紡いできたからこそ、伝統の維持と革新の
担い手たることの困難を自覚しており、そのための資質や能力を獲得していくための長期
的な方略として、身近な人材が重視されるのではないだろうか。  
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“急逝した兄と違って、経営者となることを意識せずに育ってきたが、候補者を複数擁
立しない会社の方針と、子供の頃から、職場が身近にあったことが、急遽、次の経営者
として入社することになっても、スムーズに組織に溶け込めた要因だろう”（ A 社） 
 
“3 代目にあたる祖父から言われてきたことは、「船頭は一人」ということ。当時、経営
を巡ってファミリーで対立があった。その時の苦労を後世に伝えたいと、祖父は考えて
いたのではないだろうか”（ B 社） 
 
“ファミリーの軋轢を避けるため、あえて他の候補者を設けない方針を採ってきたので
はないだろうか”（ D 社）  
 
“他の候補者が存在しないのではなく、意識して競争相手を作らない。つまり、先代か
らすると、次の経営者は私ということが決まっているので、私の教育や環境の整備のほ
うに力を注いでいた。これらは無意識にやっていように思う”（ F 社） 
 
“私も一生懸命に先代である父をサポートしていたし、事業をきちんとした形で存続さ
せるというファミリーの暗黙の合意があった。これは、ステーク・ホールダーが多くて
事業承継の際に苦労した父の代が残してくれた教訓だと思う。こうした教訓が家に根付
いていたこともあって、父から資産等を相続する際、私の二人の姉は非常に協力的であ
った”（ H 社） 
 
以上をまとめると、次の通りとなる。後継者の選択にあたっては、血統が最も重視され
る要因である。その際、候補者は早期に一本化されるが、これは、候補者に対する早い段
階での後継者としての意識の植え付け、事業承継を巡るファミリーの利害対立の抑止、後
継者に対する長期間にわたる学習と成長の機会を提供することを可能としている。  
 
5.3.3 後継者の育成にあたって重視されている機会は何か。また、価値観の調整といっ
た経営者とのコミュニケーションの問題はどのように認識されているのか。  
 小規模な組織の場合、リーダーの良否が組織の存続に直結する。老舗企業において、優
れたリーダーの継続性を確保するためには、番頭への経営の委任や養子相続も辞さないこ
とは、いくつかの先行研究が指摘するところである。一方、今回の調査対象となった老舗
企業の多くは、複数の候補者を擁立しない方針を採っている。その上、後継者の選択にあ
たっては、血統が重視されている。後継者の多くは、子供の頃から、次の経営者になるこ
とを意識しており、実際に事業を承継している。彼らが入社してから事業を承継するまで
の平均的なキャリアを辿ると、次の通りとなる。まず、 27 歳で一般社員として入社する。
その後、いくつかの部署をおよそ 12 年かけて経験し 39 歳で事業を承継している。事業を
承継してから現在に至るまでの期間、つまり、トップ・マネジメントとしての経験年数は
平均で 13 年、最長が 26 年（ H 社）、最短は 5 年（B 社）であった。その間、経営再建、組
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織改革、新市場開拓や新製品開発といった戦略的な取組みを手掛けている。それでは、彼
らは、どのようにしてトップとしての資質と能力を涵養していったのであろうか。図表 5-3
は、9 社の後継者が自らの経験を踏まえて、トップ・マネジメントとして職務を遂行して
いく上で有用であったと考える学習と成長の機会を取りまとめたものである。  
（図表 5-3）後継者が考える有用な学習と成長の機会  
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 これを見ると、後継者にとって、最も重視されている機会が社内でのキャリアを通じた
学習であることが分かる（ A、B、D、E、F、H 及び I 社の 7 人） 7576。続いて、講座などの
座学が、これを補完する格好となっている（A、B、C、E、H 及び I 社の 6 人）。一方、中小
企業における後継者教育でしばしば言及される他社での就業は、後継者本人にとって、そ
れほど重視されてはいない 77。 
 
“先代の行動と成果の因果関係の分析やキャリアを通じた社内での学習”（ F 社） 
 
“例えば「一生懸命仕事する」という感覚も世代によって異なる。私の代では長時間労
働を意味したが、若い世代では効率よく成果を出していくことかも知れない。こういう
感覚は座学で得られるものではなく、従業員と関わり合いながら感得していくもの”（ H
社） 
 
ところで、後継者の意識を見ると、先代である経営者の影響はそれほど大きくない。ト
ップ・マネジメントとして職務を遂行していく上で有用であったと考える学習と成長の機
会として、“（先代）経営者から口伝で伝授された”と答えたのは 4 人（E、 F、H 及び I の
各社）であり、“（先代）経営者の行動を模倣した”と答えたのは 4 人（C、 E、F 及び H の
各社）にとどまった。こうした意識もあって、インタビュー調査の結果からは、後継者の
                                                   
75後継者が他社での就業を経験せずに、学習と成長の機会が専ら社内でのキャリア形成に
基づいたものである場合、既存の価値観や行動規範に黙従するリスクがあることが指摘さ
れている（堀越,2013a）。  
76みずほ総合研究所（2012）は、後継者が社内の各部署の仕事を一通り経験するよりも、
経営トップを補佐する仕事を継続的に続けるほうが事業承継の円滑化に繋がりやすいこと
を指摘している。  
77例えば、三井（中小企業研究センター編 ,2002）  
回答数 回答社
他社での就業 4 D,E,F,I
講座など座学 6 A,B,C,E,H,I
（先代）経営者から口伝で伝授 4 E,F,H,I
（先代）経営者の行動を模倣 4 C,E,F,H
社内でのキャリアを積んだ 7 A,B,D,E,F,H,I
関連会社での経営者としての修行を行った 0
関連会社の立ち上げから軌道に乗せるまでを任された 0
これまでの学習と成長の機会のなかでトップ・マネジメントに有用であったもの
Off-JT
OJT
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多くが、自己の成長にとって“（先代）経営者の影響はそれほど大きくない”と考えている。  
もっとも、こうした意識に関わらず、後継者の育成を効果的に推し進めているのは、「経
営者の関与のあり方」であろう。その理由は、円滑な事業承継の実現に向けた、経営者の
姿勢と態度及びそれに裏付けられた実践にある。それは、①後継者に事業を承継すると同
時に、ビジネスに関する全権を委譲していること、②事業を承継してしばらくの間は共同
代表制を敷くこともあるが、その間でも、トップ・マネジメントとしての重要な意思決定
は後継者に委ねていること、③両者の間に価値観の相克が生じた場合でも、後継者の意思
を最大限に尊重し自らは譲歩する立場を貫いていること、④ファミリーの統率者、つまり
家長としての立場と権限の委譲は留保し、オーナーシップに関する権利の漸進的な移転を
実行する際のファミリーの間の利害調整役を努めていることである。つまり、経営者は、
後継者に対して自分の目が黒いうちにトップとしての実地学習の機会をふんだんに提供す
ることによって、トップとしての重責を担っていくという自覚と覚悟を植え付けているだ
けでなく、家長としてファミリーの間の利害調整の役割を果たすなどして、後継者が後顧
の憂いなく自らの学習と成長の機会を享受し、トップ・マネジメントとしての資質と能力
の涵養を可能にしているように見える。事実、後継者の大半は、事業を承継するにあたっ
て、ファミリーやオーナーシップに関する問題が生じてはいないし、これからも問題とな
るとは考えていない。こうして、後継者に対する「経営者の関与のあり方」は、老舗企業
の経営行動の真骨頂ともいうべき、時代に合わせた伝統の維持と変革への取り組みに如実
に反映されることになる。つまり、経営者はもとより、世代を超えて承継されてきた価値
観ですらも組織にとって逆機能を呈すれば、後継者にとって、それらは変革の対象と認識
されるからである。その結果、老舗企業において、後継者と経営者の価値観の調整といっ
たコミュニケーションに関しては、一対一の属人的な事柄としてではなく、組織存続を第
一義としたシステムの問題として認識されることになる。  
 
“売上が最盛期の三分の一に落ち込み経営が危機的な状況にあった頃、先代からビジネ
スの全権を委譲される形で事業を承継した。こうした事情もあって、製品技術を除いて、
商品構成や流通経路の改革、人員削減や従業員の意識変革といった、これまで受け継が
れてきたビジネスモデルの殆どを変革していった”（ A 社） 
 
 “事業を承継してすぐにビジネスの全権を委譲された。組織存続に向けた変革の過程で、
新体制に馴染めない古参社員に退社してもらうこともあったが、先代はそのことを容認
した”（ B 社） 
 
 “先代にとっては事業を承継した以上、「任せるしかない」ということではないか。トッ
プ・マネジメントというのは、その立場になって、やりながら覚えていくしかない部分
も多い。実際、印鑑を譲られてはじめて、そのプレッシャーの大きさを痛感した”（ E 社） 
 
“事業を承継してトップに就任してすぐに、組織運営に関する全権を委譲された。他方、
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社外の儀礼的な部分は一部、先代が担うことがあった”（ F 社） 
 
 インタビュー調査の結果を見ると、家業意識が濃密に残る老舗企業にあっては、ファミ
リーの和が尊ばれ、後継者を選ぶ際も血統が重視される。その一方で、組織の存続を脅か
す者や経営に参画しない者は、経営から排除される。老舗企業の経営者は、自身に限らず
ファミリーのメンバーに対しても権威の無制限な行使を戒めていることが分かる。こうし
た権限は、伝統的支配と合法的支配が混合された権威に基づくもので、制度的な規制が存
在しなくとも実効性を確保している。  
 
“先々代の経営者だった祖父と、経営陣の一角を占めていた彼の弟は、経営方針を巡っ
て意見の食い違いが絶えなかった。その結果、社内だけでなくファミリーの関係にも軋
轢が生じ、暖簾分けという穏便な形をとって、会社から排除せざるを得なかった”（ B 社）  
 
“家と会社ははっきりと分離しており、ビジネスに携わっていないファミリーの人間が
横槍を入れてくることはない。公私混同をしないことが、わが社が老舗企業になり得た
理由の一つと言えるかも知れない”（ G 社） 
 
 以下、これまでの記述を踏まえて本節のまとめとする。第一に、後継者が自身の経験を
踏まえて、トップ・マネジメントとして職務を遂行していく上で有用であったと考える学
習と成長の機会は、社内でのキャリアを通じた学習と、それを補完する座学である。第二
に、後継者は、自己の成長にとって経営者の影響はそれほど大きくないと考えているが、
後継者が自主的に学習し成長していく機会を効果的に提供しているのは、むしろ、経営者
である。とりわけ、後継者に対して早い段階でトップ・マネジメントしての地位と権限を
全面的に委譲することによって、リーダーとしての実践を通じて経営者に求められる資質
と能力の涵養をお膳立てしている。同時に、組織においては若きリーダーの補佐役として、
家長としてはファミリーの利害調整役として、いわば黒子に徹している。こうして、合理
的な管理経営方式が導入されている組織において、世代交代が世襲的に予定されたもので
あっても、後継者が獲得したリーダーシップの権威が、創業者一族による会社支配の実効
性を維持し得ているのである。最後に、後継者と経営者の価値観の調整といったコミュニ
ケーションの良否は、組織存続を第一義としたシステムの問題として認識される。つまり、
親子であるからといった属人的な事柄は考慮されず、時代や環境に組織を適応させる価値
観が優先されるのである。  
 
5.3.4 経営基盤はどのようにして伝承され、経営行動に結び付けられているのか。  
 アンケート調査の結果から、 9 人の後継者が自社の長寿の源泉をどのように認識してい
るのかを取りまとめたものが、図表 5-4 である。  
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（図表 5-4）後継者が認識する自社の長寿の源泉  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 後継者は、平均してトップ・マネジメントに就任するまでの 12 年間と就任してからの
13 年間の併せて 25 年間にわたって、自社が老舗企業として存続し続けるさまを実体験し
てきた。アンケート調査の結果を見ると、“取引先との良好な関係を維持してきたこと”（ 9
社）及び“地域との良好な関係を維持してきたこと”（ 7 社）が重視されているが、これは、
売り手よし買い手よし世間よしという、いわゆる「三方よし」の精神が明確に意識されて
いることが分かる。これらは、自社の長寿の源泉として意識されるだけでなく、時代や環
境に伴う顧客や地域の実情にあわせて提供する商品やサービスを変革していく必要性を認
識していることの表れでもあるといえる。  
 
“祖父（先々代）の頃までは、競合先も限定され、作れば売れた時代”（ B 社） 
 
“営業の管理職であるにもかかわらず、事務所で延々とパソコンをいじっている古参社
員も存在した”（G 社） 
 
自社の経営基盤を理解することは、伝統の維持と変革にとって不可欠である。ところが、
これまでに見てきたように、事例となった 9 社の大半は、老舗企業の特性ともいわれる家
訓や同族機構はもとより、経営理念さえも存在しなかった。後継者によると、自らの学習
と成長の機会における経営者の影響もそれほど大きくないという。後継者が自社の経営基
盤を知る術は、形式的な条件としては極めて限定的であったことが分かる。さしあたって、
手掛かりとなりそうなことは、社内でのキャリアを通じた学習とその取り組みの一つとし
ての経営理念の明文化であろう。つまり、後継者は長い期間をかけて主体的に学習と成長
に取り組みながら、いわば経験的に自社の経営基盤を理解していったと考えられるのでは
ないだろうか。  
 
“技術以外は全て変えた。逆に言えば、創業以来、技術をこれだけ変えない会社も珍し
い”（A 社） 
長寿の源泉 回答数 回答社
創業者の一族で事業を承継してきたこと 4 A,D,E,H
経営理念や家訓の実践に努めてきたこと 2 E,H
創業者の一族に関わりなく、積極的に経営者や幹部社員の登用に努めてきたこと 0
後継者（次期経営者）の育成を重視してきたこと 2 A,E
伝統を守り、事業を無理して広げなかったこと 4 A,C,D,H
秘伝の技術を守り継いできたこと 1 A
取引先との良好な関係を維持してきたこと 9 A,B,C,D,E,F,G,H,I
地域との良好な関係を維持してきたこと 7 A,B,C,E,F,G,H
経営姿勢などを時代に合わせて変革してきたこと 7 A,B,D,E,G,H,I
技術を承継しつつも、発展・強化してきたこと 3 A,D,G
常に新しい事業・製品の開発に取り組んできたこと 3 A,B,E
常に新しい取引先を開拓してきたこと 6 A,B,E,F,H,I
資金繰りの安全性の確保に努めてきたこと 3 A,E,H
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“工業製品としての鋳物ではなく、南部鉄器としての鋳物。私たちが守ってきた伝統や
文化、温もりといったところで勝負してきたから、これまで存続することが出来た”（ B
社） 
 
“常に革新、新しい事業を興していかないと代は繋げない。そういう先取の精神は、代々、
受け継がれている”（ E 社）  
 
“私が入社する 1 年前にオープンした姉妹館は、「馴染み客を中心とした昔ながらのわが
社を蘇らせたい」そして「女性である自分が一人で気軽に泊まれる旅館を作りたい」と
いう、先代の想いが具現化したものである”（ I 社） 
 
先述したように、個人の価値観は、組織にとって機能的であるか否かというシステムの
問題としてその是非が判定されるが、唯一の例外ともいえる存在が、事業を承継しトップ・
マネジメントとして伝統の維持と変革に取り組む後継者の価値観であろう。 6 人の後継者
（A、B、C、F、G 及び H の各社）は、経営者との間で価値観の相克があった場合、“譲歩す
るのは自分ではなく経営者であることが多い”と答えている。また、“経営者とは、お互い
が納得するまで議論する”と答えた E 社の後継者にしても、意見を具申するのは、専ら後
継者のほうであった。  
 
“先代は社内の融和を重視し争いごとを好まなかった。このため、先々代の頃の悪弊を
残置してしまった。商慣行や市場環境の激変に直面し、悪弊を温存したままでは組織の
存続にも支障が生じる。ダメなものはダメと考え、経営幹部の更迭も含めて、悪弊を除
いた”（ B 社） 
 
“先代の頃までは、今期は酒を何石作るかだったが、私の代になると、原料米の選定か
ら顧客の嗜好に合わせたキメ細かな酒造りが要請されるようになった。こうした変化に
対処していくにあたって、先代に感じていたギャップを少しずつ埋めていった”（ C 社） 
 
組織に根付いた自らの価値観や行動規範が変革されてくことを受け入れながら、後継者
のこうした取組みを陰で支えているのが、「経営者の関与のあり方」である。つまり、ビジ
ネスに関する全権を委任した以上、トップ・マネジメントにおける意思決定の場面で価値
観の相克が生じた場合であっても、経営者は、若き後継者の意思を最大限に尊重している。
あれこれと指図するのではなく、任せた以上は、させてみるのである。  
 
“創業者と 2 代目の地域における存在感は大きく、先代である 3 代目はその恩恵を被っ
てきた。しかし、環境の変化に伴って、私の代では、家業であり続けることが困難にな
ってきた。こうした背景があって、家業から社業への転換に取り組むことになった。そ
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の際、先代には家業意識が強く、こうした取り組みに対して違和感を持っていたようだ
が、最終的には、私の意図を理解して任せてくれた”（ F 社） 
 
“素材を充分に吟味するという先代の教えを守りつつも、一方で、時代の変化に合わせ
て添加物を極力減らす取組みを行ってきた。先代がこうした取組みに意見を差し挟むこ
とはなかったが、一抹の寂しさを覚えることもあったようで、これまで事業を盛り立て
てきた先代の感情にもう少し配慮すればよかったという反省もある”（ H 社） 
 
以上をまとめると、次の通りとなる。第一に、多くの老舗企業では、家訓や経営理念が
存在せず、経営者の関与が積極的ではなかったことから、後継者が自社の経営基盤を知る
術は、形式的な条件としては極めて限定的であった。これに対して、後継者は、社内での
キャリアを通じた学習や経営理念の明文化を通じて、経験的に自社の経営基盤を理解して
いった。第二に、事業を承継した後継者がトップ・マネジメントとして取り組んでいく際
にも、自らの価値観やそれに基づいて組織に植え付けた行動規範に拘泥せず、後継者の意
思を最大限に尊重するという「経営者の関与のあり方」が、老舗企業ならではの伝統の維
持と革新という経営行動を支えているといえよう。  
 
5.4 実証研究 1 の結論と今後の課題 
まず、これまでの老舗企業の実態に関する先行研究の知見と当該研究の発見事実との整
合性を確認する。次いで、新たな発見事実を付記すると共に、実証研究 1 の結論として、
「老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムの概念モデル」を提示する。最後に、
今後の課題を示す。  
 
5.4.1  老舗企業の実態に関する先行研究の知見と当該研究の発見事実との整合性  
 事業承継と関連するもののうち、老舗企業の特性として挙げられるのが、家や家訓など
の支配原理の存在、養子相続や番頭経営といった能力主義の後継者選択、伝統の維持と変
革に向けた経営行動である。以下では、それぞれについて、当該研究での発見事実との整
合性を叙述していく。第一に、中小規模の老舗企業において、現代においても支配原理と
して機能しているものが、「創業者一族による支配」であった。調査対象となった老舗企業
では、家はメタファー化された権威として尊重され、ファミリーの和が重視され、合理的
な管理経営方式を導入しているにも関わらず、家業意識を濃密に残置していた。こうした
認識に関しては、先行研究の知見と整合的であるが、支配原理としての私的法制度の存在
や具体的な支配の方法については、先行研究とは異なる結果が得られた。それは、①中小
規模の老舗企業においては家訓や同族機構といった私的法制度の整備が行われているとは
いえないこと、また、②その限定された機能のゆえに、家訓や同族機構が現代における組
織の支配原理として機能的であるとはいえないこと、従って、③具体的な方法は、専ら価
値観や行動規範として埋め込まれた緩やかな支配であること、④現代における新たな支配
原理を模索していること、である。相応の従業員数を有する老舗企業にあっては、時代や
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環境の変化に適応していくために、合理的な管理経営方式を導入し、家と会社を明示的に
分離しつつ、組織運営を行っていく必要に迫られていた。その方策の一つが、経営理念の
明文化である。こうした事実については、先行研究の知見と整合的であるが、その多くが
後継者によって比較的最近に制定されたものであり、こうした未だ代を継いでいない経営
理念をして、老舗企業の新たな支配原理と判定することは時期尚早であると思われる。第
二に、「創業者一族による支配」は、後継者の選択に、確実に影響を及ぼしていることが明
らかにされた。もっとも、その選択のあり方は、血統を重視したものであり、有能な人材
を経営管理の任に充てることを目的とした資質や能力を重視したものとはなっていない。
この点については、いわゆる番頭経営に象徴されるように有能な人材を経営管理の任に充
てるという先行研究の知見とは整合的とはいえない。また、次の経営者の候補は、早期に
一本化される。こうした候補者の早期の一本化とその後の長期にわたる後継者の育成にこ
そ、確実に代を継いでいくことを責務として、システムへの奉仕者として自らを擬すると
いう、老舗企業における独自の経営者観が凝縮されているように思われる。第三に、後継
者の選択と育成やファミリーの利害調整に始まり、後継者が取り組む伝統の維持と変革に
向けた経営行動に到るプロセス全体において最も重視されるものが、後継者に対する「経
営者の関与のあり方」であることが明らかにされた。その際、先行研究で指摘されたよう
な後継者と経営者の間の価値観の調整は殆ど問題とはならない。むしろ、経営者の価値観
やそれに根差した組織の行動規範が、老舗企業の経営行動の真骨頂ともいえる伝統の維持
と変革への取り組みにとって障害となるのか否かという基準に基づいてその是非が判定さ
れることになる。このため、後継者にとって重視されるのは、これまでに承継されてきた
価値観が組織にとって機能的であるか否かであり、他方、経営者は、自らの価値観が否定
されることに拘泥せず、後継者の自主的な学習と成長の機会をお膳立てし、ファミリーの
利害調整を進めながら、彼の意思を最大限に尊重し、トップ・マネジメントとしての成長
を見守っているように思われる。  
 
5.4.2 新たな発見事実  
先行研究のレビューを通じて、老舗企業の事業承継に関しては殆ど明らかにされていな
いことは既に指摘したとおりである。本項では、老舗企業における事業承継プロセスにつ
いて、「後継者の選択と育成」、「地位と権限そして資産の集中的移転」及び「経営基盤の伝
承と経営行動」に関する三つのプロセス（以下、「事業承継の三段階プロセス」という。）
に区切って、当該研究における新たな発見事実を叙述する。第一に、後継者の選択と育成
のプロセスであるが、後継者の選択にあたっては血統が重視され、候補者は早期に一本化
される。こうした早期の一本化は、当人に経営者としての重責を担うという自覚と覚悟を
植え付けるだけでなく、長期間にわたる学習と成長の機会を提供する。加えて、ファミリ
ーの人間にも次期経営者に選択の余地がないことを知らしめ、事業承継を巡るファミリー
の利害の対立を抑止する効果をもたらしている。ところで、後継者が自らの経験を踏まえ
て、トップ・マネジメントとして職務を遂行していく上で有用であったと考える学習と成
長の機会の中で最も重視するものが、社内でのキャリアを通じた学習とそれを補完する座
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学である。なかでも、経営者が補佐する中で行われるトップ・マネジメントとしての実地
学習は、経営上の重要な意思決定を委ねられるなど、極めて重視される。その際、経営者
は、自らの価値観に拘泥せず、あれこれと指図することもなく、後継者の意思を最大限に
尊重し、その取り組みを見守っている。第二に、地位と権限そして資産の集中的移転のプ
ロセスについては、概略以下のようなステップを辿っている。まず、後継者がトップ・マ
ネジメントに就任する前後にかけて、株式等のオーナーシップに関する権利の移転が漸進
的に進められる。次いで、ビジネスに関する地位と権限が、後継者がトップ・マネジメン
トに就任すると同時に保証債務等の義務と共に全面的に委譲される。その際、共同代表制
を敷くこともあるが、経営上の重要な意思決定は原則として事業を承継した後継者に委ね
られる。最後に、先代となった経営者から家長としての地位と権限を譲り受け、後継者を
頂点とした新たなヒェラルキーの確立をもって世代交代が完遂する。第三に、経営基盤の
伝承と経営行動への適用のプロセスであるが、中小規模の老舗企業においては、家訓や経
営理念といった経営基盤を伝承するための手段や媒体に乏しい。このため、後継者は、社
内でのキャリアを通じた学習と経営理念の明文化を通じて、経験的に自社の経営基盤を理
解している。その際、経営者は、積極的に関与するのではなく、あくまでも補佐役に徹し、
これまで承継されてきた価値観や行動規範の変革を要する取組みであっても、後継者の意
思を最大限に尊重し、リーダーとしての彼の成長と組織の行く末を見守っている。こうし
て、オーナー経営者によく見られるという退き際の悪さは 78、老舗企業においては回避さ
れる。つまり、確実に代を継いでいくことを責務としてシステムへの奉仕者として自らを
擬するという老舗企業に独自の経営者観が出処進退の潔さを実現し、トップ・マネジメン
トの新陳代謝を活発にしているように見える。  
 
5.4.3 老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムの概念モデルの提示  
 前二項の叙述を踏まえて、実証研究 1 の結論として、「老舗企業における事業承継の現代
的なメカニズムの概念モデル」を提示する（図表 5-5）。これを見ると、このモデルは、「創
業者一族による支配」、「経営者の関与のあり方」及び「事業承継の三段階プロセス」とい
う三つの単位で構成され、「創業者一族による支配」を起点として、「事業承継の三段階プ
ロセス」を終点としたフィードバックループを描いていることが分かる。このループのな
かで、ファミリー、オーナーシップ及びビジネスというシステムを構成する三つの主要素
は、それぞれの単位のいずれかもくしは全てに還元される。以下では、そのメカニズムに
ついて詳述する。まず、フィードバックループの起点となる「創業者一族による支配」は、
老舗企業の支配原理として、存続を第一義とする組織運営を志向し、その目的の達成を家
長である経営者に委任している。その際、世代交代の直後であるなど、経営者が若年であ
る場合は、先代となった経営者がこれを補佐する。次いで、「経営者の関与のあり方」であ
るが、創業者一族から委任を受けた経営者が最も意を用いるのが、後継者の選択と育成で
                                                   
78今回の調査では、9 人が事業を承継した年齢は平均で 39 歳であった。一方、中小企業庁
（2006）によると、経営者が引退を希望する年齢は平均 64.5 歳であった。その差は 25 歳
であり、親子として違和感のない年齢差といえるのではないだろうか。  
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ある。優れたリーダーの継続性を保つための後継者に対する学習と成長の機会を提供する
と共に、経営者としての地位と権限そして資産の集中的移転を実現するための利害調整や
障害排除が行われる。最後に、「後継者の選択と育成」、「地位と権限そして資産の集中的移
転」及び「経営基盤の伝承と経営行動」に関する三つのプロセスを総称した「事業承継の
三段階プロセス」では、老舗企業における経営行動の真骨頂ともいうべき伝統の維持と変
革に向けた取り組みを通じて、新たなリーダーとしての実質的な認知がなされ、家長とし
ての地位と権限が承継される。そして、後継者を頂点とする新たなヒェラルキーの確立を
もって世代交代が完遂する。さらに、後継者によるトップ・マネジメントしての取り組み
からは、次世代に向けた課題の提起がなされ、それらは組織情報として支配原理に向けて
フィードバックされていく。こうして、時代や環境が変化し続けていく中で、創業者一族
による会社支配の実効性を確保するための権威が探求され、あらゆる成員を組織存続に向
けて協働せしめるために必要な支配原理が再構築されていく。つまり、老舗企業において
は、家父長制的ともいえる伝統的支配が根強く残っているが、そこにリーダーシップの権
威を組み込むことによって、合理的な管理経営方式の導入による合法的支配とのトレー
ド・オフを克服し、世代を超えた支配原理としての「創業者一族による支配」を機能せし
めているのである。  
（図表 5-5）老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムの概念モデル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
主な役割 基本的方向性
家を尊重する意識
価値観や行動規範による緩やかな支配
存続を第一義とする組織運営
家長（原則として経営者）に委任
→ 経営者に就任
主な役割 基本的方向性 血統重視 →
候補者の早期一
本化
経営権の移転
経営に関しては早期世代交代 義務の承継
経営の全権を委任
価値観の相克があっても後継者の意思を尊重
ファミリーの間の利害を調整
障害の排除 ↓
←次世代に向けた課題の提起
経営者の関与のあり方
後継者の補佐役
家長（ファミリーの統率者）
新たなヒェラルキーの
確立
創業者一族による支配
家長の地位と権限の
承継
支配原理
経営に対する関与
社内でのキャリア学習が中心
所有権の漸進的移転
後継者の選択
トップ・マネジメントとしての事前学習
経営者としての取り組み
事業承継の三段階プロセス
実地学習を通じた学習と成長
同時
子供の頃から意識
20歳代で入社
40歳頃から
組織情報としてフィードバック
緩やかな支配
深くコミット
主体性を尊重
共同代表として補佐しつつ主体性を尊重
経営理念の支配原理としての確立など
委任
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 最後に、先行研究の検討を通じて仮定した事業承継の概念モデル（図表 4-1,41 頁）と当
該モデルとの相違点を確認しておこう。二つのモデルの相違点は、前者では、システムの
主要素とさまざまな権威は、相互に影響しあいながら、暫時、経営者から後継者に対して
移転していくが、その際の移転の困難さについて難易をつけなかったが、後者においては、
伝統的支配に基づく家長としての地位と権限については、事業承継の最終段階で後継者に
対して譲り渡されるメカニズムになっているところにある。その理由は、老舗企業におい
ては、支配原理としての「創業者一族による支配」の影響力の大きさを如実に表している
ことにあるが、わが国の中小企業の大半がファミリーの特定少数に支配される同族会社で
あることを鑑みれば、当該モデルの有用性が損なわれることはないと考えられる。また、
抽象的な概念モデルとしての前者に対して、事業承継のプロセスにおける経営者の関与が
具体的に例示され、また、事業承継とは、円環的で、始まりも終わりも定かでない営為で
あることが可視化され、実用性という観点からも、当該モデルの有効性は認められるだろ
う。 
 
5.4.4 今後の課題 
 わが国に 2 万社以上あるといわれる老舗企業に対して当該研究の発見事実の一般妥当性
を検証していくことは重要であるが 79、さしあたっては、当該研究の本質的限界を埋める
べく、次のことを明らかにしていくことが今後の課題であろう。つまり、当該研究は経営
者から事業を承継してから数年が経過しトップ・マネジメントとして具体的な取組みを行
っている後継者に対してアンケート調査及びインタビュー調査を行っている。その結果、
外形的な基準に関することを除けば、経営者の関与のあり方や実際の事業承継の進め方に
ついては、事業を承継された立場からの意識や理解とならざるを得ない。そこで、実際に
事業を承継して先代となった経営者に対してもインタビュー調査等を実施し、後継者と経
営者の双方の視点から事業承継のプロセスを捉えなおしていく必要がある 80。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
79後藤（前川・末包編著,2011）によると、わが国には老舗企業が 24,570 社存在する（2010
年 7 月 12 日現在）。  
80欧米のファミリービジネスとわが国の中小企業に関する事業承継の研究でも、そのタイ
プが定量的か定性的かにかかわらず、既に事業を承継した後継者の意識や理解によって分
析と考察が行われている。これは、後継者に対する配慮もしくは高齢化や健康上の理由か
ら、先代となった経営者に対する調査が困難であることが理由の一つではないだろうか。  
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第 6 章 実証研究 2 
実証研究 2 では、事業承継のプロセスにおける後継者と後継者のコミュニケーションか
ら生じる問題を双方の視点から捉えなおすことによって、両者の意識のギャップを解消し
つつ、後継者が周囲の信頼を獲得し、トップ・マネジメントとして伝統の維持と変革に取
り組んでいくプロセスを明らかにし、円滑な事業承継を実現するための経営者の関与のあ
り方を再考する。 
 
6.1 調査の方法 
調査の方法は、以下の通りである。まず、実証研究 1 の調査で協力を得た 2 社に対して
事業承継のプロセスに関するアンケート調査を行った（巻末資料 2）81。アンケート調査は、
事例企業のオーナーシップ、ファミリー及びビジネスに関する現状を把握することを目的
として行われた。その上で、アンケート調査の結果及び事前に収集した情報をもとに経営
者と後継者のそれぞれに対して半構造化面接の方法によりインタビュー調査を実施した。
インタビュー調査は、2012 年 6 月から 2012 年 12 月にかけて順次、両者が指定する日時と
場所で個別に行われ、その内容は IC レコーダーで録音された。また、2012 年 1 月から 2013
年 6 月にかけて、適宜、経営者及び後継者に対して、追加情報を収集するための電話もし
くは電子メールによる調査を行った。なお、経営者とは、後継者に対して既に事業を承継
した者をいい、後継者とは、経営者から事業を承継してから数年が経過しトップ・マネジ
メントとして具体的な取組みを行っている者をさす 82。 
 
6.2 調査結果の分析と考察 
 実証研究 1 での発見事実を通じて見えてきたことは、事業承継のプロセスは、「後継者の
選択と育成」、「地位と権限そして資産の集中的移転」及び「経営基盤の伝承と経営行動」
に関する三つのプロセスが時系列で複線的に展開されるということである。これらを総称
した「事業承継の三段階プロセス」は、起承転結のように一本の線をなすのではなく、そ
れぞれが糸のように縒りあいながら進んでいく。その際、事業を承継した殆どの後継者が、
経営理念の明文化という新たな支配原理の構築を行なっているが、これは組織変革に向け
たトップ・マネジメントとしての取組みの一つに他ならない。ところで、組織変革という
主体的行為のプロセスを明らかにすることを目的とした組織変革のプロセスモデルは、前
述した Lewin（1951）の組織変革の三段階プロセスモデルにとどまらず、多様な視点から
数多くのモデルが提示されている 83。これらのモデルでは、組織変革に向けた主体的行為
                                                   
81他社においては、後継者に対する配慮もしくは高齢化や健康上の理由から、先代となっ
た経営者に対する調査が不可能であった。  
82本来であれば、経営者は先代経営者、後継者は経営者とそれぞれ表記するほうが望まし
いが、本論文全体の平仄を合わせた。  
83具体的には、①Schein（1985,1999）、Kotter（1996）及び Kotter and Cohen（2002）の
企業文化の変革モデル、②Walton（1995）のマネジメント変革モデル、③組織開発に関す
る French（1969）と幸田（1972）のモデル、④持続的イノベーションについての野中（ 1985）
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の因果関係を明快に描いてはいるが、他方、本論文の主題となる事業承継という主体的行
為が複雑で機微に溢れる営為であること、また、当該研究の三つの論点についても、単純
な因果関係の連鎖として捉えられないことを踏まえると、一連のプロセスが同時並行的に
複線的に展開される「事業承継の三段階プロセス」を用いて分析と考察を行っていくこと
で差し支えないと思われる。そこで、本節では、実証研究 1 で提示した「事業承継の三段
階プロセス」に沿って、事例企業ごとに、調査結果を叙述し、それに基づいて分析と考察
を行う。なお、文中の“ ”書きの部分が、インタビューにおける、それぞれの後継者と
後継者の発言を文字テキスト化したものである。ただし、文中の言葉の一部に関しては、
本論文の平仄を合わせるため、適宜、修正を施している。  
 
6.2.1 事例 A 経営者との積極的なコミュニケーションがない中で、後継者が経験的学習
を中心として、自分なりのトップ・マネジメントとしての方法論を身に着
けていった事例 
 まず、A 社の会社概要を叙述する。A 社は、岩手県に本社を置き、創業者から数えて現在
で 5 代目となる、南部鉄器を中心とする鋳物製造業者である（図表 6-1）。なお、同社は、
創業以来、5 代にわたって、創業者の一族が、所有と経営の双方を支配している。同社は、
1852 年に創業、1947 年に法人となった。創業以来、伝統工芸としての南部鉄器とその背景
にある技術を蓄積するなどして経営基盤を確立する一方、同業他社に先駆けて、1960 年に
社是を明文化、1961 年に労働環境の改善を目的とした工場近代化に着手し、家業から社業
への転換に取り組んでいる。さらに、1966 年には海外との取引を開始し、異なるマーケッ
トニーズに対応するデザインや機能性を追求し続けてきた。これらの背景を為す、進取の
気性に富んだ企業文化は、自主性を尊重した後継者の育成と、その反面、何があっても責
任をとるという自覚と覚悟を委ねられた歴代経営者の懸命な想いが、具現化したものであ
るといえる。  
（図表 6-1）事例 A の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
続いて、経営者と後継者が歩んできたキャリアについて、後の組織運営に大きな影響を
及ぼすことになった要因を中心に辿っていく。経営者は、3 代目の長子として 1932 年に生
まれ、1958 年に大学卒業と同時に入社、 1974 年に 4 代目の経営者に就任、2007 年に代表
                                                                                                                                                                        
と野中・紺野（2003）等がある。  
経営者 後継者
生年 1932 1960 本社所在地 岩手県
入社年 1958 1984 創業年 1852
経営者就任年 1974 2007 設立年 1947
経営者退任年 2007 - 何代目 5
共同代表期間 資本金 9,000
株主としての地位 4順位 筆頭 従業員数 72
両者の関係 実父 実子かつ長子 主業種 金属製品製造
なし
（単位：西暦、万円、人）
企業属性
経営者属性
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権のない会長に退いている。2007 年には、筆頭株主の地位も後継者に譲り渡している。と
ころで、経営者のキャリアの中で、後の組織運営に影響を及ぼした三つの大きなイベント
がある。それは、一つは、子供の頃から、当時における自社の劣悪な労働環境や、そのな
かで懸命に働いている両親や従業員らを見るにつれ、“何とか自分の手で会社を栄えさせて、
工場の設備や環境を改善したい”という想いを抱くようになったことである 84。二つめは、
大学に進学した後、大病を患ったことにより、卒業が三年ほど遅れたことである。青年期
におけるこの過酷な試練は、自分や他者の健康や幸福を願う想いを同人に醸成していった。
三つめは、3 代目の弟で、当時、同社の専務であった人物との関係性である。 1960 年に明
文化した社是は、会社とそのステーク・ホールダーの繁栄と幸福を願う内容を記したもの
で、経営者とその人物が合作したものである。ところが、社業が隆盛を迎えるにつれて、3
代目と専務の間で組織の運営を巡る意見の対立が目立つようになり、社内は混乱を来し、
ついには、専務が同社を去ることになった。このことが、社内の融和を第一に考え、時に、
優柔不断と映るような組織運営の端緒となったのである。  
 
（経営者のキャリアを通じて、後の組織運営に影響を及ぼした三つのイベント）  
 
 ① 子供の頃に自社の劣悪な労働環境の下で両親や従業員が懸命に働いている姿を見続
けたこと。このことから、工場の設備や環境を改善したいという想いを抱くようにな
った。 
 ② 大病を患ったことにより大学の卒業が三年ほど遅れたこと。このことが、自身のみ
ならず他者の健康や幸福を願う想いを同人に醸成していった。  
 ③ 入社した頃にファミリーの間で諍いが生じ社内に混乱を来すという経験をしたこと。
このことが、社内の融和を第一に考え、時に、優柔不断と映るような組織運営の端緒
となった。  
 
一方、後継者は、経営者の長子として 1960 年に生まれ、大学卒業後、デザイン事務所で
の勤務を経て 1984 年に入社した。主に製造現場での経験や新製品開発に従事した後、1997
年に常務に昇進し経営陣の一角を担い、経営管理や営業などの仕事を手掛ける。そして、
2007 年に 5 代目として事業を承継すると共に、筆頭株主としての地位を経営者から譲り渡
されている。後継者のキャリアの中でも、後の組織運営に影響を及ぼした三つの大きなイ
ベントがある。それは、一つめは、子供の頃から、祖父母の影響を強く受けていること。
とりわけ、3 代目であった祖父からは、しばしば、“船頭は一人”というフレーズと共に、
組織運営のコツを言い聞かされてきた。そこで、トップは強力なリーダーシップを発揮し
て、時に、組織の存続に脅威をもたらす人材を排除しつつ、社内の結束を図らなければな
らないという、経営者とは異なる組織運営の方法を身に着けていった。二つめは、入社後、
製造現場で経験を積み、伝統工芸品であると同時に、実用品としての南部鉄器の良さを、
                                                   
84同人によると、こうした工場の様子が、当時の中小規模の鋳物工場と比べて格別に劣っ
ていたわけではない。  
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改めて実感したことである。この現場での経験と気づきが、後に、フライパンや鍋、パン
焼き器など、数々のヒット商品を生む契機となる。三つめは、実質的には、経営再建を任
される形で、事業を承継したことである。こうした事情もあって、社内での業務改善、各
種勉強会への参加、中小企業基盤整備機構の専門家の受け入れ、金融機関との度重なる交
渉といった主体的取組みの数々が、経営者のトップ・マネジメントとしての学習と成長を
加速し、周囲の信頼の獲得に結び付くことになった。  
 
（後継者のキャリアを通じて、後の組織運営に影響を及ぼした三つのイベント）  
 
 ① 子供の頃から祖父母の影響を強く受けてきたが、とりわけ、“船頭は一人”というフ
レーズと共に組織運営のコツを言い聞かされてきたこと。このことが、トップは強力
なリーダーシップを発揮して社内を牽引していくという、先代とは異なる組織運営の
方法を身に着けていった。  
 ② 入社後の社内でのキャリア形成、とりわけ製造現場での経験と気づき。このことが、
後に、数々のヒット商品を生む契機となった。  
 ③ 実質的には、経営再建を任される形で事業を承継したこと。このことが、組織存続
に向けたトップ・マネジメントとしての学習と成長を促す主体的取組みを加速し、周
囲の信頼獲得へと結び付いていった。  
 
それでは、組織運営を巡って、両者のさまざまな想いが交錯する事業承継は、どのよう
にして進行していったのであろうか。  
 
6.2.1.1 後継者の選択と育成のプロセス  
 A 社は、長子が早世した一例を除いて、代々、創業者の直系の長子による事業承継を基
本としている。このため、経営者の長子であった後継者が、 5 代目となることは周知の事
実であった。後継者は、祖父母から、“お墓はあなたが継ぎなさい”と折りに触れて言われ
てきたこともあって、自分が 5 代目となることを、子供の頃から漠然と意識していたとい
う。他方、経営者は、最終的には、自らの判断で、彼を後継者に選ぶことになるのだが、
そのようなことをいうことはなかった。その理由は、心身共にハードな中小企業の後継者
の立場を子供に承継させることに対する逡巡があったからである。  
 
“会社を継ごうという人材は誰もいなかった。規模も小さいし、満足な設備や待遇があ
るわけではない。その上、中小企業の経営者というのは、経理や財務、設備の状態に目
を配り、社内だけでなく地域や業界との関係にも気を配らなければならない。同時に、
何を作ってどこに売るかも考えながら実践していく必要がある。精神的にも肉体的にも
大変な仕事だから、子供に承継させることには躊躇いがあった。その反面、大変だから
こそ、他人に任せるのでなく、自分の子供に託すしかないという想いもあった”（経営者）  
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 確かに、後継者は、“他の候補者は存在しなかった”と考えている。事実、血縁関係の密
接な経営者の弟妹及びその子供たち並びに後継者の妹は、ジャーナリストや医師といった
同社と一切かかわりのない職業に就いている。このような状況の下で、後継者は、大学の
進路については、あくまでも自由意志により、同社と関わりのある分野を選択している。
また、大学卒業後にデザイン事務所に就職しているが、あくまでこれも後継者の自由意志
であるという。こうした後継者が行った進路や就業先の選択について、経営者は、次によ
うに考えている。  
 
“5 代目は、子供の頃から、デザインが好きだったので、大学もそういう分野に進んだ。
結果として、わが社の製品開発に大いに貢献することになったが、彼が自分で選択した
もので、後継者教育の一環という意識は全く持っていない。大学卒業後のデザイン事務
所への就職も同様である”（経営者）  
 
 後継者は、約 2 年間の他社での就業を終えて A 社に入社することになるが、これも経営
者から要請があったからではなく、あくまでも彼の自由意志であった。また、経営者の関
与は、後継者が入社すると、本格的に行われるようになる。ただし、後継者によると、そ
のあり方は、“社内での配属を指図するのみで、具体的なことはほとんど指示されることは
なかった”という。  
 
“経営者の方針が、現場を知らなければトップ・マネジメントとしてやっていけないと
いうものだったので、入社後の数年間は、工場で製品づくりを手掛けていた。その後、
現場で仕事をしていく中で自分なりに気づくこともあったので、予算もつかないまま、
いわば手弁当で、新製品開発を手掛けるようになった。常務に昇進してからは、経営管
理や営業の仕事を行ったが、いずれも、はじめてのことだらけであり、独学で、経験を
積みながら、覚えていくしかなかった”（後継者）  
 
 後継者の育成が、事実、前述のようなものであったことは、経営者も同意している。ま
た、製造現場や新製品開発といった、同社の基幹業務を経験させた後、経営陣の一角に加
え、後継者としての本格的な準備に進ませるという合理的な育成のプロセスは、そのよう
にしようと計画していたわけではなく、自然の流れで実現したものであるという。  
 
“私自身は、どちらかといえば現場が長かった。鋳物工場の労働環境は、（私が）事業を
承継した当時、それはひどいものだった。必然的に、どうすれば、従業員の福利厚生を
改善しつつ、生産性を向上させ、組織として存続していけるのかを、経営者として、常
に考えざるを得なかった。そういう背景もあって、 5 代目の育成についても、現場の苦
労だけでなく、モノつくり企業としての自社の経営基盤がどこにあるのかを充分に理解
させた上で、トップ・マネジメントに近い業務を経験させていこうという漠然とした意
図はあった。ただし、それは、計画したものではなく、自然の流れでそうなったに過ぎ
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ない”（経営者）  
 
 このように、後継者の育成は、経営者の経験から導き出された漠然とした意図はあって
が、明快な指針や綿密な計画に基づくものではなく、また、経営者の具体的な関与は、ほ
とんどないままに進められた。ところが、 5 代目は、子供の頃から後継の気概を抱いてき
たこともあって、自分なりの問題意識を持ちつつ、組織存続に向け、時代や環境に適応し
ていくために、よく自社の経営基盤を理解しているように見える。  
 
“3 代目である祖父の代までは、ライバルになる素材がなく、マーケットも東北地域を
意識していればよかった。しかし、 4 代目の頃になると、情報伝達や交通網の高速化や
他の素材の登場によって、マーケットが拡大する反面、競合が激化するようになった。
こうした環境の変化に適応するために、父の代では、デザイン性の向上や生産の合理化
に努めていた。私が事業を承継してからは、マーケティングに力を入れるようになった。
それまでは、問屋や流通業者が情報を持ってきて、彼らの意見を聞きながら製品を作っ
ており、ある意味、下請けに過ぎなかった。それでは、充分な採算が取れない時代に突
入していたからである。そこで、自社でマーケティングを手掛けて、製品を作って、問
屋や流通業者に情報を流すというやり方に改めた”（後継者）  
 
  ところで、「やってみせ、言って聞かせて、させてみせ、ほめてやらねば、人は動かじ」
という山本五十六の有名な言葉があるが、 A 社の経営者のように、やってみせたり、さ
せてみせたりするだけでは、ファミリーの利害調整という機微的な営みに関しては、後
継者の理解が及ばないことがある。具体的には、3 代目の頃の専務について、後継者は、
組織の存続に脅威をもたらした人物として、およそ好意的とは言えない印象を抱いてい
る。その結果、後述するように、後継者のトップ・マネジメントとしての組織運営に影
響を及ぼすことになるが、経営者は、当時の状況を良く知ることもあり、後継者とは異
なる見解を抱いている。 
 
“兄弟で経営をしていくというのは、もともとの関係性が深いので、上手くいっている
時は良いが、いったんこじれると、誰も仲裁に入れず、収拾がつかなくなる。わが社だ
けでなく、結果として、そのようになってしまった会社をたくさん見てきた。専務が同
社を去ったのは、兄弟でやっていくなかで、それぞれが家庭を築き、また、経営につい
ても意見の相違が鮮明になり、社内での収拾が困難になったためである。こうした経緯
もあって、父（ 3 代目）は、“船頭は一人”というフレーズを、自戒の念を込めて用いて
いた。それは、トップの意思が会社の最終的な意思であることを意味しているが、その
意向に反する人材を、誰彼かまわず排除しても良いということを意味するものではない。
無論、特定の人物を指し示すものではない”（経営者）  
 
 以上をまとめると、次のようになる。まず、後継者の選択は、同社において、経営者の
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専決事項であった。また、後継者の選択の余地は、極めて限定的で、実質的には、後継者
が 5 代目となることが、経営者や先々代夫妻（5 代目の祖父母）にとって、暗黙の必然性
を伴っていた。次いで、後継者の育成であるが、経営者とのコミュニケーションが充分に
行われてこなかったこともあって、先々代にあたる祖父母から孫へのインフォーマルな情
報提供が、A 社にとっては、後に、功罪半ばとも言える状況をもたらすことになった。功
の側面でいえば、 5 代目の後継の気概が、いち早く醸成され、大学での進路及び卒業後の
就業先の選択、入社後の主体的な学習と成長への取り組み、その結果としての、自社の経
営基盤の理解、ひいては、将来の生き残りをかけた革新的な取り組みの数々へとつながっ
ていったことである。他方、罪の側面で見れば、3 代目の頃のファミリーの軋轢が社内に
持ち込まれた格好となり、組織運営を巡る価値観の相克ではなく、単純に、感情的な行き
違いに根差した、経営者と後継者の意識のギャップを生じせしめることになった。その結
果、20 年以上の長きにわたって、経営者とは異なる組織運営の方法論を模索してきた後継
者の想いが、事業承継と共に表出することになったことである。つまり、事業承継とその
後のパフォーマンスは、後継者によるトップ・マネジメントとしての取り組みに規定され
ることは言うまでもないが、その萌芽は、後継者の選択と育成のプロセスにあり、とりわ
け、彼に対する経営者の関与のあり方にあると言うことができるだろう。その際、経営者
は、後継者の経験に基づく主体的な学習と成長を尊重しつつも、時宜に応じて、言って聞
かせてみるという、思慮深い関与のあり方が重視されるのである。  
 
6.2.1.2 地位と権限そして資産の集中的移転のプロセス  
このプロセスでは、後継者との意識のギャップやファミリーの間の利害の衝突もなく、
現時点においては、円滑に進行している。その理由は、経営者の適切な裁量がなされてい
ること、後継者の選択の余地が事実上ない中で、彼の入社後の取り組みが、同社の存続に
向けた具体的な成果を伴っていたこと、加えて、経営者の退き際の潔さにあるといえる。  
 
“5 代目として事業を承継してすぐに、ビジネスに関する全権を委任された。自分がト
ップ・マネジメントに就任することについて、ファミリーの間で問題にはならなかった
し、トップ・マネジメントとしての取り組みに対して、横槍を入れられるようなことも
なかった”（後継者）  
 
“退任した後は、 5 代目が経営幹部と協議しながら組織運営を行っている。むしろ、あ
えてタッチしないように心掛けている。というのは、当時、経営が悪化していたことも
あって、新たな体制の下で、経営改善に取り組むほうが適切だと判断したからである。
また、自分の目が黒いうちに、世代交代をしたことで、結果として、取引先との顔つな
ぎや社内での人間関係の調整などの場面で、後継者をサポートすることが出来た”（経営
者） 
 
A 社では、トップ・マネジメントが交代したその年に、ビジネスに関する権限の全面的
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な移転に加えて、筆頭株主としての地位及び保証債務等の義務も承継されている。筆頭株
主としての地位が遷移することによって、同社のオーナーシップは、後継者を中心とする
構造へと遷移したのである。一方、ファミリーの統率者としての家長の地位と権限に関し
ては、親族会等の同族機構を有していないこともあって、家長としての意識そのものが希
薄である。  
 
“家を守り続けるという自然な流れの中で、創業者の直系である自分を頂点として序列
のようなものが決まっているが、家長としてファミリーを統率していくということを意
識したことはあまりない。親族会といった同族機構も存在していないため、ファミリー
の間で利害調整の必要が生じた場合は、その都度、対応している”（経営者）  
 
同社では、後継者を頂点とした、新たなヒェラルキーの確立がなされ、世代交代は完遂
しているように見える。経営者の弟と妹が有する、同社の株式の相続という課題は残され
ているが、それについては、組織運営に影響を及ぼすレベルではなく、経営者及び後継者
の双方共に、とりたてて問題とはしていない。  
 
“私の弟妹も同社の株式を持っているが、問題となるようなことはない”（経営者）  
 
 “組織運営の妨げになるレベルのものではなく、当面は静観する方針である”（後継者） 
 
 以上をまとめると、次のようになる。このプロセスの円滑な進行に寄与しているのは、
経営者が、それぞれの利害を適切に調整してきたこともあるが、後継者が、社内における
主体的な学習と成長を通じて、組織存続に向けた具体的な成果を挙げ、かつ、経営者の退
き際の潔さが、新たなリーダーに対する、周囲の信頼を高めていったところにある。経営
者の弟と妹が有する、同社の株式の相続という課題は残されているものの、既に、後継者
を頂点とした、新たなヒェラルキーの確立がなされ、世代交代が完遂していることもあっ
て、A 社における、経営課題としての重要度は低い。  
 
6.2.1.3 経営基盤の伝承と経営行動への適用のプロセス  
 後継者の選択と育成のプロセスにおいて、経営者の関与がほとんどない中で、自学自習
しつつ、同社の経営基盤や社内の仕組みを理解していったこと、とりわけ、現場での経験
と気づきが、 5 代目を中心とした新製品開発チームが、同社に対して数々のヒット商品を
もたらす契機となった。創業以来の長きにわたって蓄積してきた技術力にデザインや機能
性を付加することによって、伝統工芸としての南部鉄器を、ハウスウェアーへと用途展開
を図ることに成功したのである。  
 
“伝統工芸とそれの背景にある技術を根っこにして生きていくことが重要。その上で、
工業製品としての鋳物ではなくて、南部鉄器としての鋳物を、どうやって生活の中に根
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付かせていくのかを常に考えてきた。南部鉄器に息づく伝統や文化、温かみを大切にし
つつ、品質を高めて、モノの流通ではなく、文化を流通しているという価値観を大切に
してきたからこそ、100 年以上もの間、存続することが出来たのではないだろうか”（後
継者） 
 
後継者は、5 代目として事業を承継して間もなくして、主力製品である南部鉄器に対す
る深い愛情と同社とそのステーク・ホールダーの繁栄と幸福を願いに込めた経営理念を明
文化している。その内容は、経営者と想いを共有するものであり、同時に、経営者と 3 代
目の頃の専務が明文化した社是の掲げる精神を承継するものであった。ところが、この専
務に対して、およそ好意的とは言えない想いを抱く 5 代目にとって、内容の是非にかかわ
らず、社是そのものが受け入れがたい対象であった。  
 
“わが社の社是は、祖父（ 3 代目）の弟で、当時、専務であった人物の社内における影
響力を削ぐことを意図して、父（経営者）が明文化したものと理解している。このよう
に、私としては、社是の成り立ち自体に疑念を抱いている。自分自身でそれに心が入ら
ない”（後継者） 
 
 南部鉄器のハウスウェアーへの用途展開や明文化した経営理念の内容から見ると、後継
者は、社内での自主学習などを通じて、同社の経営基盤とその根底にある価値観を充分に
理解している。このことは、当人の自覚と努力は言うまでもないが、彼の主体性を尊重し
つつ、後継者の学習の道筋をつけ、成長を見守ってきた、経営者の功績でもある。一方、
経営者の関与が少なすぎることは、必ずしも問題なしとはいえない。両者の間に生じた意
識のギャップを解消する機会を得ず、世代交代を契機として、合理的な根拠に基づくとい
うよりも、感情的な行き違いに根差して、組織運営に継続性を欠く場面が見られるように
なったからである。  
 
“経営者は、時間が解決するだろうと考えるところがあり、社内の融和を第一に考える
タイプで、それが、優柔不断に映ることもあった。私は、経営者とは、少し違って、ト
ップは、時として、組織の存続に脅威をもたらす人材を排除しつつ、社内の結束を図ら
ざるを得ないと考え実践している”（後継者）  
 
 それでは、後継者は、社内でのトップ・マネジメントとしての信頼を、いつ、どのよう
にして、獲得し得たのだろうか。まず、後継者の見解は、次の通りである。  
 
 “最近の取り組みではあるが、安全確保や危険予知について、従業員の考えを引き出し
ながら、社内の改善に取り組んできたことが、彼らからの信頼獲得に繋がったように思
う。新製品がヒットしたとか、国から表彰されたということではなく、従業員の足元に
あることに対して、彼らと一緒に取り組んだということが、（信頼獲得の）ポイントだっ
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たのではないか”（後継者）  
 
 周囲の信頼獲得という切り口で見ると、トップ・マネジメントに就任して数年が経過し、
後継者の組織運営の方法にも明白な変化が表れていることが分かる。強力なリーダーシッ
プを発揮していくという、独自の組織運営を実践しつつも、一方で、従業員と共に歩むと
いう、経営者と類似の方法をも取り込んでいったののである。後継者は、入社して以降、
主体性を存分に発揮して、新市場の開拓や新製品の開発を手掛け、トップ・マネジメント
に就任してからも、経営改善に向けて、試行錯誤の連続を通じて、自分なりの組織運営の
方法を身に着けていった。経営者は、こうした、トップ・マネジメントに求められる、多
様な質と量を持った業務に対する、後継者の包括的な取り組みを評価している。  
 
“私自身を含めて周囲の信頼を彼が獲得した、象徴的な取り組みは、いつくか考えられ
る。それは、年当初に、経営方針発表会を開催し、会社の方針を明示すると共に、朝礼
を活用して、現状認識や方向性の確認と共有を図っていること。職場グループや安全委
員会などの活動を通じて、従業員からの意見聴取と意識改革に取り組んでいること。経
営改善の専門家の招聘や料理研究家やシェフと協働しての新製品開発など、外部資源を
積極的に取り入れて、経営基盤の強化に努めていること、である”（経営者）  
 
 以上をまとめると、次のようになる。このプロセスでは、後継者の選択と育成のプロセ
スにおける成果と課題が直接的に反映されている。まず、成果であるが、後継者の主体性
を尊重しつつ、その上で、学習の道筋をつけ、成長を見守ってきた、経営者の関与のあり
方は、後継者をして、同社の経営基盤とその根底にある価値観を充分に理解しつつ、主力
製品である南部鉄器の用途展開を図るといった、革新的な取り組みとして結実するに至っ
た。さらに、従業員と一緒に手掛けた安全確保や危険予知への取り組みや異分野の専門家
との協働が、経営者のみならず、従業員から信頼獲得へとつながった。次いで、課題であ
るが、同社には、先々代の頃に経営者が手がけた社是と後継者が明文化した経営理念が併
存している。ここで、問題となるのは、会社とそのステーク・ホールダーにとって、本来、
会社の基本的価値を表明するものとして重視される社是や経営理念が、個人を対象として、
あるいは、個人的な感情に根差して明文化され、用いられているということである。後継
者は、とりわけ、就任初期においては、トップは強力なリーダーシップを発揮して社内を
牽引していくという、先代とは異なる組織運営の方法を具現化しているが、個人的な感情
が、伝統的支配及び合法的支配が築き上げた秩序を破ることは、より端的に言えば、ファ
ミリーの相克を社内に持ち込むことは、長期的に見れば、自らの支配の正当性をも危殆に
瀕しせしめることが懸念される。こうした後継者のある特定の部分における個人的感情へ
のこだわりの契機となったのが、祖父母の言葉、とりわけ、組織運営に関するコツとして
先々代が残した“船頭は一人”というフレーズであった。  
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6.2.1.4 小括 
これまで A 社における事業承継プロセスを通じた経営者と後継者のコミュニケーション
を見てきたが、当該事例は、経営者との積極的なコミュニケーションがない中で、後継者
が経験的学習を中心として、自分なりのトップ・マネジメントとしての方法論を身に着け
ていった事例として認識されると思われる。世襲的に事業を承継することが暗黙の必然性
を伴っていた後継者は、いち早く、後継の気概を持ち、主体性を充分に発揮し、社内での
学習と経験を中心として自学自習しつつ、自社の経営基盤を理解し、新製品開発などの革
新的な取り組みの数々を創出していったことで、経営者をはじめとする周囲の信頼を獲得
し、優れたリーダーとして成長していった。また、経営者にしても、システムの主要素に
対して配慮しつつ、彼の地位と権限そして資産の集中的な移転に努めたこと、また、実質
的に、経営再建を委ねるという事情があったにせよ、トップ・マネジメントとしての退き
際の良さが、 5 代目による迅速な支配体制の確立に貢献した。こうした、後継者に対する
関与のあり方として、画竜点睛を欠くところがあるとすれば、長年にわたって、それと知
りながら、後継者との間に生じていた組織運営を巡る意識のギャップの解消に努めなかっ
たことであろう。現実的には、こうした意識のギャップを生じせしめた、子供の頃の後継
者に対する祖父母からインフォーマルな情報を遮断することは不可能であろう。しかしな
がら、二十年以上の長きにわたって後継者と協働していく中で、錯誤に基づく個人的感情
に根差した組織運営の方法を後継者が抱いていることを黙認したことは、経営者の関与の
あり方として問題なしとはいえない。つまり、個人的な感情に基づいて権威を濫用するこ
とは短期的には効力を有するかもしれないが、長期的に見れば、伝統的権威と合法的権威
を危殆に瀕しせしめ、リーダーシップの権威に過度に依存せざるを得なくなるからである。
権威の変容は、老舗企業の知恵の産物ではあるが、それはあくまでも、トップ・マネジメ
ントがシステムの奉仕者として権威に服従し、時代や環境の要請に従って取り組まれなけ
ればならない。その意味においても、コミュニケーションギャップの解消に向けた、後継
者に対する経営者の関与のあり方は、極めて重視される。  
 
6.2.2 事例 B 経営者との積極的なコミュニケーションが行われる中で、モデリング学習
を中心として、後継者のトップ・マネジメントとしての学習と成長を促
していった事例 
 
B 社は、新潟県に本社を置き、創業者から数えて、現在で 5 代目となる、観光旅館業者
である（図表 6-2）。同社は、創業以来、5 代にわたって、創業者の一族が、所有と経営の
双方を支配している。同社は、1868 年に創業、1953 年に法人となった。固定客中心の割烹
旅館として創業したが、新潟県における高速交通時代の到来に伴う、首都圏からの観光客
の増加を見込んで、1971 年に観光旅館へと主力事業を転換している 85。その後、近代的な
宿泊施設を整備し政府登録観光旅館となったのが 1978 年、宿泊ニーズの変化をいち早く見
                                                   
85上越新幹線の大宮・新潟間の開通が 1982 年、関越自動車道が完成したのが 1985 年のこ
とである。  
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込んで、個人の女性客をターゲットとした姉妹館をオープンしたのが 1988 年のことである。
これらの背景を為す、進取の気性に富んだ企業文化は、長きにわたって B 社を牽引し、“旅
館業は感性のビジネス”と捉え、常日頃からニーズを先取りして実行に移すという、経営
者の価値観が、色濃く反映されたものといえる。  
（図表 6-2）事例 B の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
続いて、経営者と後継者が歩んできたキャリアについて、後の組織運営に大きな影響を
及ぼすことになった要因を中心に辿っていく。3 代目の妻である経営者は 1941 年に生まれ、
結婚を契機として 1964 年に女将として入社、1978 年に先々代の急逝に伴い 4 代目の経営
者に就任し、1998 年に代表権のある会長に退いている。経営者のキャリアの中で、後の組
織運営に影響を及ぼすことになった三つの大きなイベントがある。それは、一つは、夫の
急逝に伴い、経営のことは何も分からないままに急遽、 4 代目に就任したことである。二
つめは、女将としてのキャリアはあるものの、経営に関する知識も経験もなかった彼女を、
ファミリーの人間がこぞってサポートしてくれたことである。三つめが、5 代目に対して、
忙しさにかまけてトップ・マネジメントとしての教育を充分に施すことができなかったと、
自らが考えていることである。こうした思いもあって、自分なりのトップとしての手本を
示すべく、1998 年に代替わりしてから現在に至るまで、後継者に対して積極的に関与し、
重要な意思決定の場面においても主導的な役割を担うことになる。  
 
（経営者のキャリアを通じて、後の組織運営に影響を及ぼした三つのイベント）  
 
 ① 夫の急逝に伴い、経営のことは何も分からないままに急遽、4 代目に就任したこと。
自分と同じ苦労を後継者にさせまいという想いが、早い段階での世代交代に結び付い
た。 
 ② 女将としてのキャリアはあるものの、経営に関する知識も経験もなかった彼女をフ
ァミリーの人間がこぞってサポートしてくれたこと。ファミリーの結束の固さを再確
認すると共に、家長としての地位と権限の重みを理解した。  
 ③ 忙しさにかまけて、トップ・マネジメントとしての教育を後継者に対して充分に施
すことができなかったと自らが考えていること。このことが、後継者が 5 代目に就任
した後、リーダーとしての手本を示すための積極的な関与に繋がっていった。  
先代経営者 経営者
生年 1941 1967 本社所在地 新潟県
入社年 1964 1989 創業年 1868
経営者就任年 1978 1998 設立年 1953
経営者退任年 1998 - 何代目 5
共同代表期間 資本金 6,000
株主としての地位 3順位 筆頭 従業員数 65
両者の関係 実母 実子かつ長男 主業種 旅館
1998～現在
（単位：西暦、万円、人）
企業属性
経営者属性
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一方、後継者は、経営者の長男として 1967 年に生まれ、大学を卒業した 1989 年に入社
した。入社してすぐに出向の形で 1 年間を他社で過ごした後、接客や営業といったひとと
おりの仕事を社内で経験、1994 年に専務に昇進し経営陣の一角を担い、経営管理などの仕
事を手掛ける。1998 年に 5 代目として事業を承継し、しばらくした後、筆頭株主としての
地位を経営者から譲り受けている。後継者のキャリアの中でも、後の組織運営に大きく影
響を及ぼすことになった三つの大きなイベントがある。それは、一つには、子供の頃に父
を亡くしたことである。それまで、周りからは B 社を継ぐ立場であることを言われてきた
が、本人は、あまり考えていなかった。ところが、高校生になって、その後の進路を決め
る頃、4 代目の経営者となった母が奮闘するさまを間近で見て、その後を継ぐことを明確
に意識するようになったという。二つめは、入社してから現在に至るまでの間、経営者の
数々の取り組みに接し、その時々のぶれない判断に対して、全幅の信頼を置くようになっ
たことである。三つめは、自らが主導して手掛けた自家源泉の掘削である。 B 社が立地す
る温泉地の開湯 300 年を目前に控え、2011 年から一年をかけて行われた、このプロジェク
トの成功は、トップ・マネジメントとしての自信だけでなく、経営者の信頼を確固たるも
のとした。とりわけ、経営者の意思決定に対する高い信頼もあって、“経営者との間で意見
調整が必要な時は、自分が譲歩することが多い”という後継者にとって、自らの主体性を
完遂したこの経験はまさしく、一皮むける経験となったといえよう 86。 
 
（後継者のキャリアを通じて、後の組織運営に影響を及ぼした三つのイベント）  
 
 ① 子供の頃に父（ 3 代目）を亡くしたこと。それまではあまり考えたこともなかった
が、経営者となった母が奮闘するさまを間近で見て、高校生の頃には、事業を承継す
ることを明確に意識するようになった。  
 ② 経営者の数々の取り組みに間近で接してきたこと。そのぶれない判断に対する全幅
の信頼感が醸成された。 
③ 自らが主導した自家源泉の掘削に成功したこと。自らの主体性を完遂し、トップ・
マネジメントとしての自信と経営者からの信頼を確固たるものとした。  
 
それでは、組織運営を巡って、両者のさまざまな想いが交錯する事業承継は、どのよう
にして進行していったのであろうか。  
 
6.2.2.1 後継者の選択と育成のプロセス  
B 社は、代々、創業者一族による事業承継を行っているが、前述したように、3 代目の急
逝を受け、4 代目にはその妻、5 代目には両人の長男が就任している。このように、直近で
は、やや変則的な世代交代を行っている同社であるが、家業意識が濃密に残ること、親族
会等を通じて、ファミリーの間の利害調整が適切に行われていたこともあって、誰を後継
                                                   
86「一皮むける経験」については、例えば、金井・守島（2009）を参照  
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者とするのかが問題となることはなかった。  
 
“私が会社のことで忙しい時に子供達を預かってくれたファミリーの人達は、わが社の
後継者を育てているという意識と気配りをしてくれていました。家業ですので、 5 代目
が、周りの者から、“お母さんが大変なのだから、あなたが大人になったら跡を継いでし
っかりサポートしなさい”などと、いわれることもあったかも知れません。ですが、後
継者を選ぶ際は、私が一人で決めました。わが社の筆頭株主で、かつ、ファミリーを率
いる立場にある自分が決めて、その後、親族会を通じて周知しました”（経営者）  
 
ファミリーの間で後継者の選択に問題が生じなくとも、実際に後継者を選択するに当た
って、経営者は、大いに悩んだという。トップとしての責任の重み、そして、精神的にも
肉体的にも大変な仕事であることを考えると、当人の意向も尊重する必要があるが、一方
で、他人に任せるのでなく、自分の子供に託すしかないという想いがあったからである。  
 
 “トップ・マネジメントとしての忙しさにかまけて、彼（5 代目）が、自分の将来をど
のように考えているのかをはっきりと確かめることもなく、結果として、後継者の選択
を、ずるずると先延ばししてしまったところがある。一方で、経営トップとしての責任
に加えて、株主としての地位の承継や借入の際の連帯保証のこともあるので、候補者は
自分の子供の他には存在しませんでした”（経営者）  
 
 こうした、経営者の逡巡とは裏腹に、後継者は、高校生の頃には、自分が 5 代目となる
ことを明確に意識していたという。子供の頃から、 B 社を継ぐ立場であることをファミリ
ーの者から言われてきたが、本人は、あまり考えていなかった。ところが、父が亡くなり、
4 代目として奮闘する母の姿を見て、覚悟を決めたという。  
 
“家業なので、子供の頃から、“B 社は、あなたが継ぎなさい”などと、周りからは言わ
れ続けてきたが、（会社を継ぐとか）そういうことは、あまり考えたことはなかった。自
分が後継者になることを明確に意識しはじめたのは高校生の頃でした。父（ 3 代目）も
亡くなっていて、母（経営者）が大変なところも間近で見て理解していたので、自分な
りに覚悟を決めたのです”（後継者）  
 
 覚悟を決めた 5 代目と、決断を躊躇した 4 代目の間には、明らかにコミュニケーション
ギャップが生じていた。このことは、後に、経営者の関与のあり方に、少なからず影響を
及ぼすことになる。経営者の関与は、後継者が入社すると、本格的に行われるようになる。
ただし、そのあり方は、明確な方針や計画のない、やや場当たりともいえるものであった。 
 
 “組織運営のことで精一杯でしたので、 5 代目の育成にまで手が回らなかった。経営者
としての実力は自分で養うしかない部分があるとはいえ、出向先の選択にしても、社内
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でのキャリア形成にしても、もう少し明確な方針や具体的な計画を立てて行えばよかっ
た、という反省はあります”（経営者）  
 
 「後継者に必要な教育をどのように受けたのか」という質問に対して、5 代目は、“他社
での就業、講座などの座学、社内でのキャリア形成、そして、経営者からの口伝による伝
授である”と答えている。このうち、トップ・マネジメントとしての責任の重み、ステー
ク・ホールダーとの良好な関係を維持することの重要性といった、組織運営の方法を学習
する機会としては、経営者の影響が大きかったという。  
 
“経営者からは、いろいろなアドバイスを受けてきた。例えば、入社した際、経営者か
ら、真っ先に言われたことが「従業員に認められるよう努力すること」であった。ほか
には「お客さまにはご贔屓になっていただくようおもてなしに努めること」、「ファミリ
ーの人達には、いざという時に助けてもらったことを忘れないこと」などがある。この
ように、ステーク・ホールダーと良好な関係を維持してきたことは、同社が存続し続け
ることができた要因ではないかと考えています。また、業種柄、設備投資の際、多額の
借入を行うことがある。その時、借入のための契約書に印鑑を押す者の責任の重みを、
経営者からは、言い聞かされてきた”（後継者）  
 
 経営者が、後継者に対して、言い聞かせてきたことは、自らの経験譚に他ならない。そ
れは、組織運営に関することは何も分からないまま、急遽、4 代目となって経験した、数々
の困難とその克服の歴史である。こうした事実の重みゆえに、後継者の育成という意図は
なくとも、それらは、鮮烈な印象を伴って、後継者の意識に植え付けられていったのでは
ないだろうか。  
 
 “こちらが困っているとファミリーの人達は適切なアドバイスをしてくださるなど、彼
らは、ただひたすら自分に協力してくれた。加えて、仲居さんはじめとする従業員が、
わが社のしきたりを引き継いできた部分があるので、従業員に認められることも、組織
運営を円滑に行っていくためには重要でした。突然、経営者になったので、周囲の人達
とかかわりながらトップとしての仕事を学ぶ。私の場合、そのようにせざるを得なかっ
たのです”（経営者）  
 
 こうした状況にあっても、後継者は、着々と、トップ・マネジメントとしての力量を培
っていった。周囲の信頼を獲得するという意味で、経営者を括目させたのは、組織の上層
部でしか対処えしえない、いくつかの大きなクレームに対して、後継者が適切に処置した
ことである。  
 
 “5 代目は当時、専務という肩書でしたが、いくつかのクレームがありました。いずれ
も、対応如何によっては、わが社にとって非常なダメージを蒙るほど大きなものでした
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が、後継者に任せてみたところ、滞りなく対処し、事なきを得ることができました”（経
営者） 
 
 以上をまとめると、次のようになる。後継者の選択は、同社において、経営者の専決事
項であった。事実、創業者一族は、3 代目の急逝に伴い、急遽、B 社の舵取りを任された経
営者をサポートするだけでなく、同社の後継者を扶育するという意識と配慮をもって、彼
女の子供たちを預かっていた。このように、家業意識が濃密に残り、親族会を有するなど
ファミリーの結束も固い B 社にあって、オーナーシップやファミリーといったシステムを
構成する主要素には、後継者の選択や育成を阻害する要因はなかった。むしろ、同社の場
合、このプロセスで問題となるのは、システムではなく、経営者と後継者の間のコミュニ
ケーションである。経営者は、将来、長男を 5 代目の経営者にしたいと考えていたが、そ
のための意思決定を躊躇し、後継者を育成するための計画や方針が曖昧にならざるを得な
かった。そして、メッセージが曖昧であれば、意味解釈の余地が拡がる上、発信者が伝え
たい内容が誤って伝達されるリスクも増す。 5 代目は、経営者の意図をよく理解し、大き
なクレームに対しても適切に対処するなど、その期待に応えているが、あくまでもそれは、
後継者の資質と能力に加え、母の助けになりたいという懸命な想いの表出と考えられる。
つまり、両者の間に生じた意識のギャップの縮小に努めたのは、意思決定の権限を有さな
い、後継者のほうであった。他方、経営者は、後に、後継者に対する教育を充分に施すこ
とができなかったとの反省もあって、自分なりの手本を示すべく、 5 代目に対して積極的
に関与し、重要な意思決定の場面においても主導的な役割を担うことになる。  
 
6.2.2.2 地位と権限そして資産の集中的移転のプロセス  
このプロセスでは、経営者と後継者の間に新たなコミュニケーションギャップが生じた
ものの、現時点では、経営者の適切な裁量の下、円滑に進行している。ビジネスに関する
権限は、後継者が 5 代目に就任してから現在に至るまで、経営者との共同代表制を敷いて
いる。つまり、B 社には、二人の最終的な意思決定権者が存在するが、経営者の意思決定
に対する高い信頼感もあって、意見調整が必要な時は、後継者のほうが譲歩することが多
いという。  
 
“業績などで大変な時期を一緒に経験してきたが、そのような時でも、経営者には判断
のブレがなかった。その点が、彼女に対する高い信頼感に繋がっている。結果として、5
代目に就任してから現在に至るまで、経営者との共同代表制を敷いているが、意思決定
の場面では、経営者が主導的な役割を果たすことが多い”（後継者）  
 
 経営者と後継者の間には、後継者としての実地教育の意図を巡り、新たなコミュニケー
ションギャップが生じている。つまり、経営者は、自らが意思決定を主導することについ
て、後継者とは異なる考えを持っている。一つは、自分とのタイプの違い、次いで、意見
を表明する訓練の不足、三つめは、自分なりのトップ・マネジメントとしての手本を示す
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ため、である。  
 
“どちらかといえば、 5 代目は、熟慮した上で決断するタイプ。対して、自分は即決即
断するタイプなので、なるべく意見をいわずに見守っていたいと思ってはいるが、つい
つい口を出してしまうところがある。子供の頃から自分の意見をいうタイプではなかっ
たが、そういうこともあって、後継者には、意見を表明する訓練が不足していたのかも
知れません”（経営者） 
 
 最も重要なことは、自分なりのトップ・マネジメントとしての手本を示すことであった。
そもそも、ファミリーを中心としたサポートがあったとはいえ、ビジネスに関する知識や
経験を持たないまま、急遽、 4 代目に就任した経営者の苦労は、当人でしか理解し得ない
ものであったであろう。創業以来 100 年を超える老舗旅館の盛衰が、自らの意思決定によ
って左右されるプレッシャーは筆舌に尽くしがたいものであったことは容易に想像できる。
そこで、トップ・マネジメントとしての手本を示しつつ、（後継者が）失敗することがあっ
ても、自分がカバーできる状況を作っておきたいと考えたのである。  
 
“経営のトップとして一人で意思決定を行うためには、相応の練習期間が必要だと思い
ました。私が 4 代目に就任した際、周囲の人達からは「あなたの好きにやっていい」と
いわれたが、いざ任されてみると、何をしていいか分からなくなってしまったからです。
そこで、5 代目が、失敗することがあっても、私がカバーできる状況を作っておきたい
と考えたのです”（経営者）  
 
 後継者は、事業を承継すると同時に、代表権を有する 4 代目と共同で連帯保証等の義務
を負っている。一方、筆頭株主としての地位は、 5 代目となってしばらくした後、経営者
から後継者へと委譲された。筆頭株主としての地位が遷移することによって、同社のオー
ナーシップは、後継者を中心とする構造へと変化したのである。ところで、ファミリーの
統率者としての家長の地位と権限は、経営者によって留保されている。その理由は、不定
期とはいえ親族会を開催しており、ファミリーの結束は固い。同社の危急の折、物心両面
における彼らのサポートを得てきたこともあって、同社にとって、家長としての地位と権
限は、経営権に匹敵するほど重いからである。  
 
“親族会は不定期に開催している。事案によって、主要なメンバーが集まったり、関係
者の間で個別に協議したりしている。 3 代目が亡くなった際には、別の会社を経営して
いたファミリーの人間が社外取締役に就任するなど、いざという時のファミリーの結束
は固い”（後継者）  
 
“親戚が少ないファミリーですので、和を重視するのだと思います。これまでも、組織
運営に関するアドバイスや事業資金を供給していただくなど、ファミリーの人達に助け
- 88 - 
 
られてきました”（経営者）  
 
 以上をまとめると、次のようになる。地位と権限そして資産の集中的移転のプロセスは、
経営者の適切な裁量の下、現時点においては、円滑に進行している。しかしながら、それ
は、形式的で、不完全な状態にとどまっている。つまり、同社の場合、家と会社の二重の
権力構造が形成され、家の権威が会社の権威に匹敵するほどの重みをもっている。これは、
会社の中に、伝統的支配と合法的支配が混在するのではなく、家と会社それぞれが実効性
を有する権威を保持している状態にあることを意味している。このため、オーナーシップ
が後継者を中心とする構造に遷移してはいても、ファミリーの権威が、筆頭株主としての
権利の行使を抑止する役割を果たすこととなる。結果として、十年以上の長きにわたって、
共同代表制が維持されている。時と場合によっては、株主総会よりも親族会が、親族会よ
りも家長が、 B 社の組織運営に大きな影響を及ぼすことがある。そして、事業承継の機会
は、同社の運営を司る真の権威の在り処をはっきりと教えてくれる。代表者及び筆頭株主
としての地位を得てはいるが、後継者を頂点とした、新たなヒェラルキーが確立されてい
るとはいえず、B 社においては、世代交代は、未だ完遂していないということである。一
方、トップ・マネジメントとしての実地教育を巡って、後継者との間に、新たにコミュニ
ケーションギャップが生じている。ただし、それは、真に後継者の成長を願う、経営者の
意図によるものであり、こうした誠実な関与のあり方は、逆に、過去のギャップを解消す
る役割を果たすことになる。  
 
6.2.2.3 経営基盤の伝承と経営行動への適用のプロセス  
 後継者を育成していくプロセスにおいて、経営者は、自分の関与が十分でなかったと考
えていた。その反省もあって、経営者は、トップ・マネジメントとしての手本を示すべく、
5 代目に対して積極的に関与するようになる。他方、後継者は、経営者に対する信頼から、
意思決定の役割を譲ることも多かったが、彼女の思考や実践のパターンを学習しながら、
自社の経営基盤の理解に努めていた。  
 
“私が入社する 1 年前にオープンした姉妹館は、「馴染み客を中心とした昔ながらのわが
社を蘇らせたい」もしくは「女性である自分が一人で気軽に泊まれる旅館を作りたい」
という、経営者の想いが具現化したものである。同時にそれは、お客さま一人ひとりの
顔が見えない、高度成長期の大量輸送を前提とした業者経由の団体慰安旅行に頼るので
はなく、個人の女性客が気軽に宿泊できる旅館が求められる時代がきっと到来するとい
う、経営者の先見性の発露でもありました”（後継者）  
 
“朝食の席で、お客さまにご挨拶していると、時折、「この程度のもてなしだったら、美
術館に行ったほうがよかった」などと雑談する女性の方がおりました。それと、東京の
日本橋の喫茶店に立ち寄った折のこと、女性のお客さまが、昼間からビールを飲んでい
る姿を見かけたことがありました。こうした経験から、世の中の価値観が変わりつつあ
- 89 - 
 
ることを実感しました。そこで、女性である自分が泊まりたい旅館はどのようなもので、
どのようなおもてなしを受けたいのか、ということを考えた末に、姉妹館を作ることに
したのです“（経営者） 
 
 こうしたエピソードは、“旅館業は感性のビジネス”と捉え、常日頃からニーズを先取り
して実行に移すという、経営者の価値観をよく表している。同時に、長きにわたって B 社
を牽引してきた、経営者の価値観が色濃く反映された、同社の企業文化やそれに根差した
組織運営の方法を、後継者は、よく理解しているといえよう。そんな中、後継者が 5 代目
に就任してから、 B 社が手がけた新たな事業展開としては、岩盤浴の導入を契機としたエ
ステ事業への進出と自家源泉の掘削がある。前者に関しては、経営者の発案であるが、ニ
ーズを先取りしすぎたところがあり、採算上の理由から、現在は、外部業者に運営を委託
している 87。 
 
“私は物事を好きかどうかで判断して、実行するか否かの決断も速い。岩盤浴の導入は、
ニーズを先取りし過ぎて、上手くいかなかった”（経営者）  
 
 一方、自家源泉の掘削は、後継者の手による。料理をメインとした割烹旅館を嚆矢とす
る B 社であるが、温泉地の中心部に立地していることもあって、自家源泉の掘削は、顧客
サービスの充実のみならず、自社のブランド価値の向上を図るためにも、重要な戦略的課
題であった。ところが、温泉の掘削には、役所との折衝や手続き、予算の見積もりと資金
確保、周辺住民や同業者への告知といった山積する実務面の課題を確実にクリアしていく
ことが求められる。その上、掘削してみなければ、どのような泉質の湯が湧出するのかが
判然としない。実際に、一年の歳月を必要とし、地下 1,300 メートルまで掘り進むことに
なった、このプロジェクトの実行を決断し、完遂したのは、入社以来、与えられた課題を
堅実にこなしつつ、トップ・マネジメントとしての力量を培っていった後継者であった。
その受容的な性質もあって、経営者のカリスマ性に隠れていた、後継者に対するリーダー
としての周囲の信頼が、この一大プロジェクトの成功によって、自他ともに明白になった
といえる。  
 
 “組織存続に直結するほどの大きな取組みであったので、投資効果の検討や具体的な準
備を綿密に行った上で、実施を決断した。その後、実際に、プロジェクトを完遂するま
での間、周囲の協力を得ながら進めてきたが、こうした一連の取り組みを通じて、トッ
プ・マネジメントとして、周囲から信頼されていることを自覚することができた”（後継
者） 
 
“難しいプロジェクトであったが、5 代目は、主体性を発揮して、よくやり遂げた”（経
                                                   
87周辺の旅館や日帰入浴施設で岩盤浴が導入されるのは、 B 社に遅れること数年のことで
ある。  
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営者） 
 
 以上をまとめると、次のようになる。このプロセスでは、後継者の育成を巡る経営者と
後継者の間に生じた意識のギャップの解消に向けた取り組みが行われている。本来、主体
性を尊重するにせよ、後継者の育成は、トップの最重要の責務となる 88。ところが、B 社で
は、経営者が後継者選択の場面で意思決定を躊躇したことで、後継者の育成が後手に回ら
ざるを得なかった。他方、後継者は、高校生の頃には既に、 B 社を継ぐことを明確に意識
するようになっていた。親を早くに亡くした子供が、親的な役割を果たすことがあるが 89、
同社の場合、母が奮闘するさまを間近で見て、密かに覚悟を決めた後継者は、与えられた
課題を堅実にこなしつつ、周囲の信頼を獲得し、トップとしての力量を培っていったので
ある。後に、経営者は、自らの関与あり方を顧みて、5 代目の育成を積極的に手掛けるよ
うになる。そして、後継者が主体となって取り組んだ自家源泉の掘削という B 社の一大プ
ロジェクトの成功によって、コミュニケーションギャップの解消に向けた経営者の努力も
また、具体的な成果を生んだのである。結局のところ、後継者の育成を有効ならしめるの
は、そのための計画や方針、実施の時期や順序といった形式的なことよりも、真に後継者
の成長を願う経営者の誠実な意図と実践にあるといえるであろう。  
 
6.2.2.4 小括 
これまで B 社における経営者と後継者のコミュニケーションを見てきたが、当該事例は、
経営者との積極的なコミュニケーションが行われる中で、モデリング学習を中心として、
後継者のトップ・マネジメントとしての学習と成長を促していった事例として認識される
と思われる。 3 代目の経営者が急逝したことに伴い、同社の女将ではあったものの経営の
ことは知識も経験もない同人の妻が 4 代目として事業を承継したことが、こうした意識の
ギャップを生み出す契機となった。要すれば、ある日突然、経営者に就任せざるを得なく
なった 4 代目は、トップ・マネジメントを手掛けながら意思決定に必要な資質と能力を涵
養していくのに手一杯であったのである。そのための自覚と覚悟をいくら持とうとも、知
識と経験が殆どないまま経営を手掛けていくことは、並大抵の困難ではないということで
あり、こうした自らの苦労を追体験させまいという想いが、後継者に対する積極的な関与
となり、その想いに後継者が応えるという関係性が構築されることによって、双方の意識
のギャップの解消につながった。一方、後継者は、その受容的な性質を発揮して、与えら
れた課題を堅実にこなしつつ、トップ・マネジメントとしての力量を培っていたが、周囲
の信頼を獲得したことについて、自他ともに明確に意識し得たのは、新源泉の掘削を後継
者が完遂した、つい最近のことであった。また、同社では、形式的には後継者に対する地
位と権限そして資産の集中的移転が実現しているが、実質的には家長としての地位と権限
を保持する経営者が、より強力な権威の実効性を保持しているという問題が残されること
になった。  
                                                   
88例えば、野村マネジメント・スクール・野村総合研究所  (2011) 
89例えば、布柴（2008）  
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6.3 実証研究 2 の結論と今後の課題 
 まず、実証研究 2 の結論を提示し、次いで、今後の課題を示す。  
 
6.3.1 事業承継のプロセスにおける後継者に対する経営者の関与のあり方  
 2 社の事例を通じて見えてきたことは、非後継者との利害調整が問題とならないばかり
か、実質的に候補者が後継者ただ一人という中で、周囲の信頼を得て、円滑な事業承継を
実現していくためには、とりわけ、後継者の選択と育成のプロセスにおいて、経営者が長
期間にわたって思慮深く関与していくことが、極めて重要であることが示唆された。この
結論の背景を為す重要な発見事実は、以下の通りである。まず、大企業における後継者の
選択とは異なり 90、2 社の事例を見ると、オーナーシップやファミリーとの関係性から生じ
る問題から、長子や長男などの特定の候補者を後継者に選ぶ暗黙の必然性は高いものの、
一方で、肉体的にも心理的にも苦労の多い、経営者の地位を引き継ぐことを、彼らに強制
することにはためらいがあった。こうしたディレンマを抱えているため、トップ・マネジ
メントとしてのみならず、ファミリーを統率する家長としての重責を担って、意思決定を
するためには、どれほどの自覚と覚悟が必要であるのかという、後継者の態度や姿勢が、
非常に重視されている。そのため、経営者は、後継者本人が、こうした態度や姿勢を主体
的に決定づけて学習するよう、お膳立てする役割に徹しているように見える。  
次いで、お膳立ての方策であるが、具体的には、社内の配属を指図するのみであったり、
明確な方針や具体的な計画がなかったりした上、多分に経営者自身の経験に基づく感覚的
なものであった。しかしながら、長期的なキャリア形成を通じた経験的学習（ A 社）や経
営者を模範とするモデリング学習（ B 社）を主体として 91、二人の後継者は、社内の仕組み
や自社の経営基盤とその根底にある価値観を充分に理解し、それらを生かして新製品開発
や新事業進出に結び付けていた。こうした具体的な成果を見ると、後継者は、基本を守り
模範どおり真似をし、基本から抜け出して自分らしさを発見し、基本から脱し新しい独自
のものを創造していくという、日本的な経験的知識の弁証法を、典型的に具現化している
と言えよう 92。こうして見ると、中小規模の老舗企業における、後継者の選択と育成のプ
ロセスは、伝統芸能や職人の世界における、徒弟教育の仕組みが極めて有効に機能してい
ると考えられるのではないだろうか 93。伝統芸能や職人の高度な技術は、その特性を理解
                                                   
90例えば、藤本（2008）は、セイコーエプソンの事例を挙げ、一部の大手日本企業では、
新たな経営者教育プログラムとして、早期選抜教育を定着させつつあることを指摘してい
る。  
91藤本は、経営者に必要な態度や価値観の学習方策として、模範となる経営者のモデリン
グや長期的なキャリア形成を通した経験的学習が重視されることを指摘している。  
92「日本的な経験的知識の弁証法」については、野中・紺野（2003）を参照  
93 Miller and Le Breton-Miller（2005）は、同族経営企業の CEO 育成に関して、次のよ
うな同様の指摘を行っている。“同族経営企業では将来の CEO 候補に対して、キャリアの初
めから厳しい修行を課すことが少なくない。（中略）。ミシュランやモトローラのように、
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することは出来ても、実際に模倣し、その技術を用いて新たな価値を創出するためには、
教わる側が、厳しい訓練環境の中で切磋琢磨し、繰り返し学習することが、必要であると
言われる 94。同時に、師匠や親方などの教える側にも、高度な緊張感の中で、自らの技術
を伝承していく態度が求められるという 95。つまり、たとえ、「見て覚えろ」の一点張りで
あっても、そこでは、弟子の成長を願い、教える側なりの反省と工夫をこらしながら、両
者の意識のギャップを埋めるなど、長期間にわたって、思慮深く関与していくことが重要
となるのである。最後に、その萌芽が、入社後の後継者の仕振りにその萌芽を見ることは
できるが、リーダーとしての信頼は、トップ・マネジメントとしての取り組みの成果によ
って、自他ともに明白になるということである。つまり、経営者は、トップ・マネジメン
トとしての資質や能力が、充分に涵養されていない段階であっても、いわば、見切り発車
的に、経営者の地位と権限を委譲している。そして、この決断の背景にあるのが、世襲的
な後継者としての立場に甘えずに、社内において、トップ・マネジメントしての重責を将
来担うという自覚と覚悟の下で、自分なりに問題意識を設定し、自らの学習と成長を模索
してきた、彼らの姿勢と態度にあると言えるのではないだろうか。  
 
6.3.2 今後の課題 
 当該研究の本質的限界は、経営者と後継者の意識を踏まえ、後継者に対する地位と権限
そして資産の移転及び、後継者による組織存続に向けた具体的取組みを通じて、後継者に
対する周囲の信頼の獲得を推定しているところにある。老舗中小企業においては、親族会
等の同族機構が、存在するとしても、経営者の諮問機関的な意味合いにとどまるとはいえ、
非後継者をはじめとした創業者一族や、組織運営の巧拙に重要な役割を担う従業員、さら
には、両社の事例からは、借入のためのハンコの譲り渡し、というニュアンスで重視され
ていた金融機関といった、他のステーク・ホールダーの見解を付加することも検討する必
要があろう。また、当該研究の成果は、 2 社の事例を通じたものであり、今後、調査対象
を拡大するなどして、その妥当性を検証していくことが重要である。以上が、今後の課題
となる。  
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                                        
共同 CEO というポジションでの修行になる。そこでは、 CEO が後継候補を仕込むだけでな
く、自分もまた若い相手から学ぶという相互関係が生まれる。こうした徒弟制度的システ
ムは、会社の主要ポジション全ての後継者育成に用いることができる”（邦訳書,356-357
頁 
94柴田（2007）  
95柴田  
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第 7 章 総合考察 
 本章では、既に行われた二つの実証研究での発見事実を踏まえて、本論文の仮説につい
て、その妥当性を検証する（7.1、7.2）。その上で、老舗企業が有する事業承継のノウハウ
について、その一般適用性と限界を明らかにする（7.3）。なお、前者は、本論文の分析枠
組みのステップ 3 に、後者は、同じくステップ 4 に、それぞれあたるものである。  
 
7.1 二つの研究を通じた発見事実 
 これまでに見てきたように、本論文で提示した事業承継の本質とその円滑化のための課
題に関する二つの仮説の妥当性を検証することを目的として、二つのステップに分けて実
証研究を行った。ステップ 1 にあたる実証研究 1 では、システムとコミュニケーションの
両面からの統合的なアプローチを通じて、老舗企業における事業承継の現代的なメカニズ
ムを解明した。続く、ステップ 2 にあたる実証研究 2 では、事業承継における経営者と後
継者のコミュニケーションから生じる問題を双方の視点から捉え、円滑な事業承継を実現
するための経営者の関与のあり方を再考した。以下では、総合考察の準備として、それぞ
れの研究を通じた主要な発見事実の中から、本論文の二つの仮説の検証に向けた手がかり
を抽出する。  
 
7.1.1 実証研究 1 での発見事実 
実証研究 1 を通じた発見事実は、①現代の事業承継に影響を及ぼす老舗企業の特性及び、
②老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムの特長、という二つに大別される。以
下では、二つ発見事実における要点を抽出することで、本論文の二つの仮説の検証に向け
た手がかりとする。  
 
7.1.1.1 現代の事業承継に影響を及ぼす「創業者一族による支配」  
 先行研究において老舗企業の特性として指摘されたものは、存続を第一義とする組織運
営の基本的方向性、創業者一族による支配、家訓及び同族機構といった支配原理の存在及
び、有能な人材を経営管理の任に充てるための養子相続や番頭経営であった。これらの特
性に関する実証研究 1 での発見事実を総括すると、次のようになる。まず、家訓や同族機
構については、その機能性や実在性が疑問視された。第二に、存続を第一義とした組織運
営という基本的方向性は首肯されたものの、そのために有能な人材を経営管理の任に充て
るという番頭経営や養子相続といった特性も確認することはできなかった。むしろ、後継
者は血統、具体的には、創業者のファミリーであることを重視した選択がなされていた。
第三は、こうした血統重視という一見すると非合理的な後継者の選択を補完するために、
家長でもある経営者の主導のもとで、候補者を早期に一本化し、長い時間をかけて優れた
リーダーに仕立て上げるという長期的な育成の方略が採用されていた。第四に、後継者の
多くは、事業を承継した後、経営理念の明文化といった新たな支配原理の構築に取り組ん
でいたが、当然ながらそれらは未だ代を継いでいない。このため、経営理念が世代を超え
た支配原理として機能的であるのか否かを判断することは時期尚早であることが示唆され
- 94 - 
 
た。最後に、合理的な管理経営方式が導入されてはいたが、一方で、家業意識を濃密に残
置し、家を尊重する意識が強く、従って、先行研究で指摘された老舗企業の特性のうち、
「創業者一族による支配」のみが、現代の事業承継に強く影響を及ぼしていることが示唆
された。  
 
7.1.1.2 メカニズムにおける主体的行為を決定づける「経営者の関与のあり方」  
 老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムは、次のような二つの特長を有してい
ることが明らかにされた。それは、このメカニズムは、第一に、行為主体としての「創業
者一族による支配」並びに「経営者の関与のあり方」及び主体的行為としての「事業承継
の三段階プロセス」という三つの単位から構成されていること、第二に、「創業者一族によ
る支配」を起点として、「経営者の関与のあり方」を中継し、「事業承継の三段階プロセス」
を終点としたフィードバックループを描いていること、である。以下、このメカニズムの
基本的な構造を叙述する。創業者一族は、家長としてファミリーを統率する経営者に組織
運営を委任しており、このため、事業承継のプロセスにおける直接的な関与は経営者の専
管事項となっている。つまり、事業承継のプロセスは、経営者の主導によって進行される。
そこで、経営者は、世代交代に必要な、後継者の選択と育成、地位と権限そして資産の集
中的移転及び経営基盤の伝承や経営行動への適用という三つのプロセスを通じて、円滑な
事業承継の実現に努力していく。そして、後継者は、伝統の維持と変革に向けた取り組み
の中で、メカニズムを修正する事象が認知された場合、それらを組織情報としてフィード
バックすることによって、創業者一族による会社支配の継続に貢献している。  
 
7.1.1.3 後継者の意思を最大限に尊重した世代交代  
 自らの学習と成長の機会として最も重視されていたものが、社内でのキャリアを通じた
学習とそれを補完する座学であることが、後継者の意識を通じて明らかにされた。とりわ
け、経営者が補佐する中で行われるトップ・マネジメントとしての実地学習は、経営上の
意思決定の全権を委ねられることもあって、極めて重視されていた。こうした実地学習の
中で、経営者は、積極的に関与するのではなく、あくまでも補佐役に徹し、これまでに承
継されてきた価値観や行動規範の変革を必要とする取り組みであっても、後継者の意思を
最大限に尊重し、リーダーとしての成長を見守っていた。さらに、こうした後継者に対す
る関与のあり方に加え、世代交代が比較的早い段階で行われており、老舗企業においては、
オーナー経営者によくみられる退き際の悪さは回避されていた。  
 
7.1.1.4 世代を超えた会社支配の方略としての権威の一体化  
 老舗企業における事業承継の目的は、創業者一族による会社支配の継続性を確保しつつ
組織存続を果たしていくことであり、この目的を達成するために、血統を重視した後継者
の選択がなされていることが明らかにされた。その際、血統重視は当然に後継者選択の制
約条件となるが、候補者を早期に一本化し長期的な育成を手掛けることによって、後継者
のリーダーとしての成長を促し、こうした制約に対処していた。また、後継者が組織存続
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に向けた伝統の維持と変革への取り組みを存分に手掛けることを可能にするために、彼に
対する地位と権限そして資産の集中的移転を通じて、会社支配の根底をなす権威を一身に
集中させていることが明らかにされた。こうして、家権力の歴史的退勢が明らかである現
代においても、老舗企業には伝統的支配が根強く生き続けており、その中に、後継者の長
期的育成の成果としてのリーダーシップの権威を組む込むことによって、合法的支配との
トレード・オフを克服し、「創業者一族による支配」を継続的に機能せしめていることが示
唆された。  
 
7.1.1.5 地位と権限そして資産の集中的移転の非問題性  
事業承継のプロセスの中で、最も問題視されていないものが、後継者に対する地位と権
限そして資産の集中的移転であることが明らかにされた。その理由は、承継される権利に
義務が付随することもあるが、むしろ、老舗企業に独自の経営者観に起因していることが
示唆された。つまり、システムへの奉仕者である経営者にとって、次世代に事業を承継す
るまでの間、ヒェラルキーの頂点に位置し続けることはむしろ自然の営みであり、そのた
めに独占排他的な資産の集中的移転が行われ、会社支配の根底をなす権威を経営者の一身
に集め、その分散を抑止することが、老舗企業においては、最も合理的な選択であるとい
うことである。  
 
7.1.2 実証研究 2 での発見事実 
実証研究 2 の目的は、事業承継における後継者と後継者のコミュニケーションから生じ
る問題を両者の視点から捉え、円滑な事業承継の実現のための経営者の関与のあり方を再
考することであった。その結果、家長でもある経営者が絶大なる権威の実効性を確保し、
独占排他的に後継者に対して予定調和的に事業を承継していくという実証研究 1 での発見
事実と異なり、後継者の選択に悩み、その育成に関しては計画性や準備に乏しいアドホッ
クな進め方であることが明らかにされた。加えて、両者の間に生じた意識のギャップが、
組織運営に大きく影響を及ぼすことが分かったが、こうした中でも、後継者が、周囲の信
頼を獲得し、円滑な事業承継を実現していくためのいくつかの手がかりを発見することが
できた。以下では、実証研究 2 における主要な発見事実の要点を抽出することで、本論文
の二つの仮説を検証する手がかりとする。  
 
7.1.2.1 長期間にわたる思慮深い関与 
 事業承継のプロセスのうち、最も重視されていたのが、後継者の選択と育成のプロセス
であり、このプロセスにおいて、経営者が長期間にわたって後継者に対して思慮深く関与
していくことが、円滑な事業承継を実現するための極めて重要な条件であることが示唆さ
れた。実際のところ、老舗企業であっても人材の母集団は限定され、候補者の選択の余地
そのものが少なく、経営者には、自分の子供に対してさえも、自身の地位を引き継ぐこと
を強制することへのためらいがあったからである。こうした事情により、思慮深く関与し
つつ、後継者本人が事業を承継するという態度や姿勢を主体的に決定づけて学習するよう、
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経営者は、お膳立てする役割に徹しているように見えた。  
 
7.1.2.2 主体的な学習と成長の方向づけ  
 後継者に要求されているように見えたことは、トップ・マネジメントとしてだけでなく、
ファミリーを統率する家長としての重責を担って、意識決定をするためには、どれほどの
自覚と覚悟が必要であるのかということを、自らの学習と成長を通じて獲得していくこと
であった。他方、こうした要求はあるものの、経営者のお膳立ての方策は、計画性や準備
に乏しく多分に自身の経験に基づく感覚的なものであった。このため、後継者は、半ば必
然的に、長期的なキャリア形成を通じた経験的学習や経営者を模範とするモデリング学習
を主体として、主体的に学習と成長を方向づけているように見えた。  
 
7.1.2.3 徒弟教育との類似性 
 「後継者の育成の方法に定石はない」とは、よくいわれることであるが、表面的には何
をしているのか判然としない経営者の関与のあり方にも関わらず、後継の気概を失わず、
経験的学習やモデリング学習を通じて、トップ・マネジメントとしての意思決定のあり方
を習得していったさまをみると、老舗企業においては、伝統芸能や職人の世界における、
徒弟教育の仕組みが極めて有効に機能しているように見えた。たとえ、「見て覚えろ」の一
点張りであっても、そこでは、後継者の成長を願い、教える側なりの反省と工夫をこらし
ながら、両者の意識のギャップを埋めるなど、経営者が、長期間にわたって、思慮深く関
与していくことが、彼が、周囲の信頼を獲得し、優れたリーダーとなるためには必要であ
ることが示唆された。  
 
7.1.2.4 経営者と後継者の意識のギャップの解消  
 後継者に対する関与のあり方が好対照な二つの事例を通じて、経営者が、事業承継のプ
ロセスのそこかしこで生じる両者の意識のギャップの解消に努めていくことが、事業承継
の円滑化に寄与することが示唆された。彼が抱く後継の気概に水を差さないことは重要で
あるが、後継者が組織運営の方法にどのような想いを抱いているのかを理解しなければ、
終局的には、会社支配の根底をなす権威の実効性を危殆に瀕しせしめるからである。  
 
7.1.2.5 権威の一体化の保持 
 社内外の事情から複数の権威が混在することはむしろ必然の結果であるが、実効性を有
する権威が家と会社で二重の構造を形作るとき、二つの権力がせめぎあい組織運営を巡る
混乱や指揮命令系統の分散がなされることが示唆された。その象徴的なイベントとして見
られたのが、祖父母から孫という形での隔世遺伝的な影響力の行使やトップ・マネジメン
トとしての公式的な権威を凌駕する「院政」に移行する危険性を秘めた経営者の関与であ
った。 
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7.1.2.6 地位と権限そして資産の集中的移転の非問題性  
 実証研究 1 での発見事実と同様に、後継者に対する地位と権限そして資産の集中的移転
は、経営者の意識でもまったくといってよいほど問題視されていないことが明らかにされ
た。ただし、ファミリーでの利害調整といった形式要件とは別に、後継者がトップ・マネ
ジメントとしての周囲の信頼を充分に獲得し得てなくとも、見切り発車的に、経営者の地
位と権限そして資産の集中的移転がなされていることが明らかにされた。  
 
7.1.3 発見事実の統合  
 以下では、前二項での叙述を踏まえて、二つの研究での発見事実の統合を試みる（図表
7-1）。両者の整合度については、殆ど疑問を差し挟む余地のないほど両者の発見事実が整
合的であるものを「完全に整合」と見做し、その整合性が低くなるにしたがって、「整合」、
「ほぼ整合」、「不整合」、「完全に不整合」と見做した。従って、「完全に不整合」の場合、
両者の発見事実が全く相いれない結論であることを意味している。  
（図表 7-1）二つの研究での発見事実の統合  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
これを見ると、まず、二つの研究の発見事実が完全に整合的であるのは、「創業者一族に
よる支配」及び「独占排他的な移転についての問題性」の二つであった。前者については、
経営者と後継者の二世代にわたってなお、家を尊重する意識に溢れ、家業意識が濃密に残
置する老舗企業の最も顕著な特性が維持されていることを意味しているといえよう。後者
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に関しては、システムへの奉仕者という老舗企業に独自の経営者観に基づくごく自然な営
みとして認識されるという実証研究 1 での発見事実が妥当すると考えられる。逆に言えば、
家長やトップ・マネジメントとしての責任の重大さや権利に付随する義務の引継ぎの見返
りとして、その地位と権限そして資産を集中的に移転していくことは、経営者と後継者に
とってはともかく、その他のファミリーやオーナーシップにかかわる者に対する納得性に
は著しく欠けるものといわざるとえないからである。第二に、「後継者育成の特長」に関す
る発見事実は整合的である。社内での長期間にわたる徒弟教育的で後継者の主体性を尊重
した経験的学習やモデリング学習を中心としているところに、老舗企業の後継者育成の特
長が凝縮されているといえよう。第三に、ほぼ整合的であるのは、「後継者選択の特長」で
ある。血統重視の選択かつ積極的な意味での早期一本化という実証研究 1 での結論に対し
て、実証研究 2 では、自分の子供を後継者に選任する暗黙の必然性が高いものの、肉体的
心理的な負荷の大きさから、経営者には、自分の子供に託すしかないという想いを抱きつ
つ早期一本化を行っているが、そこには親としての感情に根差して、ややためらいが見ら
れるのに対して、後継者は早い段階で後継の気概を持つようになるという結論であった。
こうした経営者の意識を踏まえると、血統を重視した後継者選択は、後継者自身が考えて
いるほどには唯一不変の選択ではないということが分かる。第四に、「事業承継のメカニズ
ムに対する経営者の関与」に関しては、両者の発見事実は整合的とはいえない。つまり、
実証研究 1 では、老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムにおける主体的行為を
決定づける主導者という、ファミリーを統率する家長であり、かつ、トップ・マネジメン
トとしての力強いリーダー像が浮かび上がった。ところが、実証研究 2 を通じて見えてき
た経営者の姿は、ステーク・ホールダーや後継者に対して長期間にわたって思慮深く関与
しつつ、後継者の主体的な学習と成長の方向づけや両者の意識のギャップの解消に努めて
はいるが、後継者に対してさえ、その意図や指針を明確に伝える訳ではなく、表面的には
何をしているのか判然としないものであった。つまり、一見すると何をしているのか分か
らないくらいの関与のあり方が、複雑で機微に溢れるシステムの問題に対処していくため
には、ちょうどよいといえるのではないだろうか。最後に、「権威の機能」及び「権威の一
体性を保持する意味」は、完全に整合性を欠く結論となっている。つまり、実証研究 1 で
は、複数の権威が結合されトップ・マネジメントとしての取り組みを促進するために意味
があるという結論を提示したが、経営者と後継者の意識を総合的に踏まえると、実際には、
家権力の会社への介入や「院政」への移行が懸念される家と会社の二重の権力構造が形成
されていることは明らかであった。こうした権力の二重構造は、リーダーの権威を侵害し、
会社支配の正当性すら脅かしかねない、つまり、創業者一族による支配を危殆に瀕しせし
めかねない問題であり、いく世代もの時を紡いできた老舗企業であっても看過することは
できないであろう。  
 
7.2 仮説の検証 
 前節での議論を通じて、本論文が手掛けた二つの研究での発見事実には、少なからず整
合的でないものがあることが分かった。こうした発見事実の不整合は、本論文の二つの仮
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説を見直す必要性を生じるのであろうか。以下では、こうした発見事実の整合性を踏まえ
つつ、本論文の仮説について検証を行う。  
 
7.2.1 事業承継の本質についての仮説の検証  
本論文では、法制度的な議論及び先行研究の検討を踏まえて、事業承継の本質的な特徴
とそれらの連関する内容としての概念モデルを構築し、暫定的ながら、事業承継の本質と
は、「経営者が、機微に溢れるシステムの複雑さや実効性を有する権威の問題に対処しつつ、
後継者とのコミュニケーションを通じて、組織存続を果たしうる優れたリーダーの継続性
を確保していく行為」であると仮定した。以下では、二つの研究での発見事実との整合性
を踏まえつつ、その妥当性を検証する。まず、この文言の前段をなす「経営者が、機微に
溢れるシステムの複雑さや実効性を有する権威の問題に対処しつつ」という会社支配の正
当性を保つための取り組みについて検討する。老舗中小企業において、「創業者一族による
支配」が支配原理であることは、二つの実証研究の発見事実を見ると、完全に整合的であ
った。他方、実証研究 2 において、経営者の意識を見ると、血統重視の後継者の選択は、
創業者一族による支配の継続性を保つためというよりは、そもそも選択の余地が限定的で
あるという意味合いでの暗黙の必然であるに過ぎなかった。それでは、なぜ、事業承継に
おいて、経営者の地位と権限そして資産を、後継者に対して集中的に移転するための努力
が行われるのであろうか。そこで、会社支配の行為主体に変更が生じた場合における事業
承継の本質としての行為の妥当性を検討する必要があるだろう。会社支配の行為主体の変
更は、次の二つのパターンが考えられる（図表 7-2）。第一に、番頭経営に象徴される部分
的な変更である。創業者一族がオーナーシップを支配しつつ有能な人材を経営管理の任に
充てる番頭経営は、所有と経営、つまり、家と会社を明示的に分離する。このパターンで
は、所有者（創業者一族）と経営者（番頭）の間に委任関係が生じるのみであり、創業者
一族の会社支配の継続性を脅かすものではなく、組織存続を果たしうる人材にトップ・マ
ネジメントを委ねることによって、支配原理としての「創業者一族による支配」を強固な
ものとする。加えて、こうした世代交代の方法であっても、構造的な側面に対する調整は
不可欠であるし、そもそも、単なる経営者の交代として認識され、事業承継とはいい難い
のではないだろうか、という疑問が残る。第二のパターンは、事業売却を通じた、いわゆ
るオーナーチェンジである。法制度上は従業員等の第三者承継もこのケースを想定して金
融支援措置を講じているが、実質的には、創業者一族とは別のファミリーが会社を支配す
ることになる。こうした、会社支配のシステムを構築する行為主体の変更のパターンであ
っても、経営者は、機微に溢れるシステムの複雑さや実効性を有する権威の問題に対処し
つつ、従業員の中から後継者もしくは事業の引受先を確保するための努力を行わなければ
ならない。つまり、行為主体の部分的な変更であれば、そもそも、事業承継として認識す
べきかという疑問が残り、また、その全面的な変更であれば、結局のところ、創業者一族
による継続的支配と同様の行為として認識されるのである。むしろ、機微に溢れるシステ
ムとしての複雑性に加えて、人材の母集団の限定性や情報の非対称性といった制約条件を
克服するために、長期的な育成を通じて、トップ・マネジメントとしての資質と能力の涵
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養を手掛け、後継者の一身に権威を集中することが、経営者が、組織存続に向けてシステ
ムに奉仕していくにあたっての、最も合理的な選択であると言えよう。  
（図表 7-2）会社支配の行為主体の二つの変更パターン  
    （部分的な変更）          （オーナーチェンジ）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（三戸（1991b）を参照して筆者作成）  
 次いで、この仮説の文言の後段は「後継者とのコミュニケーションを通じて、組織存続
を果たしうる優れたリーダーの継続性を確保していく行為」であるが、次の二つの理由に
よって、その妥当性が確認される。第一に、後継者育成の特長であるが、実証研究 2 での
発見事実を見ると、経営者と後継者の文字通りの二人三脚によって、十数年から数十年の
長期間にわたって、後継者が周囲の信頼を獲得し、円滑な事業承継を実現するための努力
が行われていたことである。こうした発見事実については、実証研究 1 での発見事実と整
合的であった。第二に、後継者選択の特長であるが、経営者には必ずしも血統重視という
意識は見られないが、後継者は早い段階で後継の気概を持つようになることが分かった。
また、後継者の選択にあたって、経営者にややためらいが見られたのは、肉体的心理的な
負担の大きさから、自分の子供に託すしかないと考えている反面、そのような大変な思い
を自分の子供にさせたくないという感情が拮抗していたからである。つまり、後継者は、
自分がトップ・マネジメントとしての資質や能力によって選ばれたのではないことを充分
に理解していることから、血統に積極的な意味を見出したのに対して、経営者は、個人的
な感情とは別の部分で、トップ・マネジメントとしての重責を引き継ぐ対象が自分の子供
であることを冷静に見極め、早期に一本化を図っていた。このように、後継者のみを対象
とした実証研究 1 と、経営者と後継者の双方の意識を捉えた実証研究 2 では、それぞれの
発見事実が必ずしも整合的であるとはいえない部分もあるが、経営者と後継者はそれぞれ
経営  
所有  
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に異なる見解を抱きつつも、両者を中心として事業承継を手掛けていくという想いを共有
していたことが分かる。 
 
7.2.2 円滑化のための課題についての仮説の検証 
本論文では、事業承継の円滑化のための課題とは、円滑な事業承継を進めていくための
実践的課題の大半は、優れたリーダーを幾世代にもわたって確保していくための取り組み
と結び付き、暫定的ながら、「後継者が、周囲の信頼を獲得し、組織存続を果たしうる優れ
たリーダーとなるまでのプロセスに対して、経営者が適切に関与していくこと」であると
仮定した。まず、権威の問題に焦点をあてて、二つの研究での発見事実との整合性を踏ま
えつつ、その妥当性を検証する。図表 7-3 を見て分かるように、会社支配の根底をなすの
は、実効性を有する権威であるが、権威の機能及び権威の一体性を保持するという意味に
おいて、二つの研究での発見事実は完全に整合性を欠いていた。  
（図表 7-3）実効性を有する権威の一体化の問題  
（実証研究 1 の発見事実）         （実証研究 2 の発見事実）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 実証研究 1 での発見事実では、わが国における戦前の大財閥を彷彿とさせる完璧な統治
形態を中小規模の老舗企業であっても実現しているように見えた 96。こうした見立ては、
後継者のみの意識に基づいたものであるが、実証研究 2 において、経営者と後継者の意識
のギャップをつぶさに見ていくと、家業意識を濃密に残置する A 社と B 社では、家と会社
                                                   
96わが国における戦前の家権力と合理的な管理経営方式の完璧な結合形態に関しては、福
島（1967）、三戸に詳しい。  
分散された権威  
家の権威  
 
職位の権威  
リーダーシップの権威  
組み込み  
一体化された権威  
家権力の歴史的退勢のなかでも、合理的な管理
経営方式による家と会社の明示的な分離が可能  
世襲によって付与  
長期的な育成  
成果  
権威の一体化  
影響  
職位の権威  家の権威  
 
侵害  
リーダーシップの権威  
対抗  
黙従  組み込み  
長期的な育成  
成果  
家と会社の二重の権力構造は、長期的な育成の
成果を台無しにしかねない。  
組織運営の混乱  
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の二重の権力構造が形成され、実効性を有する権威の所在が分散し、組織の指揮命令系統
に対して家権力が介入する余地を生じせしめていた。事実、 A 社では、祖父母から孫へと
いう形で隔世遺伝的な行使がなされ、これが、経営者と後継者の意識のギャップを生み、
ついには、後継者による組織運営の方法にも影響を及ぼすことになった。また、 B 社にお
いては、共同代表制を敷いているとはいえ、家長である経営者の地位と権限は、形式的に
は所有と経営の双方を支配している後継者のトップ・マネジメントとしての地位と権限を
凌駕しているように見えた。つまり、世代交代を実質的に完遂するためには、実効性を有
する権威を後継者に移転するか、実効性を有する権威を一つに結合する必要があることが
分かる。さもなければ、承継後のパフォーマンスにマイナスの影響を及ぼす「院政」に移
行する危険性を常にシステムに内包することになる。こうした、家と会社の二重の権力構
造は、いずれにしても、組織運営に対する混乱を助長するリスクを内包し、後継者に対す
る長期的な育成の成果を台無しにしかねない。家は後継者にとって、組織運営の強力な援
軍にもなるが、同時に、足かせにもなるということである。それゆえに、経営者は、自ら
の権威が何によって基礎づけられているのかを後継者に知らしめることが重要であると同
時に、自身に関しても、形式的ではなく、実質的な退き際の良さを実現していくことによ
って、自らの権威を後継者に対して移転していく自覚と覚悟が求められるのである。  
次いで、コミュニケーションの問題を検討する。二つの研究での発見事実では、「事業承
継のメカニズムに対する経営者の関与」は、整合性を欠いていた。つまり、後継者の意識
を通じて老舗企業における事業承継の実態を明らかにした実証研究 1 では、経営者から後
継者への世代交代が予定調和的にスムーズに進行しているように見えた。ところが、実証
研究 2 において、経営者と後継者の双方の視点から事業承継のプロセスを捉えなおすと、
規模小体な組織の戦略的な取組みによく見られる計画性や準備に乏しいアドホックな進行
であることが分かった。こうした中、2 社の事例からは、後継者が、周囲の信頼を獲得し、
組織存続を果たしうる優れたリーダーとなるまでのプロセスに対する、経営者の関与のあ
り方として、四つの具体的な要件を指摘することができる（図表 7-4）。それは、第一に、
経営者は、ファミリー、オーナーシップ及びビジネスというシステムの主要素について、
それぞれと密接に結び付く権威の移転の問題として認識していくことの必要性である。つ
まり、所有と経営の一体性を保持する場合でも、それを分離したり、事業売却によって完
全に手放す場合であっても、実効性を有する権威の所在によって、システムの主要素の関
係性を調整する局面が変わってくるからである。第二に、双方の意識のギャップの解消に
向けた努力、とりわけ、後継者が抱く後継の気概（経営者としての重責を担っていくとい
う自覚と覚悟）に水を差さないことは重要である。伊丹（2007）は、世襲の特徴として、
生まれたときから後継者という位置づけになる人が出ることもあって、その人は、幼い頃
から後継の気概を持って過ごすが、それが、後継者たるべき訓練として重要な意義を持つ
ことを指摘している。つまり、後継者の主体的な学習と成長に向けた機会損失を回避する
意味合いとしても、彼が後継の気概を失わないようお膳立てしていくことは充分に意味の
あることといえよう。第三に、トップ・マネジメントとしての地位と権限そして資産を後
継者に対して集中的に移転していくタイミングであるが、経営者は、見切り発車的であっ
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ても、そのことを決断し、実行していく勇気を持つ必要があるということである。つまり、
事業承継のプロセスでは、後継者が、周囲の信頼を獲得した後に、彼に対するリーダーと
しての権威づけがなされるという、明白な因果関係に基づいて順序づけられるとは限らな
い。むしろ、彼を権威づけることによって、それまで、長い期間にわたって、自らが決し
て資質や能力によって後継者として選ばれた訳ではないことを充分に認識しつつ、誠実に、
地道に、トップ・マネジメントとしての力量を培っていくという努力が、合法的支配に基
づく権威によって具現化することで、周囲の信頼を可視化したと捉えることもできる。最
後に、第三の要件と密接に結び付くこととして、退き際の悪さを回避することもまた、極
めて重視される。後継者に比べて、経営者は、トップ・マネジメントとしての知識や経験
で遥かに勝る。その結果、彼の資質や能力に充分な満足を得ることまでひたすら待ち続け
た挙句、後継者の候補すら喪うという、組織存続のための最大の機会損失を回避すること、
また、「院政」による実効性を有する権威の分散を抑止するためにも、引退後の自らのあり
方を規定し、そのことを、周囲に認知させることが必要とされよう。以上、円滑な事業承
継を実現するためには、構造的な側面としては、システムの主要素と密接に結び付く権威
の問題に対処しつつ、両者のコミュニケーションを通じて、後継者の主体的な学習と成長
の機会をお膳立てし、彼が周囲の信頼を獲得し得る優れたリーダーとなるまでのプロセス
について、経営者は、思慮深く関与していくことが必要であることが明らかにされた。以
上を鑑みるに、事業承継の円滑化のための課題に関する本論文の仮説について、その妥当
性が首肯される。  
（図表 7-4）事業承継の円滑化に向けた経営者の関与の具体的なあり方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 
7.3 老舗企業が有する事業承継のノウハウの一般適用性と限界  
 俗に「紙子身袋の破れ時」というが  、一代で地位と権限そして資産を築き上げることも
できるが、一代でそれを失うこともまたできる。事実、「会社の寿命 30 年説」がジャーナ
- 104 - 
 
リスティックに取り上げられたのが 1983 年のことであるが 97、現実がそれを上回るかのよ
うに、1986 年には約 532 万社あった個人経営を含むわが国の中小企業は、 2006 年には 2
割以上も減少して約 420 万社となっている（中小企業庁 ,2011）。一方で、本論文の調査対
象となった 9 社の老舗中小企業は、創業してからの経過年数は平均で 144 年にも及んでい
る。組織体内には家権力と合理的な管理経営方式が混在しており、こうした組織は短命に
終わるという Mintzberg（1989）の指摘は、少なくともわが国の老舗企業に対しては妥当
しないように見える。それでは、これまで見てきたような老舗企業における事業承継の実
態からは、それ以外の中小企業が適用できるノウハウとして認識できるのであろうか。以
下では、老舗企業が有する事業承継に関するノウハウを峻別し、ノウハウの一般適用性と
限界を明らかにする。  
 
7.3.1 ノウハウの峻別と適用の限界 
 長い年月をかけて歴史的にしか蓄積し得ないノウハウであれば、そもそも一般適用性は
持ちえない。こうしたノウハウは、老舗企業の特性に関するものとして捨象する必要があ
る。ところが、本論文における二つの実証研究を通じて、現代における老舗企業の事業承
継の実態は、老舗企業の特性といわれるものの殆どがその機能や実存について疑問視され
たばかりでなく、事業承継の進行に関しても計画性や準備に乏しい場当たり的ともいえる
対応であることが明らかにされた。そればかりか、その行為主体としての歴史の古さから、
祖先崇拝、家の尊重、家業意識の濃密な残置といった意識ゆえに、実効性を有する権威が
錯綜していることから、実質的にはオーナー経営者によって運営される個人企業と目され
る多くの中小企業よりも遥かに、事業承継の円滑な実現に向けて本質的な困難さを抱えて
いるように見えた。つまり、中小企業の規模の範疇にある老舗企業であっても、限られた
経営諸資源をなんとかやりくりしながら代を継いできたというのが実情ではないだろうか。
こうして、本論文では、老舗企業とそれ以外の中小企業に明白な特性上の違いが見いだせ
なかった以上、歴史的にしか蓄積し得ないノウハウとそれ以外のノウハウを識別すること
は困難といわざるを得ない。こうした中で、創業者企業に限定されるものではあるが、後
継者が早い段階から事業を承継するという自覚と覚悟、つまり、後継の気概を持つことは、
いささか無理があるといえるだろう。これは、暗黙知のように時間をかけて蓄積される質
的な要因というものでも、組織の世代年齢に基づく後継者に対する物理的圧力でもなく、
単純に時間という量的な要因に基づくものである。本論文の実証研究 1 の調査対象となっ
た 9 人の後継者の出生から入社、事業を承継するまでの平均的なキャリアを参照しつつ、
このことについて検討した結果を示したものが図表 7-5 である。こうした時間的な制約条
件を克服するためには、創業者企業では、起業から十数年を経過して経営が軌道に乗り始
めた時期を捉え、後継者の選択に着手することが必要となろう 98。その理由であるが、一
                                                   
97日経ビジネスが優良企業の盛りは 30 年までという意味で「会社の寿命 30 年」説を提唱
したのが 1983 年のことである。日本経済新聞デジタルメディアを参照   
http://www.nikkei.co.jp/needs/analysis/04/a040922.html（2011 年 9 月 1 日取得）  
98中小企業庁（ 2006）によると、起業して 10 年を経過した会社の生存率は 93.1%である。
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つは、後継者の選択に関わることで、自分の子供に後継の意思が乏しければ、それ以外の
承継タイプにいち早く転換するという意思決定を行わなければならないからである。いま
一つは、後継者の育成に関することで、トップ・マネジメントとしての資質と能力を涵養
するための所要時間を考慮すれば、創業者が五十代のうちに後継者の育成に着手し、自分
の目の黒いうちに事業承継を実現するためである。  
（図表 7-5）後継の気概を持つことに対する時間的制約 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 
7.3.2 ノウハウの一般適用性 
 前述した後継の気概を除けば、個別主体の経営行動に起因するノウハウとして、事業承
継を巡る課題解決のためには有用であろう。これまでに見てきたように、相続対策や後継
者に対する独占排他的な権利と義務の移転といった法制度的な面に関しては、事業を承継
していくにあたって殆ど問題となっていなかった。むしろ、経営者が、後継者に対してト
ップ・マネジメントとしての学習と成長の機会をいかにして提供し、長期間にわたって思
慮深く関与し、主体的な学習と成長を方向づけ、意識のギャップの解消していくのかとい
う、概して人間的な要因が、事業承継を円滑に進行していくためには、重視されていたの
である。そして、こうした利他的な姿勢と態度は、オーナーシップ、ファミリー及びビジ
ネスという主要素に対しても適用されていた。つまり、経営者には、組織存続のためのシ
ステムへの奉仕者として、あたかも一個の機関として自らを規定することによって、ステ
ーク・ホールダーの信任を得て、その地位と権限そして資産を後継者に対して集中的に移
転することを可能にしていたのである。その際、それが無意識的なものであっても、後継
者への権威の一体化を阻害することもあるため、先代となった経営者は、権威という見え
                                                                                                                                                                        
つまり、この頃には、中小企業であっても、相応の経営基盤が確立されていると考えられ
る。 
世
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ざる資産に関しても、事業承継の対象として明確に意識しなければならない。  
 
7.4 小括 
 本章では、タイプの異なる二つの実証研究での発見事実の整合性を確認しつつ、本論文
が仮定した事業承継の本質と円滑化のための課題ついて、その妥当性を確認した。その上
で、円滑な事業承継を実現していくための経営者の関与のあり方を提示した。最後に、老
舗企業が有する事業承継のノウハウを峻別し、それらの一般適用性と限界を考察した。そ
の結果、長い年月をかけて歴史的にしか蓄積し得ないノウハウとして指摘されるものは、
子息・子女への承継を意図する場合、早い段階で後継の気概を持たせることは、業歴の浅
い創業者企業には事実上不可能ということのみであった。その理由であるが、①老舗企業
の特性の殆どは現代において機能性や実存性が疑問視され、事業承継の進め方にしても、
他の多くの中小企業に見られるような計画性や準備に乏しいものであったこと、こうした
中で、②経営者の利他的な姿勢と態度や思慮深い関与といった極めて人間的な要因が、円
滑な事業承継を実現するためには必要とされることが明らかになったからである。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
- 107 - 
 
終章 結論と今後の課題  
 本論文で提示した事業承継の本質とその円滑化のための課題は、各分野での事業承継に
関するこれまでの膨大な業績にとって代わろうとしたものではない。また、統計的手法に
基づいて、その有意性を立証しようとするものでもない。その目的は、中小企業の問題性
から生じる議論をひとまず脇において、経営戦略や人的資源管理と同じ視座で捉えた場合、
組織の主体的行為としての事業承継の本質とはどのようなもので、その円滑化のために個
別主体としての組織、とりわけ、その中心となる経営者と後継者は、どのような課題に取
り組んでいく必要があるのかを明らかにすることであった。こうした目的を達成するにあ
たって、そもそもわが国の中小企業における事業承継の経営学的な議論の不活発さもあっ
て、欧米のファミリービジネスにおける実証研究の成果を中心に理論的な枠組みを構築し、
個別主体としての事業承継の経験数で勝る老舗企業を対象とした実証研究を行った。本章
では、これまでの議論を通じて導出される本論文の結論を提示する（8.1）。、次いで、リー
ダーシップ開発に関する議論を援用しつつ、本論文の主要な結論の背景をなす、老舗中小
企業における後継者の選択と育成プロセスについて、その蓋然性を指摘し（ 8.2）、その上
で、学術的貢献について叙述する（8.3）。最後に、今後の課題を示す（8.4）。 
 
8.1 結論 
 本論文の結論をなす事業承継の本質とその円滑化のための課題は、次の通りである（図
表 8）。 
（図表 8）事業承継の本質と円滑化のための課題  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（筆者作成）  
 こうした結論の根拠をなす本論文での発見事実を要約すれば、以下のようになる。それ
は、属人的な意味合いからすれば、後継者が、ファミリー、オーナーシップ及びビジネス
という三つの主要素のそれぞれと密接に結び付く実効性を有する権威の一体性を保持する
ことが、組織運営にあたって、極めて重要であり、そのためにも、経営者が、長期間にわ
たって思慮深く関与していくことで、彼の主体的な学習と成長をお膳立てしていくことが
不可欠ということである 99。また、構造的な意味合いから見れば、これによって、経営者
                                                   
99Schein（1985）は、創業者や創業者一族が自らの権威に固着する傾向が強く、創業者に
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をはじめとする周囲の信頼を獲得し、優れたリーダーとなった後継者の一身に、経営諸資
源を集中して承継していくことが、経営諸資源が極めて限定された老舗企業が経験的に編
み出した生き残り戦略であるということである 100。 
 一代限りの事業であれば、実質的には個人企業と目される中小企業のオーナー経営者が
強力なリーダーシップを発揮して組織を運営することができるであろう。あらゆる権威は
経営者の一身に集中し、従って、それらの権威が彼の組織運営を阻害する要因にはならな
いからである。ところが、次世代へと事業が承継されることになれば、事情は変わってく
る。事業を承継した後継者には、先代となった経営者のほか、経営者を中心とするファミ
リーの人間がいて、社内を見渡せば先代以来の従業員らが存在するが、それぞれに対して
納得性の高いトップ・マネジメントであることが求められるからである。つまり、相続対
策を講じることによって、小規模組織の生き残り戦略として、経営諸資源を後継者の一身
に集中することはできるであろう。しかしながら、実効性を有する権威を後継者が掌握し
ていなければ、こうした選択と集中による組織運営の有効性を充分に保つことは難しい。
そこで、合法的な支配を可能とする職位の権威に加えて、組織に対する従業員の充分な貢
献を引き出すためにはリーダーシップの権威が不可欠であるし、ファミリーの間の利害を
調整するためには家長としての権威が必要とされるからである。そして、こうした三位一
体の権威を後継者に付与せしめるために、経営者と後継者は、文字通りの二人三脚で、時
には、十数年から二十数年もの長い期間にわたって、それぞれに異なる課題と向き合い、
しばしば生じる意識のギャップの解消に努めながら、円滑な事業承継の実現に向けて協働
していくことが不可欠となるのではないだろうか。  
 こうして、リーダーがリーダーを育てていくことになるが、トップ・マネジメントに求
められる実践的な知識と能力の広範さゆえに、確立された育成の方法は存在しないといわ
れている。  
“そもそも経営者に求められる実践的な知識や能力とは、決定して全てが教科書には書
かれていないものである。意識的もしくは無意識的であるかどうかにかかわらず、その大
半は経験的な学習によってしか習得し得ない暗黙知なのではないだろうか”（藤本 ,2008,53
頁） 
 そこで、後継者を優れたリーダーとして育成していくためには、座学などによる専門知
識の習得に努める傍らで、徒弟教育的なモデリング学習や経験的学習が求められるのでは
ないだろうか。  
“実践知経営は、むろん一人のリーダーによって行われるものではない。企業が継続的
にイノベーションを起こし存続していくためには、優れた実践知経営のリーダーを組織的
に育成し、その能力を継承していくシステムの開発が必要となる。実践知育成の基本とな
                                                                                                                                                                        
至っては、自らの権威に拘泥するあまり、組織を衰亡に至らしめることがあることを指摘
している。  
100研究対象は異なるが、末廣（2006）は、タイの大企業研究をファミリービジネスの視点
から捉え、その生き残りの戦略の特長として「選択と集中」が重視されていることを指摘
している。  
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るのが徒弟制度である。賢慮は、座学だけでなく実践の場における経験と、そこからのフ
ィードバックによって、よりよく見につけることができるものであるからである”（野中・
遠山・平田,2010,408 頁）  
 一流の芸術家やスポーツ選手に共通する傾向として、いわゆる「熟達の 10 年ルール」が
指摘されるが  、本論文の調査対象となった 9 社の老舗企業においても、後継者が入社して
から事業を承継するまでの所要年数は平均で 12 年間であった。その間、経営者の多くは、
経験的学習やモデリング学習のお膳立てはするものの、かといって、それを強制すること
もなく、積極的にあれこれと指図するふうでもなく、一歩引いて、後継者の主体性を重ん
じ、はたから見れば、何をしているのかは判然としないような関与のあり方であった。と
ころが、こうした関与のあり方にもかかわらず、後継者は、いち早く後継の気概をもって、
自らの資質や能力を過信せず、学習と成長の機会に対して、誠実に、真摯に、取り組んで
いくことによって、周囲の信頼を獲得しつつ、組織存続に向けて、経営再建、組織改革、
新市場開拓や新製品開発といった、さまざまな戦略的取組みを成功させている。  
“教える側が職人ですから教え上手ではないかもしれませんが、育て上手ではありまし
た”（小関,2006,10 頁） 
 結局のところ、円滑な事業承継を実現していくためには、自らとの血縁関係の有無とい
ったことは、それほど問題とならず、後継者の成長を真に願い、その学習と成長の軌跡を
見つめながら、タイミングを見計らって、自らの地位と権限そして資産を譲り渡すという、
経営者の思慮深い関与が重視されるのである。  
 
8.2 リーダーシップ開発に関する議論を踏まえた本論文の結論の蓋然性  
 “あなたは、リーダーシップを振るわないマネジャーの下で働きたいだろうか。そのよ
うな人物は部下の士気を鼓舞できない。では逆に、マネジメントをおこなわないリーダー
についてゆきたいだろうか。そのような人物は現場をあまりに知らなすぎる。マネジメン
トをおこなわなければ、現場でなにが起きているのか把握できるわけがない”（邦訳書 ,12
頁） 
 Mintzberg（2009）は、この言葉を用いて、マネジャーとリーダーをあえて区別する必要
はなく、マネジメントを実践の行為として位置付け、マネジャーの育成に関して、①リー
ダーはもちろんのこと、マネジャーは教室ではつくれないこと、②マネジメントとは、さ
まざまな経験や試練を通じて、仕事の場で学ぶものであることなどを指摘している 101。
McCall（1998）もまた、リーダーシップは学習できるものであり、その開発の要諦は、早
期から育成を手掛け、その人の意欲と成長の機会を提供することであることを指摘してい
る。金井と守島（2009）は、より具体的に、他人がその一部になりたい夢を示すことがで
き、My Dream を Our Dream へと昇華させる、組織が夢見る状態を作ることができるリーダ
ーシップが必要であり、そのために、経験の付与、成果を含めた経験の評価及び、それに
基づいたフィードバックを行なっていくことが、組織における実行可能なリーダーシップ
開発の基本であることを指摘している。これらの議論を通じて、長期間に渡る経験的学習
                                                   
101このほか、Mintzberg（1973,2004）を参照  
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－時には達成が困難と思われるような－を通じて、その学習と成長のプロセスを自ら振り
返ることのできるよう適切にフィードバックしつつ、組織の成員を喜んで協働せしめるリ
ーダーを育成していくという、リーダーシップ開発の基本的方向性が見てとれる。つまり、
Drath（1998）は、リーダーシップとは、“リーダー（あるいはフォロワー）によって起動
されるものと見なされるのではなく、共働する人々の互恵的な結びつきの中から始まる”
（McCauley、Moxley、and Velsor edits,邦訳書,381 頁）ことを指摘しているが、後継者
を優れたリーダーとして育てていくためには、彼とそのプロセスに主導的な役割を果たす
経営者との互恵的な関係性を構築していくことが重要となる。 Zigarmi、 Blanchard、 O’
Connor and Edebuern（2005）は、無意識の自我を核として、資質、価値観、行動としての
リーダーシップという四つの層からなるリーダーシップのタマネギモデルを提示している
が、その人の意識や資質もしくは価値観といった属人的な側面が、リーダーシップとして
の行動に大きく影響を及ぼすことが分かる。リーダーシップ開発にあたって、こうした、
心理的、感情的、もしくは、情緒的な結合は、それが、階層制のもとでの組織的なもので
なく、もっぱら、経営者と後継者の一対一のコミュニケーションを中心として営まれる小
規模組織においては、不可欠である。その意味において、経営者には、やってみせ、させ
てみるだけでなく、時には、言って聞かせてみることが必要であるし、後継者もまた、自
社の経営基盤や組織運営の方法といったトップ・マネジメントに不可欠な知識に関しては、
暗黙知のレベルにまで掘り下げて理解するためにも、先達としての経営者との意識の交流
が必要となろう。そこで、金井と古野（2001）は、リーダーシップ開発におけるトップ・
マネジメントの「語り」の効用について、次のように指摘している。本論文の内容に即し
て、トップを経営者、ミドルを後継者に置き換えてみると、後継者に対する経営者の関与
が、終局的には、新たなリーダーとなった後継者から組織の成員に対する関与のあり方に
反映されることが分かる。  
“知的競争力の源泉としてミドルを捉え、その育成はトップからミドル、さらにミドル
から若手への世代間の連鎖が必要だというのが、わたしたちの考えだ。だが、それは一言
でいうほど容易ではない。だからこそ、一皮むけた経験の収集、ドキュメンテーション、
コーディングという地味な作業がいっそう重要になってくる。その作業は、リーダーシッ
プ開発のための教訓を探す旅であり、そこに世代間のインタラクティブを伴う知的創造だ。
トップは、この語りの連鎖の上流であり源泉だ”（ 66 頁） 
こうした、世代間の交流が、さまざまなギャップの解消に寄与し、後継者によるモデリ
ング学習を強力に推進させることが分かる。その際、いわゆるジェネレーションギャップ
については、 Bennis and Thomas（2002）が、リーダーシップの能力は、時代や個人的資質
を背景としつつも、厳しい試練の中での経験と意味づくり（organization of meaning）の
反復を通じて、獲得されるものであることを指摘しているように、決定的な問題とはなり
得ない。  
 最後に、これまでの議論を通じて、経営者とのコミュニケーションを通じて、長期間に
渡って、後継者のリーダーシップ開発を手掛けていくことが、優れたリーダーの継続性を
確保するための重要な要件であることが明らかにされたが、それでは、経営者は、いつ頃
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から、後継者の育成に取り組んでゆけばよいのだろうか。金井と守島は、生涯発達にかか
るエリクソン（E.H. Erikson）の漸成説に基づいて、信頼、自律及び率先という段階では、
親が自分の子供に対して「リーダーを育むリーダー」としての役割を果たすことができ、
リーダーシップの準備としては非常によいこと、また、リーダーシップの発達過程を、エ
リクソンのいう発達課題の再克服とすれば、前記の段階は、入社してから短期のプロジェ
クトリーダーを任されるほどのキャリアにあたるという。また、George and Sims（2007）
は、リーダーシップ開発のライフヒストリーを、準備の段階（30 歳まで）、リードする段
階（30 歳－60 歳）、知恵を還元する段階（ 60 歳以降）という三段階に区分し、本物のリー
ダーとなる人材は、準備の最終段階において、私から我々への転換期に入り、リードする
ために立ち上がることを指摘している。そこで、「後継の気概」という意味では、早い段階
でそれを涵養するに越したことはないが、具体的な育成については、三十歳を一つの目安
として着手する必要があると言えるのではないか。とりわけ、後継者との関係性が親子で
ある場合、経営者が自らの知恵を還元する時期にもちょうど差し掛かり、他方、子供が「後
継の気概」を持たない場合であっても、従業員等の第三者への承継等にいち早く転換する
という意思決定が可能となるからである。  
 以上、リーダーシップ開発に関するいくつかの先行研究からは、長期間に渡る経験的学
習やモデリング学習の有効性と、経営者と後継者のコミュニケーションの重要性及び、育
成の時期に関しては、世代性という観点から、経営者と後継者の双方の年齢を考慮する必
要性が示唆されたが、これらの点については、本論文の指摘とも適合するものであり、従
って、本論文の主要な結論の背景をなす、老舗中小企業における後継者の選択と育成プロ
セスについて、その蓋然性を主張することができる。  
 
8.3 本論文の学術的貢献 
 これまでの議論の中で、学術的貢献と見做し得るものは、以下の二つであると考えられ
る。 
 まず、わが国における会社の大半は中小企業で占められており、かつ、その殆どがファ
ミリーの特定少数によって所有される同族会社である。こうした事実を踏まえて、オーナ
ーシップ、ファミリー及びビジネスというシステムを構成する三つの主要素とそれぞれと
密接に結び付く権威、そして、経営者と後継者のコミュニケーションによって成り立つ複
合的な組織の主体的行為と捉え、事業承継の本質とその円滑化のための課題を明らかにし
た。本論文の学術的貢献と見做しうるものの第一は、こうした本質や課題の普遍性を主張
することではなく、それらの導出に至る研究方法上の新規性であると考えられる。以下で
は、本論文の研究方法上の新規性について叙述する。  
理論研究については、わが国における中小企業の事業承継に関する議論にしばしば見受
けられる中小企業の問題性から生じる構造的課題を捨象し、既に経営学一般の対象となっ
ている経営戦略や人的資源管理と同じように、個別主体の戦略的取組みの因果関係として、
その本質と課題を経営学的に把握するように努めた。なお、こうした事業承継の本質や課
題認識の方法は、欧米のファミリービジネス研究では一般的であるが、わが国の中小企業
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を対象とした事業承継に関する研究では殆ど見ることができない。続いて、実証研究の方
法であるが、事業承継を主導する経営者と、その受け手となる後継者の関係をシステムの
制約を受けつつ営まれるコミュニケーションとして位置付け、両者の意識のギャップの問
題を考慮しつつ、後継者の選定から育成にはじまり、彼が周囲の信頼を獲得し、組織存続
に向けたトップ・マネジメントとしての取り組みに至るまでのプロセスを明らかにしてい
った。前述の欧米の研究では、もっぱら後継者の意識によってのみ事業承継を円滑に実現
するための促進要因（阻害要因）が指摘されており、既に事業を承継した経営者の意識は
念頭に入れられていない。にもかかわらず、経営者の関与のあり方が、事業承継の円滑化
に重要であることが指摘されていた。そこで、経営者と後継者の双方の視点から事業承継
のプロセスで生じる課題を捉えなおし、その上で、経営者の関与のあり方を再考した。 
 次いで、本論文の学術的貢献と見做し得るものの第二は、前述の実証研究の対象とした、
わが国における老舗企業の事業承継の実態を解明し、その上で、老舗企業における事業承
継の現代的なメカニズムの概念モデルを提示したことである。まず、老舗企業の事業承継
に関する実証研究は、殆ど行われていない。また、老舗企業に関する一般的な先行研究で
指摘される家訓や同族機構といった老舗企業の特性は、現代においてはその機能性や実在
性が疑問視された。創業者一族による継続的支配の下で、事業承継は、ファミリーを統率
する家長でもある経営者の裁量によって進められていたが、むしろ、その進め方は、「老舗」
といえども規模小体な組織にあっては、多くの中小企業と同様に経営諸資源が制約される
中での計画性や準備に乏しい場当たり的ともいえるものであった。こうして、事業承継に
関しては特性論的な側面が排されることによって、中小企業の事業承継の円滑化に向けた
課題を掘り下げ、その解決の方策を探索していくにあたって、いく世代もの時を紡いでき
た老舗企業の事業承継から多くを学ぶことができることを明らかにした。  
 
8.4 今後の課題 
今後の課題は、第一に、調査対象を拡大することによって、本論文の結論の妥当性を検
証することは不可欠である。本論文の結論は、創業以来、創業者一族によって支配されて
いる 9 社の老舗中小企業及び 2 社の経営者と後継者という限られた事例を通じたものであ
り、今後、調査対象を拡大するなどして、その妥当性を検証していくことが課題となる。
とりわけ、円滑な事業承継を実現していくためには、後継者の選択と育成が極めて重視さ
れるが、創業者企業における後継局面では、自分の子供に対して幼少期の頃から後継の気
概を持たせることは、時間という制約条件から、本論文の結論の適用性に限界があること
が示唆された。そこで、こうした発展段階にある中小企業に対して、本論文の枠組みを用
いて調査していくことによって、より適用範囲の広い事業承継の円滑化のための課題を指
摘することができるであろう。第二に、研究方法上のさらなる工夫の必要性である。この
点に関しては、実証研究 2 においても指摘しているが、後継者が、トップ・マネジメント
として周囲の信頼を獲得するまでのプロセスに対して、当人と経営者だけでなく、組織の
成員やファミリーのメンバーといったステーク・ホールダーの意識を踏まえて、総合的に
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把握していくことも検討すべきであろう 102。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
102ただし、事業承継という営為そのものが、十年単位で営まれ、相互の因果関係が不明瞭
かつ不連続なプロセスとして進行していくこともあって、後継者が、いつ、どのようにし
て、周囲の信頼を獲得していったかを聞き取るという作業そのものの困難も予想される。
事業承継とその後のパフォーマンスについて、それぞれの要因との因果関係を、統計的に
明らかにすることも困難であると言われているが、質的な研究についても、調査対象の設
計に関して、今後、慎重に検討していくことで、経営学の対象としての事業承継の本質や
課題を明らかにしていくための、新たな道筋が見えてくるのではないだろうか。  
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巻末資料 
 
1. 実証研究 1 に関するアンケート調査票  
 
老舗企業の経営と承継に関する調査票 103 
 
この質問票は 6 ページです（注 1）。ご多用中とは存じますが、何卒、ご協力下さいます
ようお願い申し上げます。なお、ご回答頂いた質問票については、匿名扱いを厳守いたし
ます。また、質問の内容などが不明の場合、末尾記載あてお問い合わせ頂くか（注 2）、未
記入で結構です。  
（注 1）本文中の表記とは異なり、経営者は先代経営者、後継者は経営者となっている。  
（注 2）問い合わせ先に関しては、筆者の個人情報が記載されているため、割愛した。  
 
 ご芳名：                     
 貴社名：                     
 
１．貴社の経営に関すること  
 
問 1 貴社の創業は、何年ですか。  
西暦        年 
 
問 2 貴社が最初に法人として登録したのは、何年ですか。また、その時の法人形態につ
いて、該当するものに○をつけて下さい。  
最初  西暦        年  形態： 合資・合名   有限  株式  その他 
 
問 3 直近の企業規模をお教え下さい。  
 資本金        万円      従業員数         人 
 
問 4 貴社と創業者一族とは、どういった関係ですか。該当するものに○をつけて下さい。  
1．これまで、所有は完全に創業者の一族にあり、経営者も創業者の一族である。  
2．これまで、所有の過半が創業者の一族にあり、経営者も創業者の一族である。  
3．創業者一族の所有は過半数に満たないが、経営者は創業者の一族である。  
4．所有は経営者の一族であるが、経営者は創業者の一族でない。  
5．所有も経営も、創業者一族の手から離れている。     
6．その他（                                 ） 
                                                   
103神田・岩崎（1996a）を参照して筆者作成  
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問 5 現在の経営者（代表取締役社長）は、創業者から数えて、何代目に当たりますか。  
 第    代目 
 
問 6 創業以来、貴社の主力事業は変わっていますか。該当するものに○をつけて下さい。  
 1．ほとんど変わっていない。  
 2．主力事業は同じだが、事業の多角化を図っている。  
 3．一部変わった。  
 4．ほぼ全て変わった。  
 5．その他（                                ） 
 
問 7 貴社が代々続いてきた理由について、該当するもの全てに○をつけて下さい。  
 1．伝統を守り、事業を無理して広げなかった。  
 2．常に新しい事業・製品の開発に取り組んできた。  
 3．経営姿勢などを時代に合わせて変革してきた。  
 4．技術を承継しつつも、発展・強化してきた。  
 5．常に新しい取引先（顧客・仕入先）を開拓してきた。  
 6．秘伝の技術を守り継いできた。  
 7．取引先（顧客・仕入先）との良好な関係を維持してきた。  
 8．地域との良好な関係を維持してきた。  
 9．資金繰りの安全性の確保に努めてきた。                  
10．創業者の一族で事業を承継してきた。  
11．創業者の一族に関わりなく、積極的に経営者や幹部社員の登用に努めてきた。  
 12．後継者（次期経営者）の育成を重視してきた。  
 13．経営理念（社是、社訓）や家訓の実践に努めてきた。  
 
問 8 貴社には、理念（社是、社訓）はありますか。該当するものに○をつけて下さい。
また、それはいつ頃からで、創業者から数えて何代目のときからありますか。  
 1．明文化された理念（社是、社訓）がある。 西暦       年（第   代目
のとき）  
 2．口伝による理念（社是、社訓）がある。  西暦       年（第   代目
のとき）  
 3．ない。  
 
問 9 貴社の理念（社是、社訓）は、創業者の精神や考えを反映したものであると思いま
すか。該当するものに○をつけて下さい。  
  1．そう思う。  
  2．そうは思わない。  
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  3．わからない。  
 
2．経営者ご自身と承継に関すること  
 
問 10 ご自身の生年をお教え下さい。  
 西暦       年 
 
問 11 先代経営者とは、どのような関係ですか。該当するものに○をつけて下さい。  
 1．先代経営者の実子で、かつ、長子である。                 
 2．先代経営者の実子で、かつ、長子以外である。  
 3．先代経営者の養子である。  
 4．先代経営者の実子の婿（嫁）である。  
 5．先代経営者の上記以外の先代経営者の一族の人間である。  
例：妻、夫、兄弟姉妹、叔父、甥   
 6．先代経営者の頃の従業員である。  
 7．その他（                                ） 
 
問 12 経営者となることについて、いつ頃から意識していましたか。該当するものに○を
つけて下さい。  
 1．子供の頃から  
 2．高校や大学の進路を決める際  
 3．就職する際  
 4．自社に入社する際 
 5．自社に入社してから暫くして  
 6．後継者（候補）として指名されてから  
 7．その他（                                ） 
 
問 13 貴社に入社したのは、何年ですか。また、入社した際の社内での立場（役職）は何
ですか。  
  西暦      年   当時の立場（役職）         
 
問 14 経営者に必要な（有用な）教育はどのように受けましたか。該当するもの全てに○
をつけて下さい。  
 1．Off-JT（他社での就業）  
 2．Off-JT（講座など座学）  
 3．OJT（先代の経営者から口伝で伝授）  
 4．OJT（先代の経営者の行動を模倣）  
 5．OJT（社内でのキャリアを積んだ）  
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 6．OJT（関連会社での経営者としての修業を積んだ）  
 7．OJT（関連会社の立ち上げから軌道に乗せるまでを任された）  
 8．その他（                                ） 
 
問 15 経営者となることについて、具体的に告げられたのはいつですか。また、その時の
社内での立場（役職）は何ですか。  
  西暦      年   当時の立場（役職）         
 
問 16 経営者になった主な理由は何だとお考えですか。該当するもの全てに○をつけて下
さい。 
 1．経営者としての資質や能力があったから（あると見込まれたから）  
 2．先代経営者の一族だから  
 3．創業者の一族だから  
 4．社内でのキャリアを積んだ結果  
 5．他に候補者は存在しなかったから  
 6．その他（                                ） 
 
問 17 代表取締役社長に就任したのは、何年ですか。  
  西暦      年 
 
問 18 先代経営者と共同で代表取締役を務めていた時期はありますか。あるとしたら、そ
の時期についてもお答え下さい。  
 1．ある。  西暦       年 から  西暦        年  まで 
 2．ない。  
 
問 19 先代経営者と意見が食い違った場合、そのギャップは主にどのようにして埋めてい
ますか。該当するものに○をつけて下さい。  
  1．自分が譲歩することが多い。  
  2．先代経営者が譲歩することが多い。  
  3．納得するまでお互いトコトン議論する。     
  4．ほぼ価値観を共有しておりギャップを感じたことはない。  
  5．その他（                                ） 
 
問 20 家訓や理念（社是、社訓）は、個人の価値観や考え方よりも重視されていると思い
ますか。該当するものに○をつけて下さい。  
  1．そう思う。  
  2．そうは思わない。  
  3．わからない。  
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問 21 借入や投資、事業展開や変革など、重要な経営事項をどのように決めていますか。
該当するものに○をつけて下さい。  
 1．ほぼ全て独力  
 2．取締役会あるいは幹部社員と協議  
 3．先代経営者と協議 
 4．親族会（経営者もしくは創業者の一族の協議機関）で協議  
 5．その他（                                ） 
 
問 22 所有権（株式）の委譲は、いつ頃から進められましたか。該当するものに○をつけ
て下さい。  
 1．経営者になる前から  
 2．経営者になってから  
 3．その他（                                ） 
 
問 23 現在の株主としての地位をお教え下さい。  
  筆頭株主から数えて    番目 
 
問 24 現在の筆頭株主についてお教え下さい。  
  1．経営者である自分  
  2．先代経営者  
  3．先代経営者ではない創業者の一族  
  4．その他（                                ） 
 
問 25 貴社は、現在、法人税法上の「同族会社」に該当いたしますか？  該当するものに
○をつけて下さい。  
  1．該当する。  
2．該当しない。  
 
3．家業と社業の両立について  
 
問 26 家訓はありますか。また、それはいつ頃からで、創業者から数えて何代目のときか
らありますか。  
 1．明文化された家訓がある。  西暦       年（第   代目のとき）  
 2．口伝による家訓がある。   西暦       年（第   代目のとき）  
 3．ない。  
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問 27 貴社の理念（社是、社訓）と家訓では、内容に違いはありますか。該当するものに
○をつけて下さい。  
 1．理念（社是、社訓）と家訓は全く同じ内容である。  
 2．理念（社是、社訓）と家訓は一部内容が異なる。  
 3．理念（社是、社訓）と家訓は全く異なる内容である。  
 4．その他（                                ） 
 
問 28 親族会（経営者もしくは創業者の一族の協議機関）はありますか。該当するものに
○をつけて下さい。  
 1．ある。  
 2．かつてはあったが廃止した。  
 3．ない。  
以 上 
ご協力ありがとうございました  
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2. 実証研究 2 に関するアンケート調査票  
 
経営者（後継者）の選択と育成に関する調査票  
 
この質問票は 4 ページです（注 1）。ご多用中とは存じますが、何卒、ご協力下さいます
ようお願い申し上げます。なお、ご回答頂いた質問票については、匿名扱いを厳守いたし
ます。また、質問の内容などが不明の場合、末尾記載あてお問い合わせ頂くか（注 2）、未
記入で結構です。  
（注 1）本文中の表記とは異なり、経営者は先代経営者、後継者は経営者となっている。  
（注 2）問い合わせ先に関しては、筆者の個人情報が記載されているため、割愛した。  
 
 ご芳名：                     
 貴社名：                     
 
1．ご自身に関すること 
 
問 1 ご自身の生年をお教え下さい。  
 西暦       年 
 
問 2 貴社に入社したのは、何年ですか。また、入社した際の社内での立場（役職）は何
ですか。  
  西暦      年   当時の立場（役職）         
 
問 3 代表取締役社長に就任したのは、何年ですか。  
  西暦      年 
 
問 4 ご自身から見て先代経営者と共同で代表取締役を務めていた時期はありますか。あ
るとしたら、その時期についてもお答え下さい。  
 1．ある。  西暦       年 から  西暦        年  まで 
 2．ない。  
 
問 5 ご自身から見て先代経営者とは、どのような関係ですか。該当するものに○をつけ
て下さい。  
 1．先代経営者の実子で、かつ、長子である。                 
 2．先代経営者の実子で、かつ、長子以外である。       
 3．先代経営者の養子である。            
 4．先代経営者の実子の婿（嫁）である。  
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 5．上記以外の先代経営者の一族の人間である。  
例：妻、夫、兄弟姉妹、叔父、甥   
 6．先代経営者の頃の従業員である。  
 7．その他（                                ） 
 
問 6 現職に就任したのは、何年ですか。  
  西暦      年 
 
問 7 現職での役職をお教え下さい。  
  1．代表取締役会長 
  2．代表権のない会長（相談役）  
  3．その他（                                ） 
 
問 8 現在の経営者と共同で代表取締役を務めていた時期はありますか。あるとしたら、
その時期についてもお答え下さい。  
 1．ある。  西暦       年 から  西暦        年  まで 
 2．ない。  
 
問 9 ご自身が代表取締役社長を務めていた頃の株主としての地位のうち、最も長い期間
にわたって、就いていた地位についてお教え下さい。  
 1．筆頭株主  
 2. 二順位以降  
 3．殆ど株式は有していない。  
  4．その他（                                ） 
 
問 10 ご自身の現在の株主としての地位をお教え下さい。  
1．筆頭株主  
 2. 二順位以降  
 3．殆ど株式は有していない。  
  4．その他（                                ） 
 
2．経営者（後継者）の選択と育成に関するご質問  
 
問 11 現在の経営者の他に候補者は存在しましたか。該当するものに○をつけて下さい。 
  1．存在した。  
  2．存在しない。  
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問 12 現在の経営者を後任にしようと決めたのはいつ頃のことですか。  
  西暦      年頃  
 
問 13 現在の経営者を決める際、どなたの意志が一番強かったですか。該当するものに○
をつけて下さい。  
 1．自分 
 2. 自分以外の一族の人間  
  3．その他（                                ） 
 
問 14 現在の経営者を決める際、一族で話し合いは持たれましたか。該当するものに○を
つけて下さい。  
1．あった。  
2. なかった。  
 
問 15 経営者（後継者）の育成をどのように行いましたか。該当するもの全てに○をつけ
て下さい。  
 1．事業に関連した学校や学部に進ませた。  
2．Off-JT（他社での就業）  
 3．Off-JT（講座など座学）  
 4．OJT（先代経営者から口伝で伝授した） 
 5．OJT（先代経営者の行動を模倣させた） 
 6．OJT（社内でのキャリアを積ませた）  
 7．OJT（関連会社での経営者としての修業を積ませた）  
 8．OJT（関連会社の立ち上げから軌道に乗せるまでを任せた）  
 9．その他（                                ） 
 
問 16 代表取締役社長の地位を交代して以降、借入や投資などの意思決定を一任するよう
にしましたか。該当するものに○をつけて下さい。  
1．した。  
2. していない。  
 
問 17 代表取締役社長の地位を交代して以降、借入の連帯保などの引継ぎも行っています
か。該当するものに○をつけて下さい。  
1．行った。  
2. 行なっていない。  
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問 18 現在の経営者に対する株主としての地位の承継は、いつ頃から行っていますか。該
当するものに○をつけて下さい。  
1．経営者になる前から 
 2．経営者になってから  
 3．その他（                                ） 
以 上 
ご協力ありがとうございました  
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